
生活保護システム

機能・帳票要件（第2.1版）

通し
番
号

大項目 中項目 機能名称
機
能
名

機能ID 機能要件
①
都道
府県

② 団
体内
で複

③ 団
体内
で一

要件の考え方・理由 備考（改版説明）
①機能名
称枝番
記入必須

②機能ID
記入必須

④意見のカテゴリ
記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文案）

⑧過去意見照会にお
ける意見実績
記入必須

⑨貴自治体における
現行システムでの実装

有無
⑩意見根拠（法令・通知等） 検討分類 検討方針詳細 修正後の機能要件（案）

標準仕様書
への反映

論点化

56

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.2. 保護の
開始申請受
付及び訪問
調査

初回訪問結
果登録

2 0211721 以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・面会の有無
・記録種別（訪問）
・査察指導員の同行の有無
・訪問場所

◎ ◎ ○ 【2.0版】
・機能要件を変更

2 0211721 実装区分変更
他市町村（ I列③）もオプションでなく、必須でつけて
ほしい。

・コロナが落ち着き訪問件数が増加傾向。訪問調査時の事柄
を細かく残しておいた方が、何かあった際に良い。

実績なし 実装なし 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

84

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.4. 29条調
査（金融機
関調査）

回答状況登
録

1 0211227 29条調査に関する以下の情報をケースごと、世帯ごと、調査先ごとに一括で登録・修
正・削除・照会できること。
【管理項目】
・調査内容
・回収状況
・回答日
・回答登録日
・回答内容
・保有・加入の有無
・件数（調査した機関数）
・残高（解約返戻金、出資金、支払い済みの保険給付金や配当金、割戻金等）
・旧姓（複数登録可）
・旧住所（複数登録可）
・預金口座情報
・残高
・外国人氏名（本名、通称名、アルファベット名）

◎ ◎ ◎ 【2.0版】にて、機能ID：0210052から機
能ID：0211227に分割

2 機能修正

①調査事項に「名義の普通、定期、積立、当座、信
託、国債、貯蓄口座等各種預貯金の調査年月日の
預金額、調査対象者の契約者あるいは被保険者で
ある、養老、終身、学資、簡易保険及び終身、個人
年金等の有無、有の場合、その内訳（契約番号、
契約日、保険金、掛金、調査年月日付解約金額、
入院特約、障害特約等）を入れてほしい。
②調査対象者世帯電話番号は不要
③起案年月日は不要

①必要な情報のため
②③相手方に不要な情報のため

実績なし 実装あり 検討対象

意見欄に記載された内容から、「22_29条調査回答書（銀行
支店・その他金融）」に対する意見と想定しました。
①についてですが、必要な理由が把握できないため、追加の
要否について判断が出来ません。
②・③については、全国意見照会等を踏まえて追加している
項目になりますので、使用する自治体もいることを想定し、削
除は行わない想定です。

反映しない 非論点

101

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.4. 29条調
査（金融機
関調査）

回答状況登
録(銀行支
店・その他
金融）

2 0211233 登録した情報を一覧で確認できること。
【管理項目】
・調査内容
・回収状況
・回答内容
・回答登録日
・回答日
・保有・加入の有無
・件数（調査した機関数）
・旧姓（複数登録可）
・旧住所（複数登録可）
・残高
・外国人氏名（本名、通称名、アルファベット名）

◎ ◎ ◎ 【2.0版】にて、機能ID：0210065から機
能ID：0211233に分割

機能追加

入院給付金の有無、その他調査事項（前1か月の
解約状況）、解約返戻金の内容と出資金返戻金の
内容を追加、
発行主体の内線番号、職名は不要。

現在実装しているため 実績なし 実装あり 検討対象

意見欄に記載された内容から「25_29条調査依頼書（生命保
険一括）」、「28_29条調査回答書（生命保険一括）」に対する
意見と想定しました。
入院給付金等の追加については、必要な理由が把握できな
いため、追加の要否について判断が出来ません。
また、内線番号、職名については全国意見照会等を踏まえ
て追加している項目になりますので、使用する自治体もいる
ことを想定し、削除は行わない想定です。

反映しない 非論点

123

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.5. 29条調
査（金融機
関以外の関
係機関調
査）

回答状況登
録

1 0211235 29条調査に関する以下の情報をケースごと、世帯ごと、調査先ごとに一括で登録・修
正・削除・照会できること。
【管理項目】
・調査内容
・回収状況
・回答日
・回答内容
・回答登録日
・生命保険保有・加入の有無
・件数（調査した機関数）
・残高（解約返戻金、出資金、支払い済みの保険給付金や配当金、割戻金等）
・保険証券番号
・旧姓（複数登録可）
・旧住所（複数登録可）
・外国人氏名（本名、通称名、アルファベット名）

◎ ◎ ◎ 【2.0版】にて、機能ID：0210082から機
能ID：0211235に分割

2 機能削除

①年金調査の回答書において、２回答事項【年金
受給有の場合、以下のアからキに関する事項】は
削除してほしい
②キ【年金受給無の場合、以下のクからコに関する
事項】は削除してほしい
③【共通事項】に新設シ年金生活者支援給付金に
関する事項を入れてほしい

実績なし 実装なし 検討対象

全国意見照会等を踏まえて、機能要件の管理項目を設定し
ております。
必要とする自治体もいる想定のため、削除は行わない想定
です。
「年金生活者支援給付金」については、追加するべき帳票や
機能要件が不明なため、追加要否が判断できません。

反映しない 非論点

124

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.5. 29条調
査（金融機
関以外の関
係機関調
査）

回答状況登
録

2 0211236 登録した情報を一覧で確認できること。
【管理項目】
・調査内容
・回収状況
・回答日
・回答内容
・回答登録日
・生命保険保有・加入の有無
・件数（調査した機関数）
・残高（解約返戻金、出資金、支払い済みの保険給付金や配当金、割戻金等）
・保険証券番号
・旧姓（複数登録可）
・旧住所（複数登録可）
・外国人氏名（本名、通称名、アルファベット名）

◎ ◎ ◎ 【2.0版】にて、機能ID：0210082から機
能ID：0211236に分割

2 機能削除
①起案年月日は不要
②調査対象者世帯電話番号は不要

相手方に不要な情報のため。 実績なし 実装なし 検討対象外（理由不明確）

「起案年月日」および「調査対象者世帯電話番号」について、
該当する機能要件や帳票が把握できないため。不要かどう
かの判断が出来ません。
補足としてですが、全国意見照会等を踏まえて、機能要件の
管理項目を設定しております。
必要とする自治体もいる想定のため、削除は行わない想定
です。

反映しない 非論点

189

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.7. 保護開
始の要否判
定及び処分

保護の要否
及び程度の
決定

35 0211284 収入充当については、分割月数を入力することで、初回・2回目以降の充当額を自動
で計算するできること。

◎ ◎ ◎ 【2.0版】にて、機能ID：0210101から機
能ID：0211284に分割

機能追加

・次回支給月以降に収入充当する場合には、収入
充当する月の保護変更決定通知書の印刷ができ
ること。
・収入充当する場合には、収入があった月の保護
変更決定通知書の印刷をしない設定ができること。

局長通知第１０－２の（８）によれば、「当該事由に基づき扶助
費支給額の変更決定を行えば生ずることとなる返納額（略）
を、次回支給月以後の収入充当額として計上して差しつかえな
いこと。」「最低生活費又は収入充当額の認定変更に基づく扶
助費支給額の遡及変更処分を行うことなく、前記取扱いの趣
意を明示した通知を発して、次回支給月以後の扶助費支給額
決定処分を行えば足りるものであること。」と記載有。
収入充当する場合は、法的には実際に収入があった月の遡及
保護変更はされておらず、収入充当する月のみ変更処理され
ることになる。一方、システム入力的には実際収入があった月
の変更画面から収入を入力し、収入充当する月を入力するシ
ステムが多いと思われ、システム運用と実際の運用に差があ
る事から保護変更決定通知書もこれに合わせて自動的に印刷
する・しないの判断をできるようにしてほしい。

実績なし 実装なし 局長通知第１０－２の（８） 検討対象

記載頂いた意見から、収入充当が生じた場合に、収入充当
が予定されている月の保護決定通知書が自動で出力される
機能を要望しているものと想定しました。
自動での出力機能は、自治体のカスタマイズ要望と想定され
ますので、機能要件への追加は行わない想定です。
また、収入充当について被保護者に通知を行うにあたって
は、保護決定通知書に加えて、過払金収入充当通知書も活
用いただくことを想定しております。

反映しない 非論点

214

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.7. 保護開
始の要否判
定及び処分

保護決定処
理

18 0210105 ・公営住宅居住者の「開始・廃止」状況や家賃額の認定状況を一覧で確認できるこ
と。

◎ ○ ○

18 0210105 実装区分変更
他市町村（ I列③）もオプションでなく、必須でほし
い。

都営住宅のケース数も多く、管理共有にあると良いと考えられ
る。

実績なし 実装なし 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。 反映しない 非論点

389

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.8. 保護変
更

変更登録 71 0210158 過支給が発生した場合に、収入充当(次回支給月以後)、戻入、追給との調整、法80
条返還免除のいずれかを選択し、登録・修正・削除・照会できること。その場合、過支
給と追給分の調整は、過支給可支給が発生した月と異なる月との間で調整できない
ようにすること。
・現金の返納として処理した場合でも、決定前であれば収入充当予約に変更できるこ
と。
・収入充当は複数月での認定が可能で、充当回数、終了月の設定、端数は終了月
合算・分離・初回月合算の選択ができること。
・基準額の過払及び一時扶助は相互に収入充当（相殺）が可能であること。

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更

71 0210158 機能追加 ・次回支給月以降に収入充当する場合には、収入
充当する月の保護変更決定通知書の印刷ができ
ること。
・次回支給月以降に収入充当する場合には、保護
変更決定通知書に自動的に〇月の扶助費支給額
の変更決定を行えば生じる返納額を収入充当する
旨の文言が入ること。
・収入充当する場合には、収入があった月の保護
変更決定通知書の印刷をしない設定ができること。

局長通知第１０－２の（８）によれば、「当該事由に基づき扶助
費支給額の変更決定を行えば生ずることとなる返納額（略）
を、次回支給月以後の収入充当額として計上して差しつかえな
いこと。」「最低生活費又は収入充当額の認定変更に基づく扶
助費支給額の遡及変更処分を行うことなく、前記取扱いの趣
意を明示した通知を発して、次回支給月以後の扶助費支給額
決定処分を行えば足りるものであること。」と記載有。収入充当
する場合は、法的には実際に収入があった月の遡及保護変更
はされておらず、収入充当する月のみ変更処理されていること
になる。
一方、システム入力的には実際収入があった月の変更画面か
ら収入を入力し、収入充当する月を入力するシステムが多いと
思われ、システム運用と実際の運用に差がある事から保護変
更決定通知書もこれに合わせて自動的に印刷する・しないの
判断をできるようにしてほしい。

実績なし 実装なし 局長通知第１０－２の（８）

検討対象

記載頂いた意見から、収入充当が生じた場合に、収入充当
が予定されている月の保護決定通知書が自動で出力される
機能を要望しているものと想定しました。
自動での出力機能は、自治体のカスタマイズ要望と想定され
ますので、機能要件への追加は行わない想定です。
また、収入充当について被保護者に通知を行うにあたって
は、保護決定通知書に加えて、過払金収入充当通知書も活
用いただくことを想定しております。

反映しない 非論点

389

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.8. 保護変
更

変更登録 71 0210158 過支給が発生した場合に、収入充当(次回支給月以後)、戻入、追給との調整、法80
条返還免除のいずれかを選択し、登録・修正・削除・照会できること。その場合、過支
給と追給分の調整は、過支給可支給が発生した月と異なる月との間で調整できない
ようにすること。
・現金の返納として処理した場合でも、決定前であれば収入充当予約に変更できるこ
と。
・収入充当は複数月での認定が可能で、充当回数、終了月の設定、端数は終了月
合算・分離・初回月合算の選択ができること。
・基準額の過払及び一時扶助は相互に収入充当（相殺）が可能であること。

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更

71 210158 機能追加 単身で生活保護を受けた者が亡くなり、亡くなった
翌月以降の保護費が口座で支給され、過払いが発
生した場合、159条戻入は亡くなった世帯主にする
ことはできず、法定相続人が決まった場合において
はその相続人に対して、159条戻入を行う必要があ
る。
そのため、死亡廃止時においては保留が選べるよ
うにできるようにしていただき、なおかつシステムで
管理ができるようにしてほしい。
なお、死亡発見が遅れた場合は何カ月も振り込ん
でしまう場合も考えられます。

現在の仕様においては、単身で生活保護を受けた者が亡く
なったケースにおいて翌月の保護費がすでに振り込まれた場
合は運用に疑義が生じてしまうため

死亡廃止時においては亡くなった翌月以降に過払
いが生じている場合は、保留が選べるようにするこ
と

実績なし なし 民法703条 不当利得

検討対象

ご意見を拝見しましたが、具体的にどのような機能要件を求
めているのかが把握できませんでした。
定例払いの保留に関する機能は既にあるため、意見につい
ては対応済みという認識です。

反映しない 非論点

389

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.8. 保護変
更

変更登録 71 0210158 過支給が発生した場合に、収入充当(次回支給月以後)、戻入、追給との調整、法80
条返還免除のいずれかを選択し、登録・修正・削除・照会できること。その場合、過支
給と追給分の調整は、過支給可支給が発生した月と異なる月との間で調整できない
ようにすること。
・現金の返納として処理した場合でも、決定前であれば収入充当予約に変更できるこ
と。
・収入充当は複数月での認定が可能で、充当回数、終了月の設定、端数は終了月
合算・分離・初回月合算の選択ができること。
・基準額の過払及び一時扶助は相互に収入充当（相殺）が可能であること。

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更

71 0210158 機能修正 これまで通り処理項目に①遺留金に含める ②何
もしない ③事務所内精算 ④返納してくださいは
温存して欲しい

居宅基準とした月が入院基準となった場合、当該月での過払
いと退院後の相殺をおこなうため一旦入院基準に変更したこと
による過支給分を次月以降に充当処理せず当該月に収入充
当し相殺処理が通例となるため。

①遺留金に含める ②何もしない ③事務所内精算
④返納してください

実績なし 実績なし

検討対象
意見欄に記載された内容について、対象の機能要件や帳票
要件が把握できないため、意見内容について追加要否が判
断が出来ません。

反映しない 非論点

452

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.9. 進学・就
職準備給付
金

進学・就職
準備給付金
の申請登録

2 0211732 以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・世帯主
・対象者情報（氏名、住所等）
・振込先（金融機関名）
・振込先（支店名）
・振込先（預金種類）
・振込先（口座番号）
・振込先（口座名義人）
・支給有無
・支払方法（窓口払、口座払）
・支給額
・決定（起案）日
・申請日
・通知日
・遅延理由
・支給日

◎ ◎ ○ 【2.0版】
・機能要件を変更

【2.1版】
・機能要件を変更

2 0211732 実装区分変更
「③ 団体内で一つの福祉事務所を設置（例：②以
外の市区町村）」についても、実装必須区分とすべ
き。

進学・就職準備給付金の申請登録として、以下は全自治体種
別とも実装必須である。
・機能名称枝番：1、機能ID：0211821

整合を保つべきであるし、申請登録内容として必須であると考
えるため。

「③ 団体内で一つの福祉事務所を設置（例：②以
外の市区町村）」についても、実装必須区分とすべ
き。

実績あり（第1回、第2
回、第3回、第4回）

実装あり 検討対象
ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

453

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.9. 進学・就
職準備給付
金

進学・就職
準備給付金
の決定登録

1 0211822 進学・就職準備給付金の決定情報を登録・修正・削除・照会できること。 ◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更

1 0211822

機能追加
算定率等が改定された場合はシステム改修するこ
となく、数値等を入れることによって改定対応が容
易にできるような仕組みにしていただきたいです。

今年度算定率等が変わっていますが、今後も利率が変わる可
能性があるため、その度に保守工数等含め、費用がかかるの
は大きな手間となるため

自動計算に必要な算定率等を改定する際に各自治
体で変更できるようにすること

実績なし 実装なし なし 検討対象

費用は発生しますが、事業者のシステム改修によって確実
に算定利率等の改定に対応することが望ましいと想定してお
ります。
また、機能要件の追加にあたって、記載頂いた運用について
は、自治体の独自運用とも想定されるため、機能要件の追
加は行わない想定です。

反映しない 非論点

【凡例】 ◎：実装必須機
能 ○：標準オプション機

能



455

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.9. 進学・就
職準備給付
金

進学・就職
準備給付金
決定調書情
報の確認

1 0211823 進学・就職準備給付金決定調書情報をシステム上の画面で確認できること。 ◎ ◎ ◎ 内部帳票はシステム上の画面での
確認という手法を想定している。

【2.1版】
・機能要件を変更

1 0211823 その他

内部帳票はシステム上の画面で確認する手法を想
定しているが、「決裁欄を設けない。」「調書の出力
はできない。」と考えてよいのか。また、社援発0424
第12号令和6年4月24日付、生活保護法施行細則
準則についての一部改正について（通知）様式31
号に規定する「進学・就職準備給付金決定調書」
は、今後、準則から様式削除するのか、内部帳票
の確認手法の取扱いにより準則を改定する時期を
示していただきたい。

内部帳票はシステム上の画面で確認する手法を想定している
が、生活保護法第55条の5進学・就職準備給付金の支給の決
定に係る調書は、この手法により決裁情報を電磁的記録により
保存されるため、申請者から決裁情報についての開示請求が
なされた場合は、他の電磁的記録と混在して保存され開示でき
ないものとして非開示決定を行うことになる。よって、国の仕様
変更により開示できなくなった根拠として法令または処理基準
としての国の通知に仕様変更を明記していただき審査請求及
び訴訟に対応できるようにしたい。

決裁欄を設けた「進学・就職準備給付金決定調書」
が出力できること、または、決裁欄を設けた「進学・
就職準備給付金決定調書情報」が出力できること

実績なし 実装あり
生活保護法第55条の5
生活保護法施行規則準則

検討対象

・標準仕様書においてレイアウトを定義しないということをもっ
て、生活保護法施行細則準則から様式を削除するということ
はありません。
・決裁情報が他の電磁的記録と混在し、保管されることは想
定しておりません。自治体において、適切に管理頂くことを想
定しております。

反映しない 非論点

456

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.9. 進学・就
職準備給付
金

進学・就職
準備給付金
決定調書情
報の確認

2 0210195 以下の情報について一覧で確認できること
・給付金対象者
・未決裁情報
・決裁済情報
・給付金額
・転居有無

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更

2 0210195 機能追加
給付が進学なのか就職なのか判別できる必要があ
ると考えるため。

給付が進学なのか就職なのか判別できる必要があると考える
ため。

以下の情報について一覧で確認できること
・給付金対象者
・未決裁情報
・決裁済情報
・給付金額
・転居有無
・進学または就職準備給付金

実績あり（第1回、第2
回、第3回、第4回）

実装なし 検討対象 ご意見を踏まえて、機能要件を修正します。

以下の情報について一覧で確認できること
・給付金対象者
・未決裁情報
・決裁済情報
・給付金額
・転居有無
・進学または就職準備給付金

反映済み 非論点

457

1. 生活保護
申請・決定
（変更等含
む）

1.9. 進学・就
職準備給付
金

進学・就職
準備給付金
決定調書情
報の確認

3 0211733 ・通知した対象者のケース番号、世帯主氏名、世帯員氏名、住所、発行年月日、文
書番号

◎ ◎ ○ 【2.0版】
・機能要件を変更

【2.1版】
・機能要件を変更

3 0211733 誤記・整合性
世帯員氏名とは、対象世帯の世帯員全員が表示さ
れるのか。（申請者のみの氏名が表示することがで
きるのか。）

機能要件から読み取りできなかったため。
「申請者」や「対象世帯員」とすべきではないか。

実績なし 実装あり 検討対象
ご意見のとおり、給付を受ける対象世帯員も併せて確認でき
るように機能要件を変更します。

・通知した対象者のケース番号、世帯主氏名、世帯員氏名（給
付を受ける世帯員）、住所、発行年月日、文書番号

反映する 非論点

594

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

要否意見書
作成

6 0211738 また、作成のタイミングについては要否意見書の種別ごとにパラメタ等で設定できる
こと。

◎ ○ ○

6 0211738 実装区分変更
実装区分②・③を〇（オプション）から◎（必須）へ
変更する。

業務の性質上、実装区分①と②・③に区別はないため。 無 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

596

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

要否意見書
作成

8 0211831 送付書を以下の各条件で作成できること。
・医療券のみの送付書
・医療要否意見書のみの送付書
・医療券と医療要否意見書の送付書

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更
・機能要件の記載と帳票一覧の整合
性が取れていないため、文言を削除
とする

8 211831 その他

「医療券と医療要否意見書の送付書」が削除され
ましたが、「医療要否意見書のみの送付書」が帳票
一覧に存在しません。以前、PMOツールで質問をさ
せていただいたところ、以下の回答をいただいてい
ます。
【回答内容】
①医療要否意見書等送付書は今後帳票要件でレ
イアウトを定義することは想定しておりません。 ②
ご認識の通り、「No.90：生活保護法給付券要否意
見書送付書」が相当するという認識で相違ありませ
ん。 ③また、帳票詳細要件のシステム印字項目
No.17「券種」には、該当の要否意見書を判断でき
る名称を印字することで問題ない想定です。 （ご質
問いただいた、帳票「生活保護法給付券要否意見
書送付書」は帳票No.90でしたので、帳票No90を前
提にして、システム印字項目に関して回答しており
ます。念のため、「No.91：生活保護法給付券要否
意見書受領書」についても確認しましたが、No.91
の帳票のシステム印字項目のNo.11「券種」につい
ても、No.90の帳票のシステム印字項目「券種」と同
様の想定です。）

帳票№90（帳票ID：0210064）の「生活保護法給付券要否意見
書送付書」は帳票タイトル、及び帳票レイアウト上にも記載され
ている通り、給付要否意見書の送付状であり、医療要否意見
書の送付状ではありません。

「No.90：生活保護法給付券要否意見書送付書」が
相当するという認識であれば、帳票№90（帳票ID：
0210064）の「生活保護法給付券要否意見書送付
書」のレイアウト（特に帳票タイトル）をどちらでも使
用できるように修正していただきたい。

実績なし 実装あり 検討対象

ご意見のとおり、「No.90：生活保護法給付券要否意見書送
付書」帳票の名称を医療要否意見書、給付要否意見書のい
ずれの送付書としても活用できるように変更することを検討
します。

修正内容については、帳票要件をご確認ください。 反映する 非論点

596

6. 返還金・
債権管理

6.3. 収納 収納消込 12 0211831 納付方法においては、コンビニ収納に対応すること。 ○ ◎ ○ インターフェースについては、データ
要件・連携要件で定めずに、収納代
行業者のフォーマットの項目に準拠
することとする。

【2.1版】
・要件の考え方・理由を追加 12 211831 誤記・整合性

機能IDが重複している。他の重複も確認をお願いし
ます。

重複している機能
→ 3.1. 医療券・調剤券の交付 ＞ 要否意見書作成 ＞ 機

能名称枝番：8
実績なし 実装なし 検討対象

ご意見のとおり、機能要件の機能IDについて重複を確認し、
修正します。

修正内容については、改版後の機能要件をご確認ください。 反映する 非論点

596

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

要否意見書
作成

8 0211831 送付書を以下の各条件で作成できること。
・医療券のみの送付書
・医療要否意見書のみの送付書
・医療券と医療要否意見書の送付書

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更
・機能要件の記載と帳票一覧の整合
性が取れていないため、文言を削除
とする

8 0211831 誤記・整合性 削除箇所が他の機能要件と整合が取れていない。

大項目：3. 医療扶助
中項目：3.1. 医療券・調剤券の交付
機能名称：給付券作成
新機能名称枝番：20
旧機能ID：0210331

送付書を以下の各条件で作成できること。
・医療券のみの送付書
・医療要否意見書のみの送付書
・医療券と医療要否意見書の送付書

これは、削除箇所と矛盾するため「作成する」ことにて統一すべ
きである。

送付書を以下の各条件で作成できること。
・医療券のみの送付書
・医療要否意見書のみの送付書
・医療券と医療要否意見書の送付書

実績あり（第1回、第2
回、第3回、第4回）

実装なし 検討対象

ご意見ありがとうございます。
医療券と医療要否意見書の送付書については、「医療券の
み送付書」、「医療要否意見書のみの送付書」がある関係か
ら、「医療券と医療要否意見書の送付書」は不要な帳票と判
断し、削除する想定です。
ご意見に記載頂いた、機能ID：0210331の記載についても削
除する想定です。
また、医療要否意見書の送付書については、「No.90：生活保
護法給付券要否意見書送付書」のタイトルを変更し、医療要
否意見書の送付書および給付要否意見書の送付書のいず
れにも活用可能なようにする想定です。

修正内容については、帳票要件をご確認ください。 反映する 非論点

596

6. 返還金・
債権管理

6.3. 収納 収納消込 12 0211831 納付方法においては、コンビニ収納に対応すること。 ○ ◎ ○ インターフェースについては、データ
要件・連携要件で定めずに、収納代
行業者のフォーマットの項目に準拠
することとする。

【2.1版】
・要件の考え方・理由を追加

12 0211831 その他
インターフェースについては、データ要件・連携要
件にて「収納代行業者のフォーマットの項目に準拠
することとする」と定め、ここに準用すべきである。

本件は生活保護業務独自の要件ではないため。
インターフェースについては、データ要件・連携要件
にて「収納代行業者のフォーマットの項目に準拠す
ることとする」と定める。

実績あり（第1回、第2
回、第3回、第4回）

実装なし システム共通機能群であると考えるため。 検討対象

機能要件の要件の考え方の記載は、現在記載している内容
のままとする想定です。
データ・要件連携はデジタル庁所管となりますが、各標準準
拠システムを構築するシステム事業者ごとに対応できる収納
代行事業者が異なると想定されるため、データ・要件連携に
おいて、収納代行事業者とのインターフェースを定義すること
は難しいものと想定しております。

反映しない 非論点

596
6. 返還金・
債権管理

6.3. 収納 収納消込 12 0211831 納付方法においては、コンビニ収納に対応すること。 ○ ◎ ○

インターフェースについては、データ
要件・連携要件で定めずに、収納代
行業者のフォーマットの項目に準拠
することとする。

【2.1版】
・要件の考え方・理由を追加

12 0211831 実装区分変更
「収納代行業者のフォーマットの項目に準拠するこ
ととする。」と記載するのであれば、「必須機能」で
はなく、「オプション機能」としていただきたい。

「収納代行業者のフォーマットの項目に準拠することと」となる
と、代行業者独自のインタフェースに合わせての対応が必要と
なるため、全ての収納代行業者の仕様に合わせての対応が難
しいと思われます。
そのため、ベンダー側に対応できる収納代行業者の選択がで
きるのであれば、オプション機能として条件付与して
自治体様にご提案できればと思います。

実装類型の見直しのため、特に記載なし。 実績なし 実装なし 特になし 検討対象

ご意見から全ての収納代行事業者のフォーマットに対応した
システムを開発することは、困難であることを認識しました。
一方で、当該機能要件は、政令指定都市要件として追加さ
れたものになり、実装区分の変更が難しいものと認識してお
ります。
また、日本代理収納サービス協会において標準的なガイドラ
インが決められていることを踏まえて、機能要件の要件の考
え方に、日本代理収納サービス協会が定めている「GS1-128
シンボルによる標準料金代理収納ガイドライン」に準拠する
旨を、要件の考え方に追記します。

要件の考え方に以下を追記します。
「日本代理収納サービス協会が定める「GS1-128 シンボルに
よる標準料金代理収納ガイドライン」に基づくものとする。 （上
記ガイドライン以外の事業者独自フォーマットへの対応可否
は、収納代行事業者とシステム開発事業者との協議により決
定することを想定している。）」

反映する 論点

596

6. 返還金・
債権管理

6.3. 収納 収納消込 12 0211831 納付方法においては、コンビニ収納に対応すること。 ○ ◎ ○ インターフェースについては、データ
要件・連携要件で定めずに、収納代
行業者のフォーマットの項目に準拠
することとする。

【2.1版】
・要件の考え方・理由を追加

12 0211831 実装区分変更 全ての自治体で実装必須機能にしてほしい。
今後DXを進めていく上で収納データの自動反映は必要である
ため。

実績なし 実装なし 検討対象
ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

596

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

要否意見書
作成

8 0211831 送付書を以下の各条件で作成できること。
・医療券のみの送付書
・医療要否意見書のみの送付書
・医療券と医療要否意見書の送付書

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更
・機能要件の記載と帳票一覧の整合
性が取れていないため、文言を削除
とする

8 0211831 機能修正

意見書の送付書と医療券の送付書それぞれ明細
一覧が記載された送付書だけではなく、1医療機関
に送付する内容と枚数（医療要否意見書が何枚、
精神疾患入院要否意見書が何枚、訪問看護要否
意見書（保護変更申請書（傷病届）様式第17号）が
何枚、医療券が何枚と送付物の枚数をカウントした
もの）が明記された送付状を印刷できるようにして
いただきたい。

一括出力する場合、医療機関の宛名（〒のバーコード表示含
む）と何の種類の要否意見書を何枚送付するのか集計数が記
載されている送付状がなければ、１医療機関に対して各種要
否意見書と医療券を同封する際、帳票ごとのカウントで封入物
の確認ができず誤発送に繋がる。また、意見書と医療券それ
ぞれの送付書を作成することで、今まで１医療機関1枚の送付
状で済んでいたものが少なくとも2枚以上の送付書となり明細
一覧の送付書ではさらに枚数がかさむことから郵便代が増え
ることによる郵送費が簡単には捻出できない。送付書が法令
等で定められているものでなく、実装されているベンダーが現
にあることから、送付書と送付状を作成できるようにしていただ
きたい。

送付書を以下の各条件で作成できること。
・医療券のみの送付書
・医療要否意見書のみの送付書
・医療券と医療要否意見書の送付状（新規帳票を
作成する）

実績あり（第1回） 実装あり

送付書及び送付状に関しては一切法令根拠なく、現在
標準化様式とされている送付書についてもベンダー等
が作成したものである。このため、標準化によって今ま
で効率化されていたものができなくなり、郵送代の捻
出を法令根拠がない内容に対して財政担当課に求め
ることはできない。実装されているベンダーが現にある
ことから、送付書（明細一覧）と送付状（カウントされた
枚数のみ記載）を標準化として採用すべきと考える。

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイア
ウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが
重要ですので、2.1版の改版ではなく、次版以降の改定にお
いて、帳票の追加の必要性も含めて検討会で議論を行う想
定です。

反映しない 非論点

596

6. 返還金・
債権管理

6.3. 収納 収納消込 12 0211831 納付方法においては、コンビニ収納に対応すること。 ○ ◎ ○ インターフェースについては、データ
要件・連携要件で定めずに、収納代
行業者のフォーマットの項目に準拠
することとする。

【2.1版】
・要件の考え方・理由を追加

12 0211831 その他

コンビニ収納代行に関して、収納代行業者により
データのレイアウトが異なる場合には各自治体様
ごと・収納代行業者ごとのカスタマイズでの対応に
なる、ということでよろしいでしょうか。

コンビニ収納に関する仕様が標準化ではなくなるため。 - 実績なし 実装なし - 検討対象

ご意見から全ての収納代行事業者のフォーマットに対応した
システムを開発することは、困難であることを認識しました。
一方で、当該機能要件は、政令指定都市要件として追加さ
れたものになり、実装区分の変更が難しいものと認識してお
ります。
また、日本代理収納サービス協会において標準的なガイドラ
インが決められていることを踏まえて、機能要件の要件の考
え方に、日本代理収納サービス協会が定めている「GS1-128
シンボルによる標準料金代理収納ガイドライン」に準拠する
旨を、要件の考え方に追記します。

要件の考え方に以下を追記します。
「日本代理収納サービス協会が定める「GS1-128 シンボルに
よる標準料金代理収納ガイドライン」に基づくものとする。 （上
記ガイドライン以外の事業者独自フォーマットへの対応可否
は、収納代行事業者とシステム開発事業者との協議により決
定することを想定している。）」

反映する 論点

597

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

要否意見書
作成

9 0211832 以下の情報について一覧で確認できること。
・要否意見書作成対象者
・要否意見書作成状況（新規・継続・精神疾患・訪問診療・訪問看護・訪問リハビリ・
結核）
・要否意見書回収・未回収状況
・要否意見書は発行しているが、医療券は未作成となっている対象者
・病院の医療機関コード（都道府県コード+点数表コード含む）
・意見書の種別（医療要否意見書か給付要否意見書か）
・新規継続区分（生活保護新規・生活保護継続）
・病種（精神病か一般病か歯科か）※医科か歯科かは点数表コードで判断できれば
良い。
・種類（外来か入院か訪問診療か訪問看護か訪問リハビリか）
・発行日
・承認期間（始期・終期）
・医療の要否（要、否）※複数のパラメーター管理ができれば良い。

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更
・生活保護上の取り扱いの記載や保
護の実施要領、医療扶助の運営要
領と、機能要件に相違があるため、
文言を削除とする

9 0211832 機能追加 病種に結核を追加する。

医療扶助における長期入院患者の実態把握についての厚労
省保護課長通知6（2）により、毎年4月末までに厚労省へ報告
する際、その他疾病、精神疾患に合わせて結核の数も集計す
る必要があります。医療扶助による長期外来患者の実態把握
についての厚労省保護課長通知5（2）により、別途依頼があっ
た場合にその他疾病、精神疾患に合わせて結核の数も集計す
る必要があります。このため、その他疾患は一般病として、精
神疾患は精神病として管理するのであれば、結核についても
結核と管理項目を追加いただきたい。システムに追加しないの
であれば、各2種の通知から結核を集計することを省いた通知
へご修正いただきたい。

・病種（精神病か結核か一般病か歯科か）※医科か
歯科かは点数表コードで判断できれば良い。

実績なし 実装あり

医療扶助にお県長期入院患者の実態把握について
（昭和45年4月1日社保第72号）、医療扶助による長期
外来患者の実態把握について（昭和46年4月1日社援
保第59号）

検討対象 ご意見のとおり、機能要件を修正いたします。
・病種（精神病か結核か一般病か歯科か）※医科か歯科かは
点数表コードで判断できれば良い。

反映する 非論点

598

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

要否意見書
作成

10 0211739 以下の情報について一覧で確認できること。
・送付日

◎ ○ ○ 【2.0版】
・機能要件を変更 10 0211739 実装区分変更

実装区分②・③を〇（オプション）から◎（必須）へ
変更する。

業務の性質上、実装区分①と②・③に区別はないため。 無 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点



601

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

要否意見書
回答登録

1 0210304 医療要否意見書等の回答を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・承認期間（始期・終期）
・回答状況区分（未回収・継続・受理・開始・転帰・未使用）
・継続期間
・傷病名(レセプト疾患コード別選択)
・転帰日
・転帰区分（返券、治癒、中止、死亡、廃止、入院に変更、外来に変更、転院、退院廃
止、退院他、継続、未回収）
・転帰決裁日
・医療機関回答日
・福祉事務所受領日
・医療要否（未承認の医療要否意見書と同意で要か否か破棄か）
・認定区分（承認・未承認）
・券種
・医療機関（薬局情報、医療機関コード含む）
・関係医療機関（訪問看護事業者（訪問看護必要時）、処方箋発行医療機関（調剤券
発行時）、医療機関コード含む）
・病種（精神病、一般病、歯科）
・種類（外来、入院、訪問看護、訪問リハビリ、訪問診療）
・単併別
・入院理由（入外を入としたときのみ）
・診療開始日
・診療終了日

◎ ◎ ◎

1 0210304 誤記・整合性
ID:0211832において、訪問リハビリ、訪問診療の文
言は削除されていますが、こちらは削除しなくても
問題ないでしょうか。

整合性の確認です。 実績なし 検討対象
ご意見を踏まえて、当該機能要件についても削除を検討い
たします。

反映する 非論点

603

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

要否意見書
回答登録

3 0211804 ・意見書に印字した二次元コードまたはバーコードによる、意見書承認、意見書不承
認、意見書却下の意見書受理登録ができること。

○ ◎ ○ 【2.0版】
・機能要件を変更 3 0211804 実装区分変更

実装区分①・③を〇（オプション）から◎（必須）へ
変更する。

業務の性質上、実装区分②と①・③に区別はないため。 無 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

606

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

本人支払
額・他法情
報の登録

2 0210307 以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・他法情報（年金、国保、健康保険、各種手当、共済、雇用保険、自立支援医療、特
定医療、感染症法、原爆医療）
・本人支払額
・本人支払額発生月
・本人支払額の金額
・本人支払額の支払先（医療機関・介護機関）

◎ ◎ ◎

2 210307 機能修正 他法情報に社保、結核医療も必要ではないか。
他法情報の（）内が～等という表記ではなかったので記載され
ていない社保と結核医療も必要ではないかと思い文言の追加
を提案いたします。

実績なし 実装あり 検討対象
ご意見のとおり、「社保」、「結核」の区分の追加を検討しま
す。

以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・他法情報（年金、国保、健康保険、社保、各種手当、共済、
雇用保険、自立支援医療、特定医療、感染症法、原爆医療、
結核）
・本人支払額
・本人支払額発生月
・本人支払額の金額
・本人支払額の支払先（医療機関・介護機関）

反映する 非論点

606

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

本人支払
額・他法情
報の登録

2 0210307 以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・他法情報（年金、国保、健康保険、各種手当、共済、雇用保険、自立支援医療、特
定医療、感染症法、原爆医療）
・本人支払額
・本人支払額発生月
・本人支払額の金額
・本人支払額の支払先（医療機関・介護機関）

◎ ◎ ◎

2 0210307 誤記・整合性 他法情報の「国保」は必要でしょうか。
被保護者は国保の被保険者になることはないと思いますの
で、他法として国保を登録することはないように思います。

実績なし 検討対象
ご意見を踏まえて、機能要件の他法情報の管理項目につい
て見直しを行います。

以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・他法情報（年金、国保、健康保険、社保、各種手当、共済、
雇用保険、自立支援医療、特定医療、感染症法、原爆医療、
結核）
・本人支払額
・本人支払額発生月
・本人支払額の金額
・本人支払額の支払先（医療機関・介護機関）

反映する 非論点

612

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

給付券作成 1 0210313 以下の帳票を作成できること。
・生活保護法医療券・調剤券
・医療券送付書
・医療券受領書
・訪問看護に係る利用料請求書
・医療券連名簿（連名医療券）
・調剤券連名簿（連名調剤券）
・医療券転帰通知書（兼受領書）
・調剤券転帰通知書（兼受領書）
・調剤券送付書
・調剤券受領書

◎ ◎ ◎

1 210313 機能追加
欄外（上部）に窓開き封筒用の住所・医療機関名な
ど送付先の印字を追加したい

現在も窓開き封筒を使用しており、ラベルシール作成には経費
と手間がかかるため

実績なし 実装あり 検討対象
ご意見について把握しました。
医療券等については、送付書をレイアウトとして定義しており
ますので、そちらをご利用いただくことを想定しております。

反映しない 非論点

617

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

給付券作成 6 0210318 廃止・停止ケースについて、保護受給期間内の医療券・調剤券の作成ができること。 ◎ ◎ ◎

6 210318 誤記・整合性
機能名称枝番3機能ID0210356と同じ内容ではない
か。

機能ID0210320「廃止・停止ケースについて、保護受給期間内
の医療券・調剤券の作成ができること」、昨日ID0210356「廃止・
停止ケースの保護受給期間内の医療券、調剤券の作成ができ
ること」はどちらも同じ内容の文言であるように思うため片方は
削除したほうが用意のではないか。

どちらかの機能要件を削除する。 実績なし 実装あり 検討対象
ご意見について、対象の機能要件を必要とする自治体もい
ることが想定されるため、機能要件の削除は行わない想定
です。

反映しない 非論点

630

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

給付券作成 19 0210330 以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示できること。
・有効期間が過ぎていて廃止されていない医療券・調剤券が存在する場合
・既に入院の医療扶助が登録されている世帯員に対し、新たに「入院」「入院外」「施
術」「歯科」「訪問看護」の医療扶助を登録しようとした場合
・医療扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力された場合
・医療券・調剤券即時発券時に生活保護の受給期間外の医療券を発券しようとした
場合
・既に医療扶助が登録されている世帯員に対し、新たに同一内容の医療扶助を登録
しようとした場合

◎ ◎ ◎

19 0210330 機能追加
介護券が発行されている被保護者に入院医療券を
設定しようとした場合、も確認メッセージを表示する
機能を追加するのはいかがでしょうか。

入力画面が異なるため、気が付けるように確認メッセージがで
ると使いやすいように思いました。
定期監査においても確認されています。

実績なし 実装あり 検討対象
ご意見について把握いたしましたが、特定の自治体における
利便性のための機能と認識いたしましたので、次版において
改定は行わない想定です。

反映しない 非論点

632

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

給付券作成 21 0210332 医療券・調剤券の作成状況について返戻、再発行、無効、取消の処理、管理ができ
ること。

◎ ◎ ◎

21 210332 機能追加

医療券・調剤券の一括作成状況の取消の処理もこ
の要件に含まれているか。含まれていないのであ
れば機能の追加が必要ではないか。

医療券・調剤券の一括作成状況の取消の処理もこの要件に含
まれているか。含まれていないのであれば機能の追加が必要
ではないか。

実績なし 実装あり 検討対象

医療券を一括で作成し出力した場合に、取消を行う必要が
生じた場合は。個別の医療券を取消処理するものと想定して
おります。
一括作成した医療券を、まとめて取消処理する機能は、特定
自治体における便利機能と想定しておりますので、機能要件
の追加は行わない想定です。

反映しない 非論点

653

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

給付券作成 41 0211486 地区担当員入力分を医療担当者が出力できること。 ◎ ◎ ○ 【2.0版】にて、機能ID：0210352から機
能ID：0211486に分割 41 0211486 実装区分変更

実装区分③を〇（オプション）から◎（必須）へ変更
する。

業務の性質上、実装区分①・②と③に区別はないため。 無 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

654

3. 医療扶助 3.1. 医療券・
調剤券の交
付

給付券作成 42 0211487 出力した医療担当者の名称を印字しない設定ができること。 ◎ ◎ ○ 【2.0版】にて、機能ID：0210352から機
能ID：0211487に分割

42 0211487 実装区分変更
実装区分③を〇（オプション）から◎（必須）へ変更
する。

業務の性質上、実装区分①・②と③に区別はないため。 有 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

689

3. 医療扶助 3.2. 治療材
料券の交付

給付券作成 6 0210383 給付券について、業者への支払までの進捗管理が行えること。
【管理項目】
・回答日
・支給日
・治療材料券の種類
・金額
・取扱業者

◎ ◎ ◎

6 0210383 機能追加
支払日に関しては、支払予定日として未来日の登
録を可能とするよう仕様書に明記していただけない
でしょうか。

支払処理の際に、システムから情報を抽出して事務を行ってい
ます。抽出した情報をもとに、支払処理を行いますが、その時
点では支払予定日を登録しています。標準化以後は、標準仕
様書に記載がないため、支払日として未来日を登録することが
できなくなり、過去の支払済日しか登録ができないとベンダー
から言われています。
標準化によって支払完了までシステムへの入力を保留にして
おき、支払完了後にシステムへの入力を行うという手間が追加
で発生してしまうことになるため、機能の追加をお願いしたいで
す。

給付券について、業者への支払までの進捗管理が
行えること。
【管理項目】
・回答日
・支給日（支給予定日も含む）
・治療材料券の種類
・金額
・取扱業者

実績なし 実装あり 検討対象 ご意見について、機能要件の修正を検討します。

給付券について、業者への支払までの進捗管理が行えるこ
と。
【管理項目】
・回答日
・支給日（支給予定日も含む）
・治療材料券の種類
・金額
・取扱業者

反映する 非論点

691

3. 医療扶助 3.2. 治療材
料券の交付

給付券作成 8 0211711 給付券について、以下の項目の管理ができること。
【管理項目】
・傷病名
・他法情報
・送付日
・給付種別（貸与、購入、修理）
・給付方法（現物、金銭）
・貸与年月
・修理方法

◎ ○ ○ 【2.0版】
・機能要件を変更

8 0211711 実装区分変更
実装区分②・③を〇（オプション）から◎（必須）へ
変更する。

業務の性質上、実装区分①と②・③に区別はないため。

【管理項目】
・他法情報
・送付日
・給付種別（貸与、購
入、修理）

のみ有

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

700

3. 医療扶助 3.3. 施術券
の交付

要否意見書
作成

3 0210392 送付書を以下の各条件で作成できること。
・施術券のみの送付書
・給付要否意見書のみの送付書
・施術券と給付要否意見書の送付書

◎ ◎ ◎

3 0210392 誤記・整合性

ID:0210403において、意見書の回答登録がされて
いない場合は給付券を発行しないよう制御できるこ
ととありますが、施術券と意見書を同時に送付する
ことはありますでしょうか。

整合性の確認です。 実績なし 検討対象
自治体によっては、意見欄に記載された運用を行っているこ
とも想定しております。

反映しない 非論点

716

3. 医療扶助 3.3. 施術券
の交付

給付券作成 9 0211744 給付券について、業者への支払までの進捗管理が行えること。
【管理機能】
・送付日

◎ ○ ○ 【2.0版】
・機能要件を変更

9 0211744 実装区分変更
実装区分②・③を〇（オプション）から◎（必須）へ
変更する。

業務の性質上、実装区分①と②・③に区別はないため。 有 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。 反映しない 非論点

764

3. 医療扶助 3.6. 指定医
療機関等の
指定

新規・廃止・
変更登録

1 0210448 以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・指定医療機関情報（名称+所在地+電話番号+ＦＡＸ番号）
・医療機関コード（都道府県コード+点数表コード）
・指定年月日
・廃止年月日
・変更年月日
・休止年月日
・再開年月日
・有効期限日
・指定取消年月日
・辞退年月日
・登録年月日
・更新年月日
・診療科目
・開設者
・開設者住所
・病床数
・備考
・振込先口座（取引銀行、取引支店、口座種別、口座番号、名義人（漢字・カナ））
・登録事由

◎ ◎ ○

機能追加
開設者氏名の入力可能な文字数を30文字程度に
増やせないか。

入力文字数が少なく、株式会社を株）、代表取締役を代）等と
省略して入力している。通知書を開設者に送る際には手作業
で正式名称に書き換える手間が生じている。

検討対象

ご意見について、データ要件・連携要件における基本データ
リストに関する意見と認識いたしました。
地方公共団体基幹業務システム_基本データリスト（生活保
護）【第3.0版】において、「開設者_氏名」などのデータ項目は
桁数が50、もしくは100に設定されております。
意見については、既に基本データリストにおいて対応済みの
ものと判断し、変更は行わない想定です。

反映しない 非論点

771

3. 医療扶助 3.6. 指定医
療機関等の
指定

指定業務通
知書の作成

1 0210453 以下の帳票を作成できること。
・指定業務通知書

○ ○ ○

機能追加

指定業務通知書に生活保護法としか記載がない。
生活保護法及び中国残留邦人などの円滑な帰国
の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び
特定配偶者の自立の支援に関する法律に基づくと
いう記載が必要。

生活保護法と中国残留邦人などの円滑な帰国の促進並びに
永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援
に関する法律に基づく指定業務を行っているため。

中国残留邦人などの円滑な帰国の促進並びに永住帰
国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援
に関する法律第１４条第４項

検討対象

中国残留邦人支援給付に関する業務は、標準化の対象外
の業務となっております。
よって、機能要件の指定業務通知書は生活保護法に基づく
指定のみを想定しております。

反映しない 非論点

773

3. 医療扶助 3.6. 指定医
療機関等の
指定

指定業務通
知書の作成

3 0210455 指定した期間内に有効期限終期が含まれる医療機関の一覧を抽出できること。 ○ ○ ○

機能修正
指定した期間内に有効期限終期ではなく、有効期
限開始が含まれる医療機関の一覧を抽出できない
か

R5.7月より厚生局に保険医療機関の届け出時に生活保護の
指定医療機関に関する届出が同時にできるようになった。厚生
局より保健医療機関の更新案内通知を送る対象が「指定した
期間内に有効期限開始される医療機関」となっている。
現在生活保護指定医療機関案内通知として抽出される対象が
異なるため、手作業で厚生局の更新案内通知対象と合わせて
通知する手間が増えている。

令和5年6月30日付厚生労働省事務連絡 生活保護法
施行規則及び保険医療機関及び保険薬局の指定並
びに保険医及び保険薬剤師の登録に関する省令の一
部を改正する省令の施行に伴う事務の取扱いについ
て

検討対象 ご意見を踏まえて、機能要件の追加を検討します。

以下の機能要件を標準オプション機能としての追加を検討し
ます。
「指定した期間内に有効期限開始が含まれる医療機関の一覧
を抽出できること。」

反映する 非論点

医療要否意見書等の回答を登録・修正・削除・照会できるこ
と。
【管理項目】
・承認期間（始期・終期）
・回答状況区分（未回収・継続・受理・開始・転帰・未使用）
・継続期間
・傷病名(レセプト疾患コード別選択)
・転帰日
・転帰区分（返券、治癒、中止、死亡、廃止、入院に変更、外
来に変更、転院、退院廃止、退院他、継続、未回収）
・転帰決裁日
・医療機関回答日
・福祉事務所受領日
・医療要否（未承認の医療要否意見書と同意で要か否か破棄
か）
・認定区分（承認・未承認）
・券種
・医療機関（薬局情報、医療機関コード含む）
・関係医療機関（訪問看護事業者（訪問看護必要時）、処方箋
発行医療機関（調剤券発行時）、医療機関コード含む）
・病種（精神病、一般病、歯科）
・種類（外来、入院、訪問看護、訪問リハビリ、訪問診療）
・単併別
・入院理由（入外を入としたときのみ）
・診療開始日
・診療終了日



782

3. 医療扶助 3.7. 医療レ
セプト審査・
支払

レセプト管
理システム
で突合した
結果の取込

2 0210458 以下の情報について一覧で確認できること。
・診療報酬請求非該当
・医療券未発行請求
・医療単併エラー請求
・医療本人支払額エラー請求
・エラーリスト
・重複（二重）請求エラー
・医療機関コード非該当請求一覧
・医療受給者番号非該当請求一覧
・医療請求点数未入力一覧
・高額療養費疑義一覧
・食事療養費負担額疑義一覧
・自立支援医療（精神・更生通院医療）疑義一覧
・被保護者情報
・医療券情報
・指定難病疑義一覧

◎ ◎ ◎

2 210458 機能削除
「医療券」でなく「医療券、調剤券」又は「医療券等」
に修正するべきではないか。

調剤券に関する文言がないため「医療券」でなく「医療券、調剤
券」又は「医療券等」に修正するべきではないか。

実績なし 実装あり 検討対象
ご意見を踏まえて、「調剤券」についても一覧で情報が確認
できるように機能要件の記載の修正を検討いたします。

以下の情報について一覧で確認できること。
・診療報酬請求非該当
・医療券未発行請求
・医療単併エラー請求
・医療本人支払額エラー請求
・エラーリスト
・重複（二重）請求エラー
・医療機関コード非該当請求一覧
・医療受給者番号非該当請求一覧
・医療請求点数未入力一覧
・高額療養費疑義一覧
・食事療養費負担額疑義一覧
・自立支援医療（精神・更生通院医療）疑義一覧
・被保護者情報
・医療券情報
・調剤券情報
・指定難病疑義一覧

反映する 非論点

790

4. 介護扶助 4.1. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用）

介護要件の
登録

3 0211830 以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶助が登録されている
場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス指定を受けていない場
合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶助が登録されている
場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス指定を受けていない場
合

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更

3 0211830 機能削除

機能要件内の以下の記載が重複しているため、削
除すべきである。

・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の
日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業
者の介護扶助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用で
きないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法の
サービス指定を受けていない場合

機能要件内の記載が重複しているため、削除すべきである。

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッ
セージが表示されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日
付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業
者の介護扶助が登録されている場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用で
きないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法の
サービス指定を受けていない場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力
した場合

実績あり（第1回、第2
回、第3回、第4回）

実装なし 検討対象
ご意見について、同じ文言が重複しているため機能要件を修
正いたします。

以下のとおり機能要件を修正します。

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示
されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶
助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサー
ビスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶
助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサー
ビスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合

反映する 非論点

790

4. 介護扶助 4.1. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用）

介護要件の
登録

3 0211830 以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶助が登録されている
場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス指定を受けていない場
合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶助が登録されている
場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス指定を受けていない場
合

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更

3 0211830 その他

「支給限度額を超える場合」の削除を求める。

介護保険制度適用及び適用外のいずれにおいても、「支給限
度額を超えるか否か」をケアプランを目視で確認する運用が必
要ではないか。これは、機械的にサービス利用単位数を入力し
た場合において、「支給限度額を超えた」ときにメッセージが表
示されることを求める要件か。

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッ
セージが表示されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日
付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業
者の介護扶助が登録されている場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用で
きないサービスがあった場合
・被保護者が６５歳に到達しているにも関わらず、H
で始まる被保険者番号が設定されている場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力
した場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法の
サービス指定を受けていない場合

実績あり（第1回、第2
回、第3回、第4回）

実装なし 実務上、意味のない入力作業が増える。 検討対象
ご意見について、同じ文言が重複しているため機能要件を修
正いたします。

以下のとおり機能要件を修正します。

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示
されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶
助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサー
ビスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶
助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサー
ビスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合

反映する 非論点

790

4. 介護扶助 4.1. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用）

介護要件の
登録

3 0211830 以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶助が登録されている
場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス指定を受けていない場
合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶助が登録されている
場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス指定を受けていない場
合

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更

3 0211830 誤記・整合性

機能要件に記載の文言が重複しており、見え消し
になっている項目とそうでない項目があるが、その
意図は何かお示しいただきたい。
また、記載が正しい場合、見え消しとならない「・支
給限度額を超える場合」における支給限度額はど
のような限度額のことか具体的にお示しいただきた
い。

標準仕様書に記載があるか否か確認したいため。 重複部分の削除 実績なし 実装なし 検討対象
ご意見について、同じ文言が重複しているため機能要件を修
正いたします。

以下のとおり機能要件を修正します。

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示
されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶
助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサー
ビスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶
助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサー
ビスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合

反映する 非論点

790

4. 介護扶助 4.1. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用）

介護要件の
登録

3 0211830 以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶助が登録されている
場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス指定を受けていない場
合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶助が登録されている
場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス指定を受けていない場
合

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更

誤記・整合性 内容が重複しています。 検討対象
ご意見について、同じ文言が重複しているため機能要件を修
正いたします。

以下のとおり機能要件を修正します。

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示
されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶
助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサー
ビスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶
助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサー
ビスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合

反映する 非論点

790

4. 介護扶助 4.1. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用）

介護要件の
登録

3 0211830 以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶助が登録されている
場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス指定を受けていない場
合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶助が登録されている
場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス指定を受けていない場
合

◎ ◎ ◎ 【2.1版】
・機能要件を変更

3 0211830 機能削除

重複している上から・４件についてすべてを削除い
ただきたい。
下から3つ目・支給限度額を超える場合を削除いた
だきたい。

上から４つについては、以下と同じ内容が重複している。
支給限度額を超える場合は、介護要件の登録の際にシステム
入力では支給限度額を入力する管理項目がない（ケアマネ
ジャーが作成する毎月の利用票に記載されている）ため、シス
テムではチェックを行いようがない。利用票を確認時にチェック
するしかない。

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッ
セージが表示されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日
付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業
者の介護扶助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用で
きないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法の
サービス指定を受けていない場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力
した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日
付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業
者の介護扶助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用で
きないサービスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法の
サービス指定を受けていない場合

実績なし 実装あり 介護保険法と生活保護法 検討対象
ご意見について、同じ文言が重複しているため機能要件を修
正いたします。

以下のとおり機能要件を修正します。

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示
されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶
助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサー
ビスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護扶
助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できないサー
ビスがあった場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合

反映する 非論点

799

4. 介護扶助 4.1. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用）

本人支払
額・他法情
報の登録

2 0211100 以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・他法情報（年金、国保、健康保険、各種手当、共済、雇用保険、自立支援医療、特
定医療、感染症法、原爆医療）
・本人支払額
・本人支払額発生月
・本人支払額の金額
・本人支払額の支払先（医療機関・介護機関）

◎ ◎ ◎

2 0211100 誤記・整合性 他法情報の「国保」は必要でしょうか。
被保護者は国保の被保険者になることはないと思いますの
で、他法として国保を登録することはないように思います。

実績なし 検討対象
ご意見を踏まえて、機能要件の他法情報の管理項目につい
て見直しを行います。

以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・他法情報（年金、国保、健康保険、社保、各種手当、共済、
雇用保険、自立支援医療、特定医療、感染症法、原爆医療、
結核）
・本人支払額
・本人支払額発生月
・本人支払額の金額
・本人支払額の支払先（医療機関・介護機関）

反映する 非論点

以下の機能要件では、削除された「支給限度額を
超える場合」に確認メッセージが表示される定義と
なっている。
何の意味があるのか。

大項目：4. 介護扶助
中項目：4.2. 介護券の交付（介護保険制度適用外）
機能名称：介護要件の登録
新機能名称枝番：3
旧機能ID：0210502

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッ
セージが表示されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の
日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業
者の介護扶助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用で
きないサービスがあった場合
・被保護者が６５歳に到達しているにも関わらず、H
で始まる被保険者番号が設定されている場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力
した場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法の
サービス指定を受けていない場合



804

4. 介護扶助 4.1. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用）

介護券の作
成

1 0210470 以下の帳票を作成できること。
・生活保護法介護券
・介護券連名簿(連名介護券）
・生活保護法介護券送付書
・介護券受領書

◎ ◎ ◎

1 0210470 機能追加
介護保険適用者においても介護扶助決定通知書
を発行できるようにしてほしい。

第五回全国意見照会QA集において、名古屋市より同様の要
望がありましたが、標準仕様書へは「反映しない」となっていま
す。
11/12厚生労働省保護課医療係に確認したところ、「生活保護
法による介護扶助の運営要領について」（H12.3.31社援第825
号）により、介護保険適用者についても、介護扶助決定の通知
を行う必要がある旨をあらためて確認しましたので、機能の追
加をお願いしたいです。
なお、上記確認の際に、厚生労働省より、今後上記通知を見
直し、決定通知の送付を不要とするよう変更する可能性がある
と伺いました。介護扶助運営要領の変更により決定通知の送
付が不要となるならば、この機能は必要ありません。

以下の帳票を作成できること。
・生活保護法介護券
・介護券連名簿(連名介護券）
・生活保護法介護券送付書
・介護券受領書
・介護扶助決定通知書

実績あり（第5回） 実装なし
「生活保護法による介護扶助の運営要領について」
（H12.3.31社援第825号）

検討対象

将来的に介護扶助決定通知が不要になる可能性もあること
を踏まえて、機能要件の追加および介護扶助決定通知書の
帳票要件の定義は不要と判断いたしました。
なお、介護扶助決定通知が不要になるまでの間の期間にお
いては、「生活保護法による介護扶助の運営要領について
（H12.3.31社援第825号）」の「第5介護扶助実施方式 2介護
扶助の決定 （6）被保護者に対する通知」に記載がある通
り、保護決定通知書を用いる運用を想定しております。

反映しない 非論点

811

4. 介護扶助 4.1. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用）

介護券の作
成

8 0211803 介護券に係る以下の情報について、福祉事務所、地区担当員別、送付書、介護券
（サービス種別ごと）ごとに一覧で確認できること。
・送付日

◎ ◎ ○ 【2.0版】
・機能要件を変更 8 0211803 実装区分変更

実装区分③を〇（オプション）から◎（必須）へ変更
する。

業務の性質上、実装区分①・②と③に区別はないため。 有 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

812

4. 介護扶助 4.1. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用）

介護券の作
成

9 0210477 一括発行前、後に下記チェックした情報を一覧で確認できること。
・要介護状態とサービス種類に不整合がある場合（例：要支援なのに要介護のサー
ビス券を選択）
・本人支払額の上限額を超過している場合
・選択している介護事業所が廃止または停止期間中の場合
・介護認定の認定期間外の介護券を作成しようとした場合

◎ ◎ ◎

9 0210477 機能追加
入院医療券が発行されている被保護者に介護券を
設定しようとした場合、に確認メッセージを表示する
機能を追加するのはいかがでしょうか。

入力画面が異なるため、気が付けるように確認メッセージがで
ると使いやすいように思いました。
定期監査においても確認されています。

実績なし 実装なし 検討対象
ご意見を踏まえて、特定の自治体における便利機能と判断
いたしました。
機能要件に追加は行わない想定です。

反映しない 非論点

824

4. 介護扶助 4.2. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用外）

審査結果の
登録

4 0210489 被保険者番号の始まりがHである場合、介護券の券種が単独となること。 ◎ ◎ ◎

4 0210489 その他

自立支援医療と併用の場合等、介護保険以外と併
用の可能性がある場合であれば、券種を併用とす
ることはできるのでしょうか。（８日訪問のうち、４日
間は生活保護単独、４日間は自立支援医療単独、
等）

仕様についての確認です。 実績なし 検討対象外（理由未記載）

本意見照会は機能要件等の仕様に関する意見を収集するも
のです。
機能要件に関する意見ではなく、仕様の確認のため回答は
行いません。別途、標準化ＰＭＯまでご意見をお寄せください

反映しない 非論点

830

4. 介護扶助 4.2. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用外）

居宅介護支
援計画等に
係る介護券
の作成

6 0210495 介護機関の名称変更や医療法人化に伴い、介護扶助指定介護機関の登録が廃止、
開始された場合、未発行の券や発行済の券を新たに開始した介護機関での発券履
歴として管理できること。

◎ ◎ ◎

6 0210495 誤記・整合性
ID:0210495とID:0210519で文言が異なりますが、こ
のままで大丈夫でしょうか。

整合性の確認です。 実績なし 検討対象
ご意見を踏まえて、機能ID：0210519の文言を機能ID：
0210495の文言と同じになるように修正いたします。

反映しない 非論点

833

4. 介護扶助 4.2. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用外）

居宅介護支
援計画等に
係る介護券
の作成

9 0210498 一括発行前、後に下記チェックした情報を一覧で確認できること。
・要介護状態とサービス種類に不整合がある場合（例：要支援なのに要介護のサー
ビス券を選択）
・被保険者番号の始まりがHにも関わらず、介護券の券種が併用の場合
・被保険者番号の始まりがHではないにも関わらず、介護券の券種が単独の場合
・選択している介護事業所が廃止または停止期間中の場合
・介護認定の認定期間外の介護券を作成しようとした場合

◎ ◎ ◎

9 0210498 その他

自立支援医療と併用の場合等、介護保険以外と併
用の可能性がある場合であれば、券種を併用とす
ることはできるのでしょうか。（８日訪問のうち、４日
間は生活保護単独、４日間は自立支援医療単独、
等）

仕様についての確認です。 実績なし 検討対象外（理由未記載）

本意見照会は機能要件等の仕様に関する意見を収集するも
のです。
機能要件に関する意見ではなく、仕様の確認のため回答は
行いません。別途、標準化ＰＭＯまでご意見をお寄せください

反映しない 非論点

835

4. 介護扶助 4.2. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用外）

居宅介護支
援計画等に
係る介護券
の作成

11 0211784 居宅介護支援計画等に係る介護券について、下記に該当する場合は、一括発行処
理が行えないように制御できること。
・要介護状態とサービス種類に不整合がある場合（例：要支援なのに要介護のサー

ビス券を選択）
・被保険者番号の始まりがHにも関わらず、介護券の券種が併用の場合
・被保険者番号の始まりがHではないにも関わらず、介護券の券種が単独の場合
・選択している介護事業所が廃止または停止期間中の場合
・介護認定の認定期間外の介護券を作成しようとした場合

○ ○ ○ 【2.0版】
・指定都市要件を追加

11 0211784 その他

自立支援医療と併用の場合等、介護保険以外と併
用の可能性がある場合であれば、券種を併用とす
ることはできるのでしょうか。（８日訪問のうち、４日
間は生活保護単独、４日間は自立支援医療単独、
等）

仕様についての確認です。 実績なし 検討対象外（理由未記載）

本意見照会は機能要件等の仕様に関する意見を収集するも
のです。
機能要件に関する意見ではなく、仕様の確認のため回答は
行いません。別途、標準化ＰＭＯまでご意見をお寄せください

反映しない 非論点

861

4. 介護扶助 4.2. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用外）

介護券の作
成

6 0210519 介護機関の名称変更や法人化に伴い、介護扶助指定介護機関の登録が廃止、開始
された場合、未発行の券や発行済の券を新たに開始した介護機関での発券履歴と
して管理できること。

◎ ◎ ◎

6 0210519 誤記・整合性
ID:0210495とID:0210519で文言が異なりますが、こ
のままで大丈夫でしょうか。

整合性の確認です。 実績なし 検討対象
ご意見を踏まえて、機能ID：0210519の文言を機能ID：
0210495の文言と同じになるように修正いたします。

介護機関の名称変更や医療法人化に伴い、介護扶助指定介
護機関の登録が廃止、開始された場合、未発行の券や発行
済の券を新たに開始した介護機関での発券履歴として管理で
きること。

反映する 非論点

869

4. 介護扶助 4.2. 介護券
の交付（介
護保険制度
適用外）

介護券の作
成

14 0210527 被保険者番号の始まりがHである場合、介護券の券種が単独と設定できること。 ◎ ◎ ◎

14 0210527 その他

自立支援医療と併用の場合等、介護保険以外と併
用の可能性がある場合であれば、券種を併用とす
ることはできるのでしょうか。（８日訪問のうち、４日
間は生活保護単独、４日間は自立支援医療単独、
等）

仕様についての確認です。 実績なし 検討対象外（理由未記載）

本意見照会は機能要件等の仕様に関する意見を収集するも
のです。
機能要件に関する意見ではなく、仕様の確認のため回答は
行いません。別途、標準化ＰＭＯまでご意見をお寄せください

反映しない 非論点

###

5. 経理 5.3. 代理納
付

締め処理 9 0211793 代理納付において、生活保護システムに登録されている代理納付額と、代理納付先
から提供される各種金額データの突合を行い、一覧で確認できること。

○ ○ ○ 【2.0版】
・指定都市要件を追加

9 0211793

実装区分変更
② 団体内で複数の福祉事務所を設置（例：政令指
定都市、一部の中核市等）において「◎」とする。

現状、県営住宅、市営住宅についてはそれぞれの住宅側のシ
ステムとデータ連携（突合）を行っており、票儒家によりデータ
連携（突合）が行えなくなることによる業務量が著増する。標準
化により業務が増大することは本末転倒であるため。

実績なし 実装あり 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。
また、標準オプション機能として機能要件に記載されておりま
すので、当該機能が必要な自治体については、当機能が実
装されたシステムを調達頂くことを想定しております。

反映しない 非論点

###

5. 経理 5.6. 戻入 納入通知書
の作成

1 0211512 納入通知書（納付書）を出力出来ること。

※ 帳票詳細要件・帳票レイアウトについては、税務システム標準仕様書（収納管
理）における「帳票ID:0140129 帳票名称:納付書」に準拠する形とする。
なお、領収書部分は税務システム標準仕様書の「9_帳票印字項目・諸元表_014収納
管理」に定められている項目のうち、「領収書部分（全期前納・期別納付書用）」に準
拠すること。
また、「課税内容」「税額」等、税務特有の項目名については、適宜返還金や徴収金
等に適する項目名に読み替えることとする。

◎ ◎ ◎ 【2.0版】
・機能要件を変更
(検討会での議論の結果として、機能
要件を変更)

1 0211512

機能追加
生活保護費に係る戻入納付書については、、
eLTAXに対応した仕様とすること。

地方自治法施行令第159条に基づく歳出戻入については、各
自治体とも財務会計システムから納付書を発行している。各自
治体の財務会計システムにおいて管理している歳出予算に収
納結果を反映しなければならないため、生活保護費に係る歳
出戻入についても、eLTAX対応をしない限り、生活保護システ
ムから発行した戻入納付書は使い物にならない。

以下の文を追加。
「※納付書については、eLTAXに対応した仕様を具
備すること。」

実績なし 実装なし 検討対象

検討会のオブザーバーベンダから納付書について、生活保
護独自のレイアウトを定義するように意見を受けております。
十分な時間をかけて検討することが望ましいため、2.1版では
なく次版以降の改定において、検討を行う想定です。

反映しない 非論点

###

6. 返還金・
債権管理

6.1. 返還金・
債権登録

債権登録 26 0211533 登録済みの債権に対して、「生活保護法第63条」の債権を「生活保護法第77条の2」
に更正ができること。

○ ○ ○ 【2.0版】にて、機能ID：0210689から機
能ID：0211533に分割

26 0211533 機能修正
63条債権の調定や納付の有無にかかわらず、債
権全体を77条の2に変更できるようにすること。

現システムでは、調定や一部納付がある63条については、債
権全体で変更できない仕様のため。
※現在未納債権は調定を削除して77条2に変更しているが、一
部納付があるものについては、調定の削除ができないため債
権全体を77条の２に更正することができない。

登録済みの債権に対して、調定や納付の有無に関
わらず「生活保護法第63条」の債権を「生活保護法
第77条の2」に更正ができること。

実績なし 実装なし 検討対象
意見内容から自治体の独自運用・カスタマイズ要望と想定さ
れるため、機能要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

###

7. 統計 7.1. 厚生労
働省への報
告

被保護者調
査用データ
チェック

1 0210811 以下の情報を集計できること。
・基礎調査
・個別調査
・月別調査
・月別調査繰替支弁分

◎ ○ ○

機能追加

集計は、所管福祉事務所のｃｓｖデータを取り込む
方法という認識でよいか。
また、所管外の政令中核市分の取り込みも可能
か。

検討対象

「集計できること」という機能要件は標準仕様書で定義してお
りますが、具体的なシステムの実装方法は標準仕様書で定
義しない想定です。
システム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実
装方法を調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点

###

7. 統計 7.1. 厚生労
働省への報
告

被保護者調
査用データ
チェック

1 0210811 以下の情報を集計できること。
・基礎調査
・個別調査
・月別調査
・月別調査繰替支弁分

◎ ○ ○

1 210811 機能追加
集計データについては検証ができるようにどのケー
スを拾っているかわかるようしていただきたいで
す。

担当CWの入力ミスなどにより、統計の数値が変わってしまうこ
とも実務上あるため
例えば、生活保護の決定件数については仮に25件あるとする
とその25件はカウントしたケースがケース番号101、
102、105、108、109・・・・とわかるようにすることで修正等がしや
すくなります。

集計データについては集計対象となったケースが
わかるようにすること

実装なし 検討対象
ご意見を踏まえて、特定の自治体における便利機能と判断
いたしました。
機能要件に追加は行わない想定です。

反映しない 非論点

###

7. 統計 7.1. 厚生労
働省への報
告

被保護者調
査用データ
チェック

3 0210812 集計したデータについて、基礎調査・個別調査・月別調査ごとにエラーチェックが行え
ること。

◎ ◎ ◎

機能追加
月別調査繰替支弁分においても、エラーチェックが
可能であるとの認識でよいか。

実績なし 実装あり 検討対象
意見欄に記載頂いたとおり、機能ID：0210811に関する機能と
して、当機能要件を設定しております。

反映しない 非論点

###

7. 統計 7.1. 厚生労
働省への報
告

被保護者調
査用データ
作成

1 0210818 生活保護業務データシステムに登録できる被保護者調査用（基礎調査、個別調査、
月別概要）のデータファイル（CSV形式）を出力できること。

◎ ◎ ◎

1 210818 機能追加
月別概要についてはデータが作成されるだけでは
なく、統計の数値の根拠がわかるように対象者や
対象ケースが確認できるようにすること

統計作業を行う上で、CW等の入力内容の誤り等で整合性が合
わず、エラーとなってしまうことが多々あるため
数値の検証をできるようにすることでエラー修正や登録誤りの
是正をさせることができる。

実装なし 検討対象
ご意見を踏まえて、特定の自治体における便利機能と判断
いたしました。
機能要件に追加は行わない想定です。

反映しない 非論点

###

8. 共通・そ
の他

8.1. 他シス
テム連携

マイナン
バーシステ
ム連携

4 0211766 ※副本登録を行う上で連携項目の内容を修正する必要がある場合、修正できること ◎ ○ ○

4 0211766 実装区分変更
実装区分②・③を〇（オプション）から◎（必須）へ
変更する。

業務の性質上、実装区分①と②・③に区別はないため。 無 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

###

8. 共通・そ
の他

8.1. 他シス
テム連携

就学援助シ
ステム連携

1 0211828 就学援助システムに、生活保護の受給者情報を提供できること。
就学援助システムに、生活保護進学・就職準備給付金情報を提供できること。

※ 当該システムとの連携のみを指しているのではなく、共通基盤等との連携を含む

◎ ◎ ◎ 連携項目は、機能別連携仕様（生活
保護）に定めるとおりとする。

【2.1版】
・機能要件を変更

1 0211828 機能削除
「就学援助システムに、生活保護進学・就職準備給
付金情報を提供できること。」の機能は不要。

就学援助の制度は「義務教育の円滑な実施に資することを目
的」としている。
生活保護進学・就職準備給付金の対象者は義務教育を修了し
ており、就学援助とは直接関係ない。

機能を削除する。 実績なし 実装なし

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career

/05010502/017.htm

（文部科学省サイト）

検討対象

・ご意見について、就学援助システム側の機能要件、データ
要件・連携要件を確認しました。

・就学援助システム機能要件の機能ID：ID:0180260におい
て、以下の機能の記載がございますので、生活保護システ
ムにおいても必要な機能要件と認識しております。
「以下の他基幹業務システム等へ情報を照会できること。
・生活保護システムに、生活保護世帯情報、生活保護個人

情報、生活保護進学準備給付金情報を照会する。 」

・機能別連携仕様の021o008において、「①就学事務システ
ム（就学援助）が、②生活保護システムに、③進学準備給付
金の情報を、④照会する。」という連携要件が定義されており
ますので、必要な機能要件と認識しております。

反映しない 非論点

###

8. 共通・そ
の他

8.2. マスタ・
データ管理
機能

マスタ・デー
タ管理機能

31 0211768 ・地区情報に連番を付けて管理できること（例：中央１-〇〇） ◎ ○ ○

31 0211768 実装区分変更
実装区分②・③を〇（オプション）から◎（必須）へ
変更する。

業務の性質上、実装区分①と②・③に区別はないため。 無 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

###

8. 共通・そ
の他

8.2. マスタ・
データ管理
機能

マスタ・デー
タ管理機能

70 0211583 バッチ処理の実行（起動）方法として、直接起動だけでなく、年月日及び時分、毎日、
毎週○曜日、毎月ＸＸ日、毎月末を指定した方法（スケジュール管理による起動）が
提供されること。

○ ◎ ○ 【2.0版】にて、機能ID：0210919から機
能ID：0211583に分割 70 0211583 実装区分変更

実装区分①・③を〇（オプション）から◎（必須）へ
変更する。

業務の性質上、実装区分②と①・③に区別はないため。 有 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

###

8. 共通・そ
の他

8.2. マスタ・
データ管理
機能

マスタ・デー
タ管理機能

71 0211584 バッチ処理の実行時は、前回処理時に設定したパラメータが参照されること。 ○ ◎ ○ 【2.0版】にて、機能ID：0210919から機
能ID：0211584に分割 71 0211584 実装区分変更

実装区分①・③を〇（オプション）から◎（必須）へ
変更する。

業務の性質上、実装区分②と①・③に区別はないため。 有 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点



###

8. 共通・そ
の他

8.2. マスタ・
データ管理
機能

マスタ・デー
タ管理機能

79 0211585 管内地図情報について、以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・実施機関名称
・管内面積（ｋ㎡）
・管内世帯数（世帯）
・管内人口（人）
・被保護世帯数（世帯）
・被保護人員（人）
・保護率（％）
・地区名
・地区人口（人）
・被保護世帯数（世帯）
・被保護人員（人）
・保護率（％）
・平均所要時間（分）
・地区担当員名

○ ○ ○ ・2.0版において、検討会での議論の
結果として監査資料作成に関する機
能として、令和5年度生活保護法施
行事務監査資料における実施機関
関係の「1.管内地図」の情報につい
て、機能要件を追加。
・2.0版において、検討会での議論の
結果として監査資料作成に関する機
能として、令和5年度生活保護法施
行事務監査資料における都道府県・
指定都市本庁関係の「1.管内地図」
の情報について、機能要件を追加。

【2.0版】
・機能要件を追加

その他
統計業務でも必要なため、「○標準オプション機
能」ではなく、「◎標準オプション機能」にしてくださ
い。

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

###

8. 共通・そ
の他

8.6. 援助方
針機能

援助方針機
能

2 0211770 以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
・登録内容の変更履歴を管理できること。
【管理項目】
・保護台帳
・世帯の概要
・留意事項（DV情報等）

◎ ◎ ○ 【2.0版】
・機能要件を変更

2 0211770 実装区分変更
実装区分③を〇（オプション）から◎（必須）へ変更
する。

業務の性質上、実装区分①・②と③に区別はないため。 無 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点

###

8. 共通・そ
の他

8.9. 決裁機
能

決裁機能 31 0211701 決裁処理を行う帳票について、バーコード又は二次元コードを出力し、バーコード又
は二次元コード消し込みによる決裁登録ができること。

◎ ◎ ○ 【2.0版】
・機能要件を変更 31 0211701 実装区分変更

実装区分③を〇（オプション）から◎（必須）へ変更
する。

業務の性質上、実装区分①・②と③に区別はないため。 有 検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能
要件の実装区分については、2.1版改定時において変更する
予定はございません。

反映しない 非論点



生活保護システム
機能・帳票要件（第2.1版）

No
②帳票名
記入必須

③該当箇所
記入必須

④意見のカテ
ゴリ

記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文案）

⑧過去意見照会における意見実
績

記入必須

⑨貴自治体における現行システ
ムでの実装有無

記入必須
⑪意見根拠（法令・通知等） 検討分類 検討方針詳細 修正後の機能要件（案） 標準仕様書への反映 論点化

1

140.要介護認定調査依頼書 11電子公印 機能修正 ・電子公印については,印刷の有無を選択できるよ
うにしてほしい。

・本市では,当該調査依頼のうち初回及び区分変更認定につ
いては同じ自治体内の保護担当部局から介護保険担当部局
へ依頼するため。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、自治体の独自運用と想定しておりますので、
要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

2

140.要介護認定調査依頼書 12被保険者番号 機能修正 ・当該項目の表示の有無を選択できるようにして
ほしい

・本市では,従来より当該番号の記載なく認定調査依頼を行っ
ており，不要な個人情報を記載する必要はないと考えるた
め。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、自治体の独自運用と想定しておりますので、
要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

3

140.要介護認定調査依頼書 13受給者番号 機能修正 ・当該項目の表示の有無を選択できるようにして
ほしい

・本市では,従来より当該番号の記載なく認定調査依頼を行っ
ており，不要な個人情報を記載する必要はないと考えるた
め。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、自治体の独自運用と想定しておりますので、
要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

4

140.要介護認定調査依頼書 14公費負担者番号 機能修正 ・当該項目の表示の有無を選択できるようにして
ほしい

・本市では,従来より当該番号の記載なく認定調査依頼を行っ
ており，不要な個人情報を記載する必要はないと考えるた
め。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、自治体の独自運用と想定しておりますので、
要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

5

140.要介護認定調査依頼書 12～20被保護者 機能追加 ・「特定疾病名」欄を設けてほしい。 ・当該項目が当該認定調査に必要な情報であるため。 実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、自治体の独自運用と想定しておりますので、
要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

6

140.要介護認定調査依頼書 12～20被保護者 機能追加 ・「特記事項」（又は「備考」）欄を設けてほしい。
（フリー入力対応）

・認定調査に当たって,本人以外の関係者が連絡先となって
いることが多く，円滑な調査のためにはそれらについて自由
記載できる欄が必須であるため。（本市でも,従来より当該項
目について記載し,認定調査依頼を行っている。）

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、自治体の独自運用と想定しておりますので、
要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

7

141.要介護認定審査・判定
依頼書

10電子公印 機能修正 ・電子公印については,印刷の有無を選択できるよ
うにしてほしい。

・本市では,当該事務について同じ自治体内の保護担当部局
から介護保険担当部局へ依頼するため。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、自治体の独自運用と想定しておりますので、
要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

8

141.要介護認定審査・判定
依頼書

11ケース番号 機能修正 ・当該項目の表示の有無を選択できるようにして
ほしい

・本市では,従来より当該番号の記載なく認定調査依頼を行っ
ており，不要な個人情報を記載する必要はないと考えるた
め。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、自治体の独自運用と想定しておりますので、
要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

9

141.要介護認定審査・判定
依頼書

12受給者番号 機能修正 ・当該項目の表示の有無を選択できるようにして
ほしい

・本市では,従来より当該番号の記載なく認定調査依頼を行っ
ており，不要な個人情報を記載する必要はないと考えるた
め。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、自治体の独自運用と想定しておりますので、
要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

10

141.要介護認定審査・判定
依頼書

13公費負担者番号 機能修正 ・当該項目の表示の有無を選択できるようにして
ほしい

・本市では,従来より当該番号の記載なく認定調査依頼を行っ
ており，不要な個人情報を記載する必要はないと考えるた
め。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、自治体の独自運用と想定しておりますので、
要件の修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

11
49.保護決定通知書 No.39 誤記・整合性 「印字編集条件など」欄に一時扶助とするところ、

一次扶助となっている箇所がある。
誤記のため 実績なし 実装あり

検討対象 一時扶助に修正します。
・一時扶助の種類が4つ以上ある場合、1番右
の欄は「その他」を印字する

反映する 非論点

12
49.保護決定通知書 No.40 誤記・整合性 「印字編集条件など」欄に一時扶助とするところ、

一次扶助となっている箇所がある。
誤記のため 実績なし 実装あり

検討対象 一時扶助に修正します。
・一時扶助の種類に「その他」を印字する場合
は、4つ目以降の合計額を印字する

反映する 非論点

13

98.医療券連名簿（連名医療
券）

新たな項目「備考内
容」の追加

機能追加 「94.生活保護法医療券・調剤券」の帳票詳細要件
では、「備考」欄に、「・他法情報の登録がある場
合、登録されている全ての他法情報を印字する」
「・当帳票出力時に画面で入力した内容を印字す
る」とある。一方、「備考内容」欄ではフリー入力の
ほか、定型文の入力とある。
「98.医療券連名簿（連名医療券）」においても同様
の管理方法で良いのではないか。

「94.生活保護法医療券・調剤券」と「98.医療券連名簿（連名
医療券）」の内容は整合性を合わせる必要があるため。
他法要件が分からないと、医療機関等の請求事務に影響が
大きいため。

実績なし 実装あり

検討対象

帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細
要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳票の変更
の必要性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

14

98.医療券連名簿（連名医療
券）

「備考」若しくは追加
するなら「備考内容」
欄

機能追加 社保該当の場合はシステム管理している「記号」
「番号」「枝番」を表示するようにして欲しい。今回
意見照会対象外だが、「94.生活保護法医療券・調
剤券」も同様。

他法要件が分からないと、医療機関等の請求事務に影響が
大きいため。

実績なし 実装あり

検討対象

帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細
要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳票の変更
の必要性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

15

98.医療券連名簿（連名医療
券）

新たな項目「交付番
号」の追加

機能追加 「94.生活保護法医療券・調剤券」の帳票詳細要件
では、「交付番号」が存在しており、実務上も医療
機関等からのレセプト請求の際に「交付番号」を
用いているため、「98.医療券連名簿（連名医療
券）」にも印字してほしい。

「94.生活保護法医療券・調剤券」と「98.医療券連名簿（連名
医療券）」の内容は整合性を合わせる必要があるため。
東京都では請求時に交付番号を入力することとなっており、
交付番号が分からないと医療機関等から問合せが来るた
め。

実績なし 実装あり

検討対象

帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細
要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳票の変更
の必要性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

16

52.保護台帳 56 誤記・整合性 以下の記載がとなる認識ですが、生年月日を印
字するべきか
「 年 月 日」で印字するべきか整合性が取
れていないため、「 年 月 日」となる条件を
記載すべきではないでしょうか。
【記載内容】
・和暦表記、外国籍の場合は西暦表記する。
・「 年 月 日」と表記する。

本項目としては、空白なのか生年月日の印字なのか不明確
だと思いますので、どちらかに統一した方が良いかと思いま
す。
もしかすると「・「 年 月 日」と表記する。」の削除漏れ
かと思い、指摘しております。

どちらで印字すべきか仕様書から
読み取れないため、条件を明確化
するか、生年月日を印字するかど
ちらかに記載を統一していただき
たい。

実績なし 実装なし なし

検討対象
仕様書本編において、年月日の短縮表記も可能としておりま
すので、ご意見を踏まえて、「・「 年 月 日」と表記す
る。」の印字編集条件は削除することとします。

各帳票の帳票詳細要件のシステム印字項目の
年月日については、「・「 年 月 日」と表
記する。」という文言を削除する。

反映する 非論点

17

52.保護台帳 68 誤記・整合性 以下の記載がとなる認識ですが、生年月日を印
字するべきか
「 年 月 日」で印字するべきか整合性が取
れていないため、「 年 月 日」となる条件を
記載すべきではないでしょうか。
【記載内容】
・和暦表記、外国籍の場合は西暦表記する。
・「 年 月 日」と表記する。

本項目としては、空白なのか生年月日の印字なのか不明確
だと思いますので、どちらかに統一した方が良いかと思いま
す。
もしかすると「・「 年 月 日」と表記する。」の削除漏れ
かと思い、指摘しております。

どちらで印字すべきか仕様書から
読み取れないため、条件を明確化
するか、生年月日を印字するかど
ちらかに記載を統一していただき
たい。

実績なし 実装なし なし

検討対象
仕様書本編において、年月日の短縮表記も可能としておりま
すので、ご意見を踏まえて、「・「 年 月 日」と表記す
る。」の印字編集条件は削除することとします。

各帳票の帳票詳細要件のシステム印字項目の
年月日については、「・「 年 月 日」と表
記する。」という文言を削除する。

反映する 非論点

18

114.給付要否意見書（柔道
整復）

５新規・継続 誤記・整合性 ・「継続に該当する場合は、『該当』を印字する」と
なっていますが、「継続に該当する場合は、『継
続』を印字する」に改めてほしい。

・あんま・マッサージ、はりきゅうの帳票詳細では、後者の内
容に変更修正されているため。

保護新規に該当する場合は「新
規」、継続に該当する場合は「継
続」を印字する

実績なし 実装あり

検討対象 ご指摘の通り、印字編集条件について修正します。
・保護新規に該当する場合は「新規」、継続に
該当する場合は「継続」を印字する

反映する 非論点

19

46.境界層該当証明書 17電子公印 機能追加 ・電子公印は削除しない方が良いのではないか。 ・境界層に該当することを証明している書類であり、実際の事
務に使用する他課（国民健康保険や介護保険の部署）から
押印がないと受け付けられないというような要請があった場
合などには事務手続きが増えることになるため。

実績なし 実装あり

検討対象
通知の様式において、電子公印が設けられていないため、電
子公印の追加（削除の取りやめ）は想定しておりません。

反映しない 非論点

20

66.進学・就職準備給付金支
給（不支給）決定通知書

５宛先住所 その他 ・機能ID0211732の管理項目が印字される想定で
すが、【宛先住所】は管理項目のいずれかが分か
らない。申請時点の住所のみならず、【宛先住所】
としての【通知先】を登録、印字してはどうか。

・宛先が必ずしも申請時点の住所とは限らないため。 実績なし 実装あり

検討対象

帳票「67_進学・就職準備給付金申請書」のレイアウトにおい
て、「4 進学・就職後の居住先」という項目があり、「転居により
進学・就職前と異なる住居に居住」を申請時に選択することが
可能となっております。
申請時において、こちらにチェックが入った場合は、申請時の
住所ではなく、転居後の住所をシステムに登録し、管理する
運用を想定しております。

反映しない 非論点

21

66.進学・就職準備給付金支
給（不支給）決定通知書

２４教示文 その他 ・日本籍と外国籍の混合世帯の場合、教示の記
載の有無の選択できるという認識でよいか。

機能要件から読み取れなかったが、保護変更決定通知書と
同様の動きができるのか。

実績なし 実装あり

検討対象
日本籍と外国籍の混合世帯の場合、教示の記載の有無の選
択できるという認識で相違ありません。
（機能ID：0211825が該当する認識です。）

反映しない 非論点

22

67.進学・就職準備給付金申
請書

８個人番号 機能修正 個人番号の印字の有無を選択できないか。 個人番号が印字される仕様と理解しています。
氏名は印字有無を選択できるのに、個人番号が選択できな
い仕様にしている理由を確認したい。

実績なし 実装なし

検討対象
ご意見の通り、システム印字項目間の整合性を確保するため
に個人番号の印字編集条件に、印字有無を選択できる旨を
記載します。

印字編集条件に以下の文言を追加
「印字有無を選択できる」

反映する 非論点



23

46.境界層該当証明書 6敬称 機能追加 ・宛先敬称は削除しないでいただきたい。 ・宛先敬称が今回の改版で削除予定とされているが、境界層
該当の取扱いについて平成17年9月21日社援保発第
0921001号厚労省保護課長通知2境界層該当者に対する証
明書等の交付より、「境界層該当者に交付するものとし、」と
あることから、生活保護申請者もしくは被保護者宛てに証明
するものであるため、敬称は必要である。

宛先敬称は削除しない 実績なし 実装あり 境界層該当者の取扱いについて
平成17年9月21日社援保発第
0921001号厚労省保護課長通知2

検討対象
ご意見の通り、「宛先敬称」のシステム印字項目を削除を取り
やめます。

「宛先敬称」のシステム印字項目を追加（削除
の取りやめ）

反映する 非論点

24

46.境界層該当証明書 11理由 機能削除 ・理由のフリー入力もしくは定型文入力について
は、削除いただきたい。

・理由は帳票に既に掲載済の「境界層該当による…保護を要
しないため。」に該当するため、新たに理由を印字する必要
がなく、理由の重複になるため不要である。

理由（システム印字）は削除する 実績なし 実装あり 境界層該当者の取扱いについて
平成17年9月21日社援保発第
0921001号厚労省保護課長通知2 検討対象

ご意見の通り、記載が重複するため、「理由」のシステム印字
項目を削除します。

「理由」のシステム印字項目を削除 反映する 非論点

25

46.境界層該当証明書 17電子公印 機能追加 ・電子公印は削除しないでいただきたい。 ・福祉事務所長が証明する証明書であるため電子公印が必
要である。システム印字されない場合、別途公印申請の業務
を行う必要があり業務効率が下がってしまう。

電子公印は削除しない 実績なし 実装あり 境界層該当者の取扱いについて
平成17年9月21日社援保発第
0921001号厚労省保護課長通知2 検討対象

通知の様式として、電子公印が設けられていないため、電子
公印の追加（削除の取りやめ）は想定しておりません。

反映しない 非論点

26

46.境界層該当証明書 18金額（1）
19金額（2）
20金額（3）
21金額（4）
22金額（5）
23合計金額

機能追加 ・（添付資料）の表中の（1）～（5）の「減額される自
己負担（月額）」と「減額される自己負担（月額）合
計」について、合計6か所の金額が表示できるよ
う、管理項目を増やして追加していただきたい。

境界層該当者の取扱いについて平成17年9月21日社援保発
第0921004号厚労省保護課長通知3（2）…表中の（1）～（5）の
「減額される自己負担（月額）」にそれぞれ記載すること。…
「減額される自己負担（月額）合計」には、証明書に記載され
た額以上の額であって、境界層措置により減額可能な必要
最小限の額を記載すること、とそれぞれ記載あることから、合
計6か所の金額を記載できる必要がある。該当者によって
は、毎年保護申請却下に伴い証明書が必要になるため、履
歴管理が必要になると考えます。

（別添書類）表中の（1）～（5）の「減
額される自己負担（月額）」と「減額
される自己負担（月額）合計」に減
額される金額をそれぞれ6か所入
力できるようにし項目を追加する

実績なし 実装なし 境界層該当者の取扱いについて
平成17年9月21日社援保発第
0921004号厚労省保護課長通知3
（2）

検討対象
ご意見から、表中の（1）～（5）の「減額される自己負担（月
額）」と「減額される自己負担（月額）合計」の合計６か所をシ
ステム印字項目を追加してほしい旨を認識しました。

表中の（1）～（5）の「減額される自己負担（月
額）」と「減額される自己負担（月額）合計」につ
いて、システム印字項目とする。

反映する 論点

27

133.被保護者異動連絡票
（国保連用）

15生年月日 誤記・整合性 ・帳票レイアウトが年号表示となっており、西暦表
示対応していないが、様式第5号を変更しレイアウ
ト変更するということかになるのか。

第5章介護扶助運営要領平成11年11月16日社援第2702号厚
労省局長通知 様式第5号のレイアウトでは、年号表示となっ
ている。国民健康保険連合会と打ち合わせ済事項であり、紙
媒体で提出する場合、外国籍のみレイアウトを変更するとい
うことか。なお、データ送信する際のデータ標準レイアウトは
国籍にかかわらず全員、現在も西暦で送信している。

ご本人宛の書類ではなく、自治体
と国保連のみでやり取りする書類
であることから、紙媒体で提出する
場合は様式変更せず、和暦では駄
目なのか

実績なし 実装なし 第5章介護扶助運営要領平成11年
11月16日社援第2702号厚労省局
長通知 様式第5号

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・帳
票詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要で
す。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の変更
の必要性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

28

134.被保護者異動訂正連絡
票（国保連用）

15生年月日 誤記・整合性 ・帳票レイアウトが年号表示となっており、西暦表
示対応していないが、様式第6号を変更しレイアウ
ト変更するということかになるのか。

第5章介護扶助運営要領平成11年11月16日社援第2702号厚
労省局長通知 様式第6号のレイアウトでは、年号表示となっ
ている。国民健康保険連合会と打ち合わせ済事項であり、紙
媒体で提出する場合、外国籍のみレイアウトを変更するとい
うことか。なお、データ送信する際のデータ標準レイアウトは
国籍にかかわらず全員、現在も西暦で送信している。

ご本人宛の書類ではなく、自治体
と国保連のみでやり取りする書類
であることから、紙媒体で提出する
場合は様式変更せず、和暦では駄
目なのか

実績なし 実装なし 第5章介護扶助運営要領平成11年
11月16日社援第2702号厚労省局
長通知 様式第6号

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・帳
票詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要で
す。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の変更
の必要性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

29

132.介護扶助受給者情報連
絡表（保険者用）
※今回対象の帳票であるが
エクセルの入力規則に入っ
ていない。

11被保険者番号 機能削除 ・被保険者番号を削除する。 第5章介護扶助運営要領平成11年11月16日社援第2702号厚
労省局長通知 様式第4号の2より、被保護者番号について
は福祉事務所がシステム印字するのではなく、様式上※は市
町村記入欄。とされていることから、システム印字する必要が
ないため管理項目を削除する。

・被保険者番号を削除する（システ
ム印字しない）

実績なし 実装なし 第5章介護扶助運営要領平成11年
11月16日社援第2702号厚労省局
長通知 様式第4号の2

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・帳
票詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要で
す。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の変更
の必要性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

30

114.給付要否意見書（柔道
整復）

5 新規・継続 誤記・整合性 ・給付要否意見書（あん摩・マッサージ、はり・きゅ
う）の同項目については、「該当」→「継続」に変更
となっているが、本帳票については「新規」「該当」
のままで問題ないのか。

給付要否意見書の同項目であるが、標記が異なるため内容
の確認。

「該当」→「継続」 実績なし 実装あり

検討対象 ご指摘の通り、印字編集条件について修正します。
・保護新規に該当する場合は「新規」、継続に
該当する場合は「継続」を印字する

反映する 非論点



生活保護システム
機能・帳票要件（第2.1版）

No
②帳票名
記入必須

③該当箇所
記入必須

④意見のカテゴリ
記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文案）

⑧過去意見照会におけ
る意見実績
記入必須

⑨貴自治体における現
行システムでの実装有

無
記入必須

⑩帳票サンプルの提供
⑪意見根拠（法令・通知

等）
検討分類 検討方針詳細 修正後の機能要件（案）

標準仕様書への反
映

論点化

1

34.戸籍謄本等発行依
頼書

保護申請者の
氏名、戸籍謄
本の筆頭者の
続柄がない。

その他 先の内容を入れてほしい。 戸籍調査で、左記の内容をいれないと、回答されな
い。

実績なし 実装なし

検討対象
ご意見として承知しました。
帳票において、続柄の項目を追加します。

反映済み 非論点

2

38.扶養義務者台帳 世帯員情報 その他 照会年月日、照会結果を入れてほしい。 台帳なので過去照会もわかるようにしてほしい。 実績なし 実装あり

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

3

38.扶養義務者台帳 扶養調査結果 その他 回答内容金銭的援助と精神的支援の順番を変えてほ
しい。

経済的援助の有無が優位だから 実績なし 実装あり

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

4

90 96 98 99 105
106 医療関係送付書

発行者電子公
印

その他 印字編集条件を「印字有無を選択できる」としてほし
い。

公印省略で送付を予定しているため。（印字の場合コ
ピーガード用紙が必要）

印字編集条件を「印字
有無を選択できる」とす
る

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

5

52.保護台帳 本籍 機能追加 外国籍の有無、特別永住者証明書の有効期限を入力
できるように項目を増やしてほしい。

現在使っている保護台帳に代わるものには記入して
いるため。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

6

70.保護廃止（停止）通
知書

廃止する扶助 機能追加 廃止する扶助の内容を載せてほしい。 廃止後の諸手続きの中で扶助内容の確認が必要な
場合があるため。

実績なし 実装あり

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レ
イアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳
票の変更の必要性を含めて検討会で議論を行う想
定です。

反映しない 非論点

7

140.要介護認定調査依
頼書

受給者番号、
公費負担者番
号

その他 該当箇所の削除、もしくは、記載の有無の選択可とし
てほしい。

判定費用については、請求書払いにより支払ってお
り、判定依頼時点では、不要。

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

8

141.要介護認定審査・
判定依頼書

ケース番号 その他 該当箇所の位置を、枠内から枠外の左下に移動し、
記載の有無の選択可としてほしい。

ケース番号は、生活保護担当課内で利用する管理番
号であり、他部署へ周知は不要

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

9

141.要介護認定審査・
判定依頼書

受給者番号、
公費負担者番
号

その他 該当箇所の削除、もしくは、記載の有無の選択可とし
てほしい。

判定費用については、請求書払いにより支払ってお
り、判定依頼時点では、不要。

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

10

142.介護認定審査会結
果回答書

ケース番号 その他 該当箇所の位置を、枠内から枠外の左下に移動し、
記載の有無の選択可としてほしい。

ケース番号は、生活保護担当課内で利用する管理番
号であり、他部署へ周知は不要

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

11

98.医療券連名簿（連名
医療券）

備考（備考内容
欄の追加）

機能追加 「94.生活保護法医療券・調剤券」の帳票詳細要件で
は、「備考」欄に、「・他法情報の登録がある場合、登
録されている全ての他法情報を印字する」「・当帳票出
力時に画面で入力した内容を印字する」とある。一
方、「備考内容」欄ではフリー入力のほか、定型文の
入力とある。
「98.医療券連名簿（連名医療券）」においても、帳票内
に同様の「備考」「備考内容」を表示するようにしてほし
い。

「94.生活保護法医療券・調剤券」と「98.医療券連名簿
（連名医療券）」の内容は整合性を合わせる必要があ
るため。
他法要件が分からないと、医療機関等の請求事務に
影響が大きいため。

実績なし 実装あり

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レ
イアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳
票の変更の必要性を含めて検討会で議論を行う想
定です。

反映しない 非論点

12

98.医療券連名簿（連名
医療券）

「交付番号」欄
の追加

機能追加 「交付番号」欄を追加してほしい。場所は１項目しか使
用していない「受給者番号」欄を２つに分割し、「交付
番号」欄を設けるのが良いのではないか。

「94.生活保護法医療券・調剤券」と「98.医療券連名簿
（連名医療券）」の内容は整合性を合わせる必要があ
るため。
東京都では請求時に交付番号を入力することとなって
いるため、交付番号が分からないと医療機関等から問
合せが来るため。

実績なし 実装あり

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レ
イアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳
票の変更の必要性を含めて検討会で議論を行う想
定です。

反映しない 非論点

13

13.面接記録票 相談者 機能修正 相談者は相談員等の複数で来所する場合があるた
め、入力は1人のみではなく、フリーで入力できるよう
にしてほしい。

相談者は複数の場合があるため 相談者は複数人入力す
ることができること

実績なし 実装あり なし なし

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レ
イアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳
票の変更の必要性を含めて検討会で議論を行う想
定です。

反映しない 非論点

14

34.戸籍謄本等発行依
頼書

現住所 機能削除 公用で戸籍を取る場合、現住所は必須項目ではない
ため
また、住所がわからないことも多いため

戸籍を公用で請求する場合、現住所の情報は不要な
情報であるため

現住所は削除 実績なし 実装あり あり なし

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レ
イアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳
票の変更の必要性を含めて検討会で議論を行う想
定です。

反映しない 非論点

15

34.戸籍謄本等発行依
頼書

項目の追加 機能追加 現住所が不要な項目で削除することにより、他の項目
が入れることができため、事務の種類、利用目的、根
拠法令についてはきちんと項目にして相手方に渡す
べきである。

現在の帳票では冒頭に文書で根拠法令等がかかれ
ているが、戸籍の担当課からすると重要な情報である
ため、項目として設けるべきである。また、気づかずに
問い合わせをしてくる可能性があり、電話対応が増え
てしまう可能性あり。

事務の種類、利用目
的、根拠法令の項目を
追加すること

実績なし 実装なし あり
※現在はシステムでは
なく、Excelやword形式
で出している。

なし

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レ
イアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳
票の変更の必要性を含めて検討会で議論を行う想
定です。

反映しない 非論点



16

34.戸籍謄本等発行依
頼書

項目の追加 機能追加 現住所が不明であることを踏まえ、レイアウトを変更
し、最低でも２人は１つの帳票で請求できるようにして
いただきたい。

レイアウトを変えれば、2人分、３人分請求することが
可能であり、照会にかかる費用を下げることができる
ため

レイアウトの変更のみ
（現住所削除が前提）

実績なし 実装なし あり
サンプルを提供します
ので、こちらを参考にレ
イアウトを変更していた
だきたいです。

なし

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レ
イアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳
票の変更の必要性を含めて検討会で議論を行う想
定です。

反映しない 非論点

17

52.保護台帳 係累図 その他 係累図はなじみのない言葉で、調べても係累図という
言葉は出てこないです。わかりやすいように世帯の家
系図などわかりやすい言葉にしていただきたいです。

係累図という言葉は一般的に使われていない 世帯の家系図もしくは扶
養義務者の状況に変更

実績なし 実装なし なし なし

検討対象 ご意見の通り、家系図に記載を変更します。 世帯の家系図 反映する 非論点

18

52.保護台帳 係累図 その他 係累図＝家系図てきなものであるならば、祖父・祖母・
兄弟姉妹・子の関係が書きやすいように線を入れてい
ただきたいです。

現在は中身はただの白紙であるため、線を引いたりと
作成に手間がかかるため

家系図が書きやすいよ
うに線を入れる

実績なし 実装なし あり
サンプルを提供します
ので、こちらを参考にレ
イアウトを変更していた
だきたいです。

なし

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

19
67.進学・就職準備給付
金申請書

8個人番号 機能修正 個人番号は入力するかどうか選択式にしてほしい 個人番号が記載されていると保管や決裁で他部署に
回す際に処理が煩雑になるため

プルダウンなどで入力
するか空欄にするか選
べるようにする。

実績なし 実装なし なし なし
検討対象

ご意見の通り、個人番号の印字編集条件に、印字
有無を選択できる旨を記載します。

印字編集条件に以下の文言を追加
「印字有無を選択できる」

反映する 非論点

20
69.就労自立給付金申
請書

8個人番号 機能修正 個人番号は入力するかどうか選択式にしてほしい 個人番号が記載されていると保管や決裁で他部署に
回す際に処理が煩雑になるため

プルダウンなどで入力
するか空欄にするか選
べるようにする。

実績なし 実装なし なし なし
検討対象

ご意見の通り、個人番号の印字編集条件に、印字
有無を選択できる旨を記載します。

印字編集条件に以下の文言を追加
「印字有無を選択できる」

反映する 非論点

21

49.保護決定通知書 収入充当額 機能追加 ・収入充当額の内訳欄（稼働収入、非稼働収入、過支
給収入充当額、その他臨時的収入）を追加していただ
きたい。

・収入充当の内容が変更（「決定した理由」に記載）し
た際のみの印字では、被保護者が、収入充当の合計
額が正しいかどうかを確認できず、審査請求の観点か
ら支障があるため。

収入充当額の内訳欄を
追加する。

実績なし 実装あり 別添のとおり提供あり

検討対象

帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・
帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確保するこ
とが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳
票の変更の必要性を含めて検討会で議論を行う想
定です。

反映しない 非論点

22

115.施術券（あん摩・
マッサージ）

委任状 機能修正 「委任状」欄について、「師会（理事）長」ではなく、「代
理人」という文言に変更してほしい。

施術業者の口座に入金することが多く、国保の療養費
支給申請書では「代理人」という記載になっているた
め。

「師会（理事）長」を「代
理人」に変更する

実績なし 実装なし

検討対象
「委任状」欄について、「師会（理事）長 または 代
理人」という記載に変更を行います。

「委任状」欄について、「師会（理事）長
または 代理人」という記載に変更を
行う。

反映する 非論点

23

116.施術券及び施術報
酬請求明細書（柔道整
復）

委任状 機能修正 「委任状」欄について、「師会（理事）長」ではなく、「代
理人」という文言に変更してほしい。

施術業者の口座に入金することが多く、国保の療養費
支給申請書では「代理人」という記載になっているた
め。

「師会（理事）長」を「代
理人」に変更する

実績なし 実装なし

検討対象
「委任状」欄について、「師会（理事）長 または 代
理人」という記載に変更を行います。

「委任状」欄について、「師会（理事）長
または 代理人」という記載に変更を
行う。

反映する 非論点

24

116.施術券及び施術報
酬請求明細書（柔道整
復）

振込先 機能追加 「振込先」の口座情報を記載できる欄を追加してほし
い。

あんま・マッサージ、はりきゅうの帳票は「振込先」欄
がオプション項目になっているが、柔道整復はないた
め。

「振込先」欄を追加する 実績なし 実装あり

検討対象
ご意見を踏まえて、帳票間の横並び確保のため
に、振込先口座情報を追加します。

帳票レイアウト・帳票詳細要件におい
て、振込先口座情報を追加します。

反映する 非論点

25

117.施術券及び施術報
酬請求明細書（はり・
きゅう）

委任状 機能修正 「委任状」欄について、「師会（理事）長」ではなく、「代
理人」という文言に変更してほしい。

施術業者の口座に入金することが多く、国保の療養費
支給申請書では「代理人」という記載になっているた
め。

「師会（理事）長」を「代
理人」に変更する

実績なし 実装なし

検討対象
「委任状」欄について、「師会（理事）長 または 代
理人」という記載に変更を行います。

「委任状」欄について、「師会（理事）長
または 代理人」という記載に変更を
行う。

反映する 非論点

26

117.施術券及び施術報
酬請求明細書（はり・
きゅう）

様式全体 機能修正 令和６年１０月１日以降の施術分に適用した様式に変
更するべき。

令和６年１０月１日以降の施術分に適用した様式に変
更するべき。

実績なし 実装あり 社援発０９１０第２号令和６
年９月 10 日「生活保護法
による医療扶助運営要領に
ついて」の一部改正につい
て（通知）

検討対象

通知の内容を改めて確認したところ、通知と標準仕
様書2.1版の帳票レイアウトの差分は、「地区担当
員印」や「振込先」等の検討会やシステム事業者へ
の意見収集をもとに追加・削除した項目となってお
ります。
通知で示された必要な要素は取り込み、標準仕様
書2.1版のレイアウトを作成した認識であるため、帳
票レイアウトの修正は不要と判断しました。

反映しない 非論点

27

115.施術券（あん摩・
マッサージ）

様式全体 機能修正 令和６年１０月１日以降の施術分に適用した様式に変
更するべき。

令和６年１０月１日以降の施術分に適用した様式に変
更するべき。

実績なし 実装あり 社援発０９１０第２号令和６
年９月 10 日「生活保護法
による医療扶助運営要領に
ついて」の一部改正につい
て（通知）

検討対象

通知の内容を改めて確認したところ、通知と標準仕
様書2.1版の帳票レイアウトの差分は、「地区担当
員印」や「振込先」等の検討会やシステム事業者へ
の意見収集をもとに追加・削除した項目となってお
ります。
通知で示された必要な要素は取り込み、標準仕様
書2.1版のレイアウトを作成した認識であるため、帳
票レイアウトの修正は不要と判断しました。

反映しない 非論点

28

13.面接記録票 他法 機能追加 以下の項目を追加してほしい
・医療保険（国保・後期高齢・社会保険・未加入）
・マイナンバーカードの有無

保険証やマイナンバーカードの提示、写しの取得、申
請中の医療機関受診の取り扱い、医療扶助オンライ
ンの案内や保険証利用登録の確認につながるため。
また、申請後の医療機関受診における対応が変わる
ため、確実に記録しておく必要がある。

実績なし 実装あり 別添のとおり提供あり

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レ
イアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要です。
帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・
帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確保するこ
とが重要です。

反映しない 非論点

29

13.面接記録票 他法 機能追加 以下の項目を追加してほしい
・年金（加入・受給中・月額）国民年金、厚生年金、共
済組合、その他

収入面において、保護の要否の判断基準要素になる
ため。また受給要件を満たしていれば受給を促す指標
にもなる。
最初の記録段階として残しておかなければ、再び面談
に来た際に再度聞き取りを行う必要が出てきてしま
う。

実績なし 実装あり 別添のとおり提供あり

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レ
イアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要です。
帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・
帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確保するこ
とが重要です。

反映しない 非論点

30

13.面接記録票 他法 機能追加 以下の項目を追加してほしい
・手当（手続・受給中・月額）児童手当、児扶手当、特
児扶手当、傷病手当金、労災手当金、雇用保険金、
その他

収入面において、保護の要否の判断基準要素になる
ため。また受給を促す指標にもなる。
最初の記録段階として残しておかなければ、再び面談
に来た際に再度聞き取りを行う必要が出てきてしま
う。

実績なし 実装あり 別添のとおり提供あり

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レ
イアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要です。
帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・
帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確保するこ
とが重要です。

反映しない 非論点

31

116.施術券及び施術報
酬請求明細書（柔道整
復）

福祉事務所長
印記載と印を押
す想定のセル

機能削除 ・レイアウト上右上に配置されている左記レイアウトに
ついては、削除いただきたい。

・自治体名称と電子公印を新たにシステム印字するこ
とで今回追加いただいており、もともと紙管理のときに
必要であったと考えられる。重複する項目になりシス
テム帳票としては使用しないレイアウトのため削除い
ただきたい。

福祉事務所長印記載と
印を押す想定のセル（２
つの表部分）を削除す
る。

実績なし 実装あり 別添のとおり提供あり ・第4章医療扶助運営要領
様式第26号の2

検討対象
重複する項目として認識したため、レイアウト右上
にある、福祉事務所長印の印字は削除いたしま
す。

レイアウト右上にある、福祉事務所長
印の印字を削除する。

反映する 非論点



32

116.施術券及び施術報
酬請求明細書（柔道整
復）

（裏面）の文言 誤記・整合性 ・■指定施術者へのお知らせ３…請求書明細書の「適
用」欄を「摘要」欄に修正する。

漢字の誤り ・■指定施術者へのお
知らせ３…請求書明細
書の「摘要」欄に修正す
る

実績なし 実装なし 別添のとおり提供あり ・第4章医療扶助運営要領
様式第26号の2

検討対象 ご意見の通り、摘要に修正します。 摘要 反映する 非論点

33

115.施術券（あん摩・
マッサージ）

（裏面）の文言 機能修正 ・指定施術者へのお知らせ4往療料を請求する場合に
は、「摘要」欄に連携した医師の氏名及び保険医療機
関名等を付記してください。を追加し、番号を整えてい
ただきたい。
・同6（3）往診料記入もれの文言を削除し、番号を整え
ていただきたい。

・はり師,きゅう師及びあん摩・マッサージ・指圧師の施
術に係る資料費の支給の留意事項について令和6年5
月31日保医発0531 7別添2 第6章7より「摘要」欄に
連携した医師の氏名及び保険医療機関名等の記入を
受ける取扱いとすることとある。また、今回改正の生
活保護法の様式にも往診距離記入する箇所や必要性
がないため。

・指定施術者へのお知
らせ4往療料を請求する
場合には、「摘要」欄に
連携した医師の氏名及
び保険医療機関名等を
付記してください。を追
加する
・同6（3）往診料記入も
れの文言を削除する

実績なし 実装なし 別添のとおり提供あり ・第4章医療扶助運営要領
様式第26号の1
・はり師,きゅう師及びあん
摩・マッサージ・指圧師の施
術に係る資料費の支給の
留意事項について令和6年
5月31日保医発0531 7別
添2第6章7

検討対象
当帳票の裏面については改正を行っておりません
ので、帳票の修正は不要と判断しました。

反映しない 非論点

34

117.施術券及び施術報
酬請求明細書（はり・
きゅう）

（裏面）の文言 機能修正 ・はり・きゅう師へのお知らせ5「摘要」欄には往療を必
要ソした理由等を付記してくださいを削除し、往療料を
請求する場合には、「摘要」欄に連携した医師の氏名
及び保険医療機関名等を付記してください。に修正す
る。
・同6（3）往診料記入もれの文言を削除し、番号を整え
ていただきたい。

・はり師,きゅう師及びあん摩・マッサージ・指圧師の施
術に係る資料費の支給の留意事項について令和6年5
月31日保医発0531 7別添1第7章6より「摘要」欄に連
携した医師の氏名及び保険医療機関名等の記入を受
ける取扱いとすることとある。また、今回改正の生活
保護法の様式にも往診距離記入する箇所や必要性が
ないため。

・はり・きゅう師へのお知
らせ5往療料を請求する
場合には、「摘要」欄に
連携した医師の氏名及
び保険医療機関名等を
付記してください。に修
正する
・同6（3）往診料記入も
れの文言を削除する

実績なし 実装なし 別添のとおり提供あり ・第4章医療扶助運営要領
様式第26号の3
・はり師,きゅう師及びあん
摩・マッサージ・指圧師の施
術に係る資料費の支給の
留意事項について令和6年
5月31日保医発0531 7別
添1第7章6

検討対象
当帳票の裏面については改正を行っておりません
ので、帳票の修正は不要と判断しました。

反映しない 非論点

35

46.境界層該当証明書 宛先敬称 機能追加 ・宛先敬称は削除しないでいただきたい。 ・宛先敬称が今回の改版で削除予定とされているが、
境界層該当の取扱いについて平成17年9月21日社援
保発第0921001号厚労省保護課長通知2境界層該当
者に対する証明書等の交付より、「境界層該当者に交
付するものとし、」とあることから、生活保護申請者もし
くは被保護者宛てに証明するものであるため、敬称は
必要である。

宛先敬称は削除しない 実績なし 実装あり 別添のとおり提供あり 境界層該当者の取扱いに
ついて平成17年9月21日社
援保発第0921001号厚労省
保護課長通知2 検討対象

ご意見の通り、「宛先敬称」のシステム印字項目を
削除を取りやめます。

「宛先敬称」のシステム印字項目を追
加（削除の取りやめ）

反映する 非論点
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46.境界層該当証明書 理由 機能削除 ・理由のフリー入力もしくは定型文入力については、削
除いただきたい。

・理由は帳票に既に掲載済の「境界層該当による…保
護を要しないため。」に該当するため、新たに理由を印
字する必要がなく、理由の重複になるため不要であ
る。

理由（システム印字）は
削除する

実績なし 実装あり 別添のとおり提供あり 境界層該当者の取扱いに
ついて平成17年9月21日社
援保発第0921002号厚労省
保護課長通知

検討対象
ご意見の通り、記載が重複するため、「理由」のシ
ステム印字項目を削除します。

「理由」のシステム印字項目を削除 反映する 非論点
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46.境界層該当証明書 電子公印 機能追加 ・電子公印は削除しないでいただきたい。 ・福祉事務所長が証明する証明書であるため電子公
印が必要である。システム印字されない場合、別途公
印申請の業務を行う必要があり業務効率が下がって
しまう。

電子公印は削除しない 実績なし 実装あり 別添のとおり提供あり 境界層該当者の取扱いに
ついて平成17年9月21日社
援保発第0921003号厚労省
保護課長通知

検討対象
通知の様式として、電子公印が設けられていない
ため、電子公印の追加（削除の取りやめ）は想定し
ておりません。

反映しない 非論点

38

46.境界層該当証明書 添付書類 機能追加 ・（添付資料）の表中の（1）～（5）の「減額される自己
負担（月額）」と「減額される自己負担（月額）合計」に
ついて、合計6か所の金額が表示できるよう、管理項
目を増やして追加していただきたい。

境界層該当者の取扱いについて平成17年9月21日社
援保発第0921004号厚労省保護課長通知3（2）…表中
の（1）～（5）の「減額される自己負担（月額）」にそれぞ
れ記載すること。…「減額される自己負担（月額）合
計」には、証明書に記載された額以上の額であって、
境界層措置により減額可能な必要最小限の額を記載
すること、とそれぞれ記載あることから、合計6か所の
金額を記載できる必要がある。該当者によっては、毎
年保護申請却下に伴い証明書が必要になるため、履
歴管理が必要になると考えます。

（別添書類）表中の（1）
～（5）の「減額される自
己負担（月額）」と「減額
される自己負担（月額）
合計」に減額される金額
をそれぞれ6か所入力で
きるようにし項目を追加
する

実績なし 実装なし 別添のとおり提供あり 境界層該当者の取扱いに
ついて平成17年9月21日社
援保発第0921004号厚労省
保護課長通知3（2）

検討対象

ご意見から、表中の（1）～（5）の「減額される自己
負担（月額）」と「減額される自己負担（月額）合計」
の合計６か所をシステム印字項目を追加してほしい
旨を認識しました。

表中の（1）～（5）の「減額される自己
負担（月額）」と「減額される自己負担
（月額）合計」について、システム印字
項目とする。

反映する 論点
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132.介護扶助受給者情
報連絡表（保険者用）
※今回対象の帳票で
あるがエクセルの入力
規則に入っていない。

被保険者番号 機能削除 被保険者番号については、項目をシステム印字せず、
削除し、被保険者番号横に※を追加する。

第5章介護扶助運営要領平成11年11月16日社援第
2702号厚労省局長通知 様式第4号の2より、被保護
者番号については福祉事務所がシステム印字するの
ではなく、様式上※は市町村記入欄。とされていること
から、システム印字せず、（注）書きが抜けていること
からただしく記載する必要がある。

・被保険者番号※（シス
テム印字しない）

実績なし 実装なし 別添のとおり提供あり 第5章介護扶助運営要領平
成11年11月16日社援第
2702号厚労省局長通知
様式第4号の2

検討対象

ご意見をふまえて、システム印字項目としつつも、
印字有無を選択できることが望ましいと判断しまし
た。
該当帳票のシステム印字項目「被保険者番号」に
ついては、印字編集条件において印字有無を選択
できる旨を追記します。

反映済み 非論点
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132.介護扶助受給者情
報連絡表（保険者用）
※今回対象の帳票で
あるがエクセルの入力
規則に入っていない。

（注）書き 機能追加 帳票下部に注意事項を追加する。 第5章介護扶助運営要領平成11年11月16日社援第
2702号厚労省局長通知 様式第4号の2より、被保護
者番号については福祉事務所がシステム印字するの
ではなく、様式上※は市町村記入欄。とされていること
から、システム印字せず、（注）書きが抜けていること
からただしく記載する必要がある。

・（注）１ 65歳以上の介
護扶助受給者及び40歳
以上65歳未満の被保険
者である介護扶助受給
者を記入する。２ ※は
市町村記入欄。３ 「介
護扶助の開始、停止、
廃止年月日の別が明確
にわかるよう記載するこ
と。

実績なし 実装なし 別添のとおり提供あり 第5章介護扶助運営要領平
成11年11月16日社援第
2702号厚労省局長通知
様式第4号の2

検討対象
ご意見を踏まえて、通知の様式との整合性確保が
必要と認識しました。

帳票レイアウトに以下の文言を追加し
ます。

（注）
１ 65歳以上の介護扶助受給者及び
40歳以上65歳未満の被保険者である
介護扶助受給者を記入する。
２ ※は市町村記入欄。
３ 「介護扶助の開始、停止、廃止年
月日の別が明確にわかるよう記載す
ること。

反映する 非論点
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115.施術券（あん摩・
マッサージ）

文書番号 機能削除 ・文書番号は不要 ・厚生労働省様より提示されている様式には文書番号
が存在しないため
・柔道整復のレイアウトでは文書番号はオプション項
目となっているが、当帳票（あん摩・マッサージ）レイア
ウトでは必須項目となっている。整合性が取れていな
い

文書番号項目を削除す
る、もしくはオプション項
目とする

実績なし 実装なし なし 社援発０９１０第２号 令和
６年９月 10 日
「生活保護法による医療扶
助運営要領について」の一
部改正について（通知）

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義し
た機能要件の実装区分については、2.1版改定時
において変更する予定はございません。

また、機能ID：0210879「帳票に印字する文書番号
の情報を登録・修正・削除・照会できること」
にて、管理項目として、「文書番号の出力有無を管
理できること。」を定義しております。
また、各帳票の帳票詳細要件の印字編集条件に
て、「文書番号を設定しない場合は、ブランクも可
能」と定義しております。
そのため印字の要否については、システム調達時
に自治体とベンダにおいて調整いただくことを想定
しております。

反映しない 非論点
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117.施術券及び施術報
酬請求明細書（はり・
きゅう）

文書番号 機能削除 ・文書番号は不要 ・厚生労働省様より提示されている様式には文書番号
が存在しないため
・柔道整復のレイアウトでは文書番号はオプション項
目となっているが、当帳票（あん摩・マッサージ）レイア
ウトでは必須項目となっている。整合性が取れていな
い

文書番号項目を削除す
る、もしくはオプション項
目とする

実績なし 実装なし なし 社援発０９１０第２号 令和
６年９月 10 日
「生活保護法による医療扶
助運営要領について」の一
部改正について（通知）

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義し
た機能要件の実装区分については、2.1版改定時
において変更する予定はございません。

また、機能ID：0210879「帳票に印字する文書番号
の情報を登録・修正・削除・照会できること」
にて、管理項目として、「文書番号の出力有無を管
理できること。」を定義しております。
また、各帳票の帳票詳細要件の印字編集条件に
て、「文書番号を設定しない場合は、ブランクも可
能」と定義しております。
そのため印字の要否については、システム調達時
に自治体とベンダにおいて調整いただくことを想定
しております。

反映しない 非論点
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110.治療材料券・治療
材料費請求明細書

振込先 その他 振込先について、既に口座登録がある業者について
印字される形なのでしょうか。別途請求書に記入いた
だく内容なのであれば、施術券及び施術報酬請求明
細書（柔道整復）では振込先がないので、そちらと合
わせてここで印字する必要性はなく不要と考えます。
また、債権者登録されていない業者の場合もあり、こ
こに印字ができない状況もあり得えるので、もしこの欄
が必要ならばブランクで登録・印刷ができる必要があ
ります。

現行の当市での施術券には振込先に係る項目はな
く、また債権者登録していない業者もあり、業者払いで
請求書を要するのであれば施術券の段階での表記は
不要とも考えられます。
先方が指定する振込先をこちらですでに印刷するとな
ると、先方で変更があった場合、訂正や出し直しが生
じたり、またマスタでの口座登録管理の手間も生じま
す。現行では、当市では請求書に先方の振込先を記
入（債権者登録済の場合、不要）してもらい、業者払い
を行っています。

実績なし 実装なし

検討対象
ご意見を踏まえて、振込先に関するシステム印字
項目について、印字編集条件に「・印字有無を選択
できる」旨を記載します。

・システム印字項目No36～41の印字
編集条件に、「・印字有無を選択でき
る」を記載する。

反映する 非論点
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115.施術券（あん摩・
マッサージ）

振込先 その他 振込先について、既に口座登録がある業者について
印字される形なのでしょうか。別途請求書に記入いた
だく内容なのであれば、施術券及び施術報酬請求明
細書（柔道整復）では振込先がないので、そちらと合
わせてここで印字する必要性はなく不要と考えます。
また、債権者登録されていない業者の場合もあり、こ
こに印字ができない状況もあり得えるので、もしこの欄
が必要ならばブランクで登録・印刷ができる必要があ
ります。

現行の当市での施術券には振込先に係る項目はな
く、また債権者登録していない業者もあり、業者払いで
請求書を要するのであれば施術券の段階での表記は
不要とも考えられます。
先方が指定する振込先をこちらですでに印刷するとな
ると、先方で変更があった場合、訂正や出し直しが生
じたり、またマスタでの口座登録管理の手間も生じま
す。現行では、当市では請求書に先方の振込先を記
入（債権者登録済の場合、不要）してもらい、業者払い
を行っています。

実績なし 実装なし

検討対象
ご意見を踏まえて、振込先に関するシステム印字
項目について、印字編集条件に「・印字有無を選択
できる」旨を記載します。

・システム印字項目No35～40の印字
編集条件に、「・印字有無を選択でき
る」を記載する。

反映する 非論点
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117.施術券及び施術報
酬請求明細書（はり・
きゅう）

振込先 その他 振込先について、既に口座登録がある業者について
印字される形なのでしょうか。別途請求書に記入いた
だく内容なのであれば、施術券及び施術報酬請求明
細書（柔道整復）では振込先がないので、そちらと合
わせてここで印字する必要性はなく不要と考えます。
また、債権者登録されていない業者の場合もあり、こ
こに印字ができない状況もあり得えるので、もしこの欄
が必要ならばブランクで登録・印刷ができる必要があ
ります。

現行の当市での施術券には振込先に係る項目はな
く、また債権者登録していない業者もあり、業者払いで
請求書を要するのであれば施術券の段階での表記は
不要とも考えられます。
先方が指定する振込先をこちらですでに印刷するとな
ると、先方で変更があった場合、訂正や出し直しが生
じたり、またマスタでの口座登録管理の手間も生じま
す。現行では、当市では請求書に先方の振込先を記
入（債権者登録済の場合、不要）してもらい、業者払い
を行っています。

実績なし 実装なし

検討対象
ご意見を踏まえて、振込先に関するシステム印字
項目について、印字編集条件に「・印字有無を選択
できる」旨を記載します。

・システム印字項目No35～40の印字
編集条件に、「・印字有無を選択でき
る」を記載する。

反映する 非論点
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116.施術券及び施術報
酬請求明細書（柔道整
復）

負傷者 誤記・整合性 「負傷者」ではなく「負傷名」ではないでしょうか。 （１）（2）（3）…に氏名を書く欄と認識してしまいます。 実績なし 実装あり
検討対象 ご指摘の通り、負傷名に修正します。 負傷名 反映する 非論点

47

116.施術券及び施術報
酬請求明細書（柔道整
復）

負傷者 その他 負傷者の傷病名を記入する欄が狭過ぎるため、縦
幅、横幅を広げてください。

あまりに記入欄が狭過ぎるため、施術業者で記入でき
ないです。別途、書類を添付してもらう状況だと、この
書式の意味がなくなってしまいます。

療養費支給申請書を別
添で添付してもらう。

実績なし 実装あり

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点
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15.検診依頼書 宛先氏名 その他 個人宛てではなく、医療機関宛でお願いしたい。標準
化に伴い指定施術者のマスタ登録をしていない指定
施術ではなく指定施術者単位でのマスタ登録を別に
入力が必要になるのか。

当市では、医療機関を機関単位でマスタ登録してい
て、個人名の登録はしていない。院長や医師名などの
登録・管理をしないといけないのか。
現行の当市システム上では、医療券に住所、医療機
関が左上に印字されるため、送付書を使わずに医療
券１枚で窓付封筒で送付が可能であるが、本送付書
を使わないと送れない状況になるのであれば、ご検討
願いたい。

実績なし 実装なし

検討対象

宛先氏名というシステム印字項目にしております
が、個人以外の事業者等も宛先に設定することも
可能と想定しております。
ただし、個人名のマスタを保有するかどうかについ
ては、システムの実装方法に関する内容のため、
標準仕様書では定義しないことを想定しておりま
す。
システムの調達時に、自治体とベンダにおいて調
整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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185.生活保護法による
医療扶助のはり・きゅう
の受療連絡票

宛先氏名 その他 個人宛てではなく、医療機関宛でお願いしたい。標準
化に伴い指定施術者のマスタ登録をしていない指定
施術ではなく指定施術者単位でのマスタ登録を別に
入力が必要になるのか。

当市では、医療機関を機関単位でマスタ登録してい
て、個人名の登録はしていない。院長や医師名などの
登録・管理をしないといけないのか。
現行の当市システム上では、医療券に住所、医療機
関が左上に印字されるため、送付書を使わずに医療
券１枚で窓付封筒で送付が可能であるが、本送付書
を使わないと送れない状況になるのであれば、ご検討
願いたい。

実績なし 実装なし

検討対象

宛先氏名というシステム印字項目にしております
が、個人以外の事業者等も宛先に設定することも
可能と想定しております。
ただし、個人名のマスタを保有するかどうかについ
ては、システムの実装方法に関する内容のため、
標準仕様書では定義しないことを想定しておりま
す。
システムの調達時に、自治体とベンダにおいて調
整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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1家賃・間代・地代証明
書

その他 家賃の納付状況の欄を追加 新規申請の場合は確認が必須のため 家賃の納付状況の欄を
追加。

実績あり（第2回） 実装あり

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点
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70_保護廃止（停止）通
知

その他 保護の種類（生活・住宅等）の追加 対象者が通知を持参して各手続きが必要になるが,そ
の際に廃止（停止）になる保護の種類の確認が必要に
なるため。※年金の減免等

保護の種類（生活・住宅
等）の追加

実績あり（第2回） 実装なし

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

52

104.調剤券転帰通知書
（兼受領書）

その他 「請求月」を「未使用」「中止」と横並びに追加してほし
い。
（タイトルも兼受領書・請求書としてほしい）

薬局から次の調剤券の請求月を記載して調剤券を請
求することで、請求された月の調剤券を発行している
ため。

「請求月」の追加 実績なし 実装あり

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

53

96_帳票レイアウト_医療
券送付書_20241017_01

送付文書 機能修正 郵便カスタマバーコードが窓あき封筒に見えるように、
帳票の折り目の印を印字してほしい。（長形４０を想
定）

封入封緘の効率を上げる。
郵便カスタマバーコードが窓から確実に見えるように。

実績なし 実装あり

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

54

106_帳票詳細要件_調
剤券送付書
_20241017_01

送付文書 機能修正 郵便カスタマバーコードが窓あき封筒に見えるように、
帳票の折り目の印を印字してほしい。（長形４０を想
定）

封入封緘の効率を上げる。
郵便カスタマバーコードが窓から確実に見えるように。

実績なし 実装あり

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

55

96_帳票レイアウト_医療
券送付書_20241017_01

送付枚数 機能修正 送付枚数を送付件数にしてほしい。 この送付枚数は送付書の枚数が表示されるものなの
か、受給者の件数なのか、同封されている書類の枚
数なのかわかりづらいので、受給者の件数とわかるよ
うにしてほしい。

実績なし 実装なし

検討対象

意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。
（医療券の枚数だと想定しています）

反映しない 非論点

56

106_帳票詳細要件_調
剤券送付書
_20241017_01

送付枚数 機能修正 送付枚数を送付件数にしてほしい。 この送付枚数は送付書の枚数が表示されるものなの
か、受給者の件数なのか、同封されている書類の枚
数なのかわかりづらいので、受給者の件数とわかるよ
うにしてほしい。

実績なし 実装なし

検討対象

意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。
（調剤券の枚数だと想定しています）

反映しない 非論点



57

98_帳票レイアウト_医療
券連名簿（連名医療
券）_20241017_01

受給者番号 機能修正 受給者番号等の表示列の数を送付書の表示列の数
に合わせてほしい。

連名簿が８列、送付書が９列の表示となっているの
で、列数を合わすことでチェックがしやすい。できれば
１０列づつにしていただくと数も合わせやすいので助か
ります。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

58

105_帳票レイアウト_調
剤券連名簿（連名調剤
券）20241017_01

受給者番号 機能修正 受給者番号等の表示列の数を送付書の表示列の数
に合わせてほしい。

連名簿が８列、送付書が９列の表示となっているの
で、列数を合わすことでチェックがしやすい。できれば
１０列づつにしていただくと数も合わせやすいので助か
ります。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

59

138_帳票レイアウト_生
活保護法介護券送付
書_20241017_01

送付文書 機能修正 郵便カスタマバーコードが窓あき封筒に見えるように、
帳票の折り目の印を印字してほしい。（長形４０を想
定）

封入封緘の効率を上げる。
郵便カスタマバーコードが窓から確実に見えるように。

実績なし 実装あり

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点

60

138_帳票レイアウト_生
活保護法介護券送付
書_20241017_01

送付枚数 機能修正 送付枚数を送付件数にしてほしい。 この送付枚数は送付書の枚数が表示されるものなの
か、受給者の件数なのか、同封されている書類の枚
数なのかわかりづらいので、受給者の件数とわかるよ
うにしてほしい。

実績なし 実装なし

検討対象

意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。
（介護券の枚数だと想定しています）

反映しない 非論点

61

137_帳票レイアウト_介
護券連名簿（連名介護
券)_20241017_01

受給者番号 機能修正 受給者番号等の表示列の数を送付書の表示列の数
に合わせてほしい。

連名簿が８列、送付書が９列の表示となっているの
で、列数を合わすことでチェックがしやすい。できれば
１０列づつにしていただくと数も合わせやすいので助か
ります。

実績なし 実装なし

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイ
ズ要望と想定しておりますので、帳票レイアウトの
修正は行わない想定です。

反映しない 非論点



生活保護システム
機能・帳票要件（第2.1版）

No
②テーマ
記入必須

③該当箇所
記入必須

④意見のカテ
ゴリ

記入必須

⑤ご意見等内容
記入必須

⑥ご意見等の理由・経緯
記入必須

⑦解釈案・代替案
（修正後の要件文案）

⑧過去意見照会における意見
実績

記入必須

⑨貴自治体における現行シス
テムでの実装有無

記入必須
⑩意見根拠（法令・通知等） 検討分類 検討方針詳細 修正後の機能要件（案） 標準仕様書への反映 論点化

1

本編 ２．帳票詳細要件
⑧システムから印字する各項目
の文字数は、デジタル庁で定め
るデータ要件のデータ項目の桁
数が最大となる。機能・帳票要件
に個別に定める場合を除き、印
字枠に収まらない文字数の場合
は、印字枠に収まるように文字
サイズを縮小や改行をして印字
すること。

その他 データ項目の桁数は基本データリストの桁数を印字する事を求め
られておりますが、提示されている帳票レイアウトでは到底印字で
きる領域が確保されていません。
「機能・帳票要件に個別に定める場合を除き」という記載の範囲
は、提示されている帳票レイアウトも含まれるという事でよろしいで
しょうか。
仮に基本データリストがN(100)であっても帳票レイアウトの項目が
１０文字程度しか印字できなければ、その文字数で良いということ
でよろしいでしょうか。

「印字枠に収まらない文字数の場合は、印字枠に収まるよう
に文字サイズを縮小や改行をして印字すること。」ということ
が記載されており、項目内に縮小して印字した場合、とても
読み取りのできる記載にはなりません。

「印字枠に収まらない文字数の場合は、印字枠に収まるよう
に文字サイズを縮小や改行をして印字すること。」という記載
は削除すべきではないでしょうか。
あるいは印字領域を確保した帳票設計、あるいは帳票設計に
沿ったデータリストの項目長としていただきたい。

実績なし 実装なし

検討対象

・帳票要件における「機能・帳票要件に個別に定める場合を除き」とい
う記載の範囲は、提示されている帳票レイアウトも含まれることを想
定しております。
・基本データリストに定めている桁数について、実際の帳票印刷の際
には、文字サイズを縮小するなどして印字枠に収まるように印字頂く
ことを想定しております。

反映しない 非論点

2

機能要件 機能要件内の「一括または個別
に登録ができること」等にの解釈
について。

その他 機能要件内の「一括または個別に登録ができること」等における
「または」の解釈について、「一括」か「個別」かのいずれを採用す
るかは、開発ベンダーに委ねられるのか。
この場合、大規模自治体のある業務がその性質上、一括処理に
依らなければ極めて非効率となるとして、調達しようとするベン
ダーが「個別処理」のみを採用していたとき、自治体の選択の幅
が狭まるのではないか。
「一括」または「個別」の選択については、ユーザー側がいずれか
を選択できるように実装すべきと考えるが、いかがか。

（例）旧機能ID：0211424
（介護保険料）
・介護保険料加算・控除については、年度の期別賦課額を介護保
険システムから連携したデータをもとに一括または個別に登録・修
正・削除・照会を可能とし、自動で金額変更が行えること。

解釈がわからず、適合基準を満たすか判断ができないた
め。

実績あり（第1回、第2回、第3
回、第4回）

実装なし

検討対象

機能要件として、「一括または個別に登録できること」と定義している
ものについて、具体的なシステムの実装方法を標準仕様書において
定義する想定はありません。
一括での登録を機能として求める場合は、一括登録が可能な事業者
を調達候補として探して頂くことを想定しております。

反映しない 非論点

3

機能要件 機能要件内の「自動で金額変更
が行えること」等における「自動」
が及ぶ範囲について。

その他 機能要件内の「自動で金額変更が行えること」等における「自動」
が及ぶ範囲が不明確である。
例えば以下の機能要件において、一括処理の準備として、個別に
入力作業が必要となる場合、これは「自動」と評価できるのか。
「介護保険システムから連携したデータ」をもとに自動で金額変更
できないと要件を満たしたことにならないと考えるがいかがか。

（例）旧機能ID：0211424
（介護保険料）
・介護保険料加算・控除については、年度の期別賦課額を介護保
険システムから連携したデータをもとに一括または個別に登録・修
正・削除・照会を可能とし、自動で金額変更が行えること。

解釈がわからず、適合基準を満たすか判断ができないた
め。

実績あり（第1回、第2回、第3
回、第4回）

実装なし

検討対象

機能要件として、「自動で金額変更が行えること」と定義しているもの
について、具体的なシステムの実装方法を標準仕様書において定義
する想定はありません。
記載頂いた「介護保険システムから連携したデータをもとに自動で金
額変更できること」を次期システムにおいて要望している場合は、要
望事項を満たす事業者を調達候補として探して頂くことを想定してお
ります。

反映しない 非論点

4

機能要件 「EＵＣ機能等により確認できるこ
と」の「等」の解釈について

その他 機能要件内の「各事業の対象者及び関係者の異動者及び異動内
容をＥＵＣ機能等により確認できること」等における「EUC機能等」
の「等」の解釈が不明確である。これには、ユーザー側で加工する
ことができないPDF形式のリスト（一覧、個票を問わない）を含むの
か。

例：旧機能ID：0210830
介護保険システムに、介護資格認定情報と介護保険料情報を照
会できること。

※1 共通基盤等との連携を含む
※2 データの参照、取り込み（サブセット化）は問わず、本システム
で利用できること
※3 連携頻度は日次・月次等とする
※4 各事業の対象者及び関係者の異動者及び異動内容をＥＵＣ
機能等により確認できること

解釈がわからず、適合基準を満たすか判断ができないた
め。

実績あり（第1回、第2回、第3
回、第4回）

実装なし

検討対象

地方公共団体情報システム共通機能標準仕様書【第2 4 版】におい
て、EUC機能について以下のように記載がございます。

「EUC 機能とは、システムの利用者である職員自身が表計算ソフト等
を用いて情報を活用するために標準準拠システムのデータを抽出、
分析、加工、出力する機能である。」

地方公共団体情報システム共通機能標準仕様書【第2 4 版】はデジタ
ル庁が発出しており、EUC機能の定義はデジタル庁において定めて
おりますので、デジタル庁にもご確認ください。

反映しない 非論点

5

その他 機能・帳票要件 その他 マイナンバーカード未保有の受給者への対応も踏まえ、生活保護
受給者証については、標準化以降も紙媒体での使用が可能として
いただきたいです。

受給者証の取り扱いが確認できなかったため。 実績なし 実装あり

検討対象

生活保護受給証明書については、外部帳票として定義しているため、
標準化後も帳票として紙出力を行うことが出来ると想定していいま
す。
（機能要件 機能ID:02100127）

反映しない 非論点

6

帳票一覧 帳票ID：0210037 保護決定通知
書

機能追加 保護決定通知書に葉書様式のレイアウトを追加願いたい。 保護決定通知書について、本市では圧着化葉書にて送付
し、誤配送の防止や封入封緘事務の削減を行っているた
め。

保護決定通知書（はがき様式） 実績なし 実装あり

検討対象
ご意見を踏まえると、葉書様式は一部自治体の独自運用と想定され
るため、様式の追加定義は行わない想定です。

反映しない 非論点

7

５．経理 機能
名称「未返納
者の把握・未
返納データの
登録」におけ
る住宅扶助代
理納付の戻入
について

機能ID:0210657 機能追加 住宅扶助代理納付で家主に支給した住宅扶助費について、戻入
が発生した場合には家主に対する戻入登録が可能とするよう、明
記願いたい。

住宅扶助の代理納付の戻入は生活保護の運用上必要な機
能であるため。

住宅扶助代理納付の支給を行った家主に対する戻入登録が
できること。

実績なし 実装あり 生活保護法第37の２

検討対象

住宅費の家主への代理納付については、支払義務を有している被保
護者の代わりに福祉事務所が家主に住宅費を支払うものであるた
め、住宅費の戻入が発生する場合は、家主から家賃の債務者である
被保護者に住宅費の戻入が行われ、その後に被保護者から福祉事
務所に対して住宅費が戻入されることが望ましいと想定しておりま
す。
住宅費の戻入において、被保護者を経由することは余計な手続きを
生じていることも認識しておりますが、福祉事務所はあくまで代理で支
払っているにすぎないため、支払った住宅費の戻入を直接受け取るこ
とは支払いにおける法的関係性から難しいものと想定しております。
よって、機能要件は追加しないことを想定しております。

反映しない 非論点

8

帳票レイアウ
ト

01 家賃・間代・地代証明書 その他 解約返戻金及び火災保険料の有無及び金額欄を追加 家賃等把握の基本情報。 敷金欄に解約返戻金の有無及び金額欄を追加してほしい。
備考に火災保険料の有無及び金額を記入できるように例示し
てほしい。

実績なし 実装なし 実施要領

検討対象
解約返戻金や火災保険料については、帳票の備考欄を使用いただく
ことを想定しています。

反映しない 非論点

9

帳票レイアウ
ト

02 給与証明書 その他 賞与及び労働組合費の有無及び金額欄を追加 給与収入等把握の基本情報。 賞与：月額を給与額の項目追加
労働組合費：控除額欄の項目に追加

実績なし 実装なし 実施要領

検討対象
賞与および労働組合費等は、帳票の摘要欄などを使用いただくことを
想定しています。

反映しない 非論点

10

帳票レイアウ
ト

06 収入申告書 その他 世帯員ごとの収入がわかるようにしてほしい。 ２ 恩給・年金等による収入欄が世帯員ごとのになっている
ので。
３仕送り、４その他収入も可能であれば記入欄を設けてほし
い。

世帯員氏名の記入欄を追加。 実績なし 実装なし 実施要領

検討対象
ご意見について把握いたしましたが、独自の運用に基づく要望か、複
数自治体に共通する要望なのか判断が難しいため、次版以降の改定
において検討を行います。

反映しない 非論点

11

帳票レイアウ
ト

09 葬祭扶助申請書 その他 死者の氏名欄が【溶け込み】別紙５－A帳票レイアウトでは、被保
護者氏名となっているが、被保護者でない場合がある。

死者が被保護者と限らないため。 死者の氏名に変更。 実績なし 実装なし

検討対象 ご意見を踏まえて、帳票の項目を変更いたします。
帳票「09_葬祭扶助申請書」のシステム印字項目
「被保護者氏名」を「氏名」に変更します。

反映済み 非論点

12

帳票レイアウ
ト

12 保護申請書 その他 世帯員氏名の読み方がわからない。 個人情報（基本情報）把握のため。 家族の状況の氏名欄にふりがな記入欄を追加 実績なし 実装なし

検討対象
氏名の読み方が分からない場合は、申請時に口頭で確認する、もしく
は括弧書きなどで補足情報を記載する運用を想定しております。

反映しない 非論点

13

帳票レイアウ
ト

13 面接記録票 その他 世帯の最低生活費の大枠を把握したい。 医療費、介護サービス費がわからない。 医療費、介護サービス料の有無及び金額欄追加。 実績なし 実装なし

検討対象
面接時において、医療費や介護サービス費を確認する場合は、帳票
の備考欄に記載頂く運用を想定しております。

反映しない 非論点

14

帳票レイアウ
ト

15 検診依頼書 機能修正 宛先氏名を医療機関名へ 実装済み 実績なし 実装あり

検討対象

記載頂いた理由から、自治体の独自運用なのか、複数の自治体に共
通する要望なのかが判断できません。
宛先氏名について、帳票印刷の段階で医療機関名を印字頂く想定で
すので、運用上は特に問題はない想定です。

反映しない 非論点



15

帳票レイアウ
ト

16 検診書 機能修正 3診療の要否、診察の方法等に関する意見のところで「稼働能力
の有無」を入れてほしい。

実装済み 実績なし 実装あり

検討対象
稼働能力の有無については、該当帳票の「3 診療の要否、診療の方
法等に関する意見」に記載頂く運用を現時点で想定しております。

反映しない 非論点

16

帳票レイアウ
ト

17 検診命令書 機能削除 3検診を行う医療機関の名称で担当医師名は不要。 確実に担当医師が検診するとは限らない 実績なし 実装なし

検討対象
担当医師名については、印字有無を選択できるようになっているた
め、不要な場合は印字しないことも可能となっております。

反映しない 非論点

17

帳票レイアウ
ト

40 扶養届書 機能追加 精神的支援と経済的援助の順番を変えてほしい、 「3私の世帯について」のところで（１）家族構成、収入等の状
況の①税法上の扶養控除を受けている物の氏名の欄を設
けてほしい、②会社等から家族手当を受けているものの氏
名の欄を設けてほしい

実績なし 実装なし

検討対象
意見の内容について、必要性が判断できないため、項目の順番変更
は行わない想定です。

反映しない 非論点

18

帳票レイアウ
ト

156.生活保護法第63条返還金
決定通知書

機能追加 問い合わせ先の担当員「地区担当員名」について、ブランクも可
能とする機能を追加

・現状、同通知をワードで作成しており、通知書に担当員名
を記載していない。福祉事務所として発行しており、発行時
点での担当者名を記載することで、その後の個人的な訴え
にもつながりかねないため。

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見から、地区担当員個人への訴えを防止するという点について
は、複数に自治体においても望ましい観点と認識しました。
地区担当員名について、印字有無が選択できるように印字編集条件
を修正いたします。

帳票「156.生活保護法第63条返還金決定通知
書」のシステム印字項目「地区担当員名」につい
て印字有無が可能内容に印字編集条件を修正す
る。

反映する 非論点

19

帳票レイアウ
ト

157 77条徴収金決定通知書 機能修正 問い合わせ先の担当員「地区担当員名」について、ブランクも可
能とする機能を追加

・現状、同通知をワードで作成しており、通知書に担当員名
を記載していない。福祉事務所として発行しており、発行時
点での担当者名を記載することで、その後の個人的な訴え
にもつながりかねないため。

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見から、地区担当員個人への訴えを防止するという点について
は、複数に自治体においても望ましい観点と認識しました。
地区担当員名について、印字有無が選択できるように印字編集条件
を修正いたします。

帳票「157 77条徴収金決定通知書」のシステム
印字項目「地区担当員名」について印字有無が
可能内容に印字編集条件を修正する。

反映する 非論点

20

帳票レイアウ
ト 158 77条の２徴収金決定通知

書

機能修正 問い合わせ先の担当員「地区担当員名」について、ブランクも可
能とする機能を追加

・現状、同通知をワードで作成しており、通知書に担当員名
を記載していない。福祉事務所として発行しており、発行時
点での担当者名を記載することで、その後の個人的な訴え
にもつながりかねないため。

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見から、地区担当員個人への訴えを防止するという点について
は、複数に自治体においても望ましい観点と認識しました。
地区担当員名について、印字有無が選択できるように印字編集条件
を修正いたします。

帳票「158 77条の２徴収金決定通知書」のシステ
ム印字項目「地区担当員名」について印字有無が
可能内容に印字編集条件を修正する。

反映する 非論点

21

帳票レイアウ
ト

159 78条徴収金決定通知書 機能修正 問い合わせ先の担当員「地区担当員名」について、ブランクも可
能とする機能を追加

・現状、同通知をワードで作成しており、通知書に担当員名
を記載していない。福祉事務所として発行しており、発行時
点での担当者名を記載することで、その後の個人的な訴え
にもつながりかねないため。

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見から、地区担当員個人への訴えを防止するという点について
は、複数に自治体においても望ましい観点と認識しました。
地区担当員名について、印字有無が選択できるように印字編集条件
を修正いたします。

帳票「159 78条徴収金決定通知書」のシステム
印字項目「地区担当員名」について印字有無が
可能内容に印字編集条件を修正する。

反映する 非論点

22

帳票レイアウ
ト

181 27条指導指示書 機能修正 右上の「発行者氏名」について「印字有無が選択できる」機能を追
加

・現状、同通知をワードで作成しており、通知書に発行者個
人名を記載していない。福祉事務所として発行しており、発
行時点での個人名を記載することで、その後の個人的な訴
えにもつながりかねないため。

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見から、職員個人への訴えを防止するという点については、複数
に自治体においても望ましい観点と認識しました。
発行者氏名について、印字有無が選択できるように印字編集条件を
修正いたします。

帳票「181 27条指導指示書」のシステム印字項
目「発行者氏名」について印字有無が可能内容に
印字編集条件を修正する。

反映する 非論点

23

帳票レイアウ
ト

181 27条指導指示書 機能修正 問い合わせ先の担当員「地区担当員名」について、ブランクも可
能とする機能を追加

・現状、同通知をワードで作成しており、通知書に担当員名
を記載していない。福祉事務所として発行しており、発行時
点での担当者名を記載することで、その後の個人的な訴え
にもつながりかねないため。

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見から、地区担当員個人への訴えを防止するという点について
は、複数に自治体においても望ましい観点と認識しました。
地区担当員名について、印字有無が選択できるように印字編集条件
を修正いたします。

帳票「181 27条指導指示書」のシステム印字項
目「地区担当員名」について印字有無が可能内
容に印字編集条件を修正する。

反映する 非論点

24

帳票レイアウ
ト

78.個人票A その他 受給者番号の記載を削除 以前はあったが改正により受給者番号は記載しないことと
なったことから、削除が必要

実績なし 実装なし

検討対象
改正内容が把握できないため、意見について反映要否と反映内容を
検討できません。

反映しない 非論点

25

帳票レイアウ
ト

88.医療要否意見書 その他 ・稼働能力の有無・程度について項目追加
・他法承認状況について項目追加

・現状能力の程度を「不能、重労働、中労働、軽労働」をオ
プションで追加しているが、稼働能力の判断に必要
・現状「区別・番号・機関等」オプションで追加しているが、他
法活用状況の把握に必要

実績なし 実装なし

検討対象

稼働能力については、帳票の「主要症状及び今後の診療見込」の項
目等を使用いただくことを想定しております。
医療要否意見書を用いて他法確認を行う運用は、自治体独自の運
用・カスタマイズ要望と想定しております。

反映しない 非論点

26

機能要件 機能ID：0211568 その他 レセプト管理システムから生活保護システムに取込を行うとされて
いる「レセプト点検情報」について、021_生活保護_機能別連携仕
様【第3.0版】ならびに035_レセプト管理（生活保護）_機能別連携仕
様【第2.0版】にて、連携ID：035o007の連携IDが追加されています
が、連携レイアウトに関する記載がありません。連携ID：035o007
について、どのようなレイアウトになるか明記をお願いします。

連携レイアウトが不明であるため。

検討対象

提供元であるレセプト管理システムにおいて「レセプト点検情報」の提
供にあたる機能要件がないため、機能要件を追加します。
機能を追加した上で、データ要件・連携要件の整備について、デジタ
ル庁と調整いたします。

以下の機能要件をレセプト管理システムに追加
する。
「生活保護システムにレセプト点検情報を提供で
きること」

反映済み 非論点

27

機能要件 返還金・債権管理 機能追加 債権管理に関しては現在の滞納管理システムと同等の機能を新
システムにおいても追加してもらいたい。

生活保護返還金等の債権管理については、滞納管理シス
テムを利用しているため。また、当市では延滞金を徴収して
いることもあり、その機能も追加してもらいたい。

実績なし 実装なし

検討対象
現在の滞納管理システムがどのようなシステムか判断できないため、
追加すべき機能要件の内容について把握できません。

反映しない 非論点

28

本編 「２．帳票詳細要件」⑧システム
から印字する各項目の文字数
は、デジタル庁で定めるデータ要
件のデータ項目の桁数が最大と
なる。機能・帳票要件に個別に
定める場合を除き、印字枠に収
まらない文字数の場合は、印字
枠に収まるように文字サイズを
縮小や改行をして印字すること。

その他 データ要件に定めている桁数と帳票にて印字できる桁数の整合性
が取れていないため、帳票に縮小した際に文字サイズが見えない
または文字がかぶってしまうため、現実的にデータ項目数の最大
数を印字するのは難しいと思いますので、現実的に基本データリ
ストの内の桁数を見直すか様式ではまる文字数を提示いただきた
い。

29条調査内の調査事項などについては、2000文字で定義さ
れており、
2000文字が印字できる幅が確保されていない。
基本データリストで2000文字にした根拠があれば提示いた
だきたい。（印字に関係なく、2000文字で定義されているが
53項目ありますので、その内印字に使用する項目について
精査をお願いしたい。）

データ要件の桁数を現実的に必要な桁数への見直しか、基
本データリストの桁の縮小が難しい場合は、帳票に印字可能
な文字数を定義いただきたい。

実績なし 実装なし 標準仕様書上の問題であるた
め、法令根拠はありません。

検討対象

データ要件・連携要件の基本データリストに定義されている各データ
項目の桁数は、項目が保有できる最大の文字数として設定しておりま
す。
・様式に印字できる最大文字数は標準仕様書では定義しない想定で
す。文字数に応じて、文字サイズを縮小頂き、帳票を出力頂く想定で
す。
また、基本データリストにおける桁数は最大値を規定しているため、
各自治体の運用等にあわせてご使用いただくことを想定しています。
一方で、一部帳票レイアウトを鑑み過剰と思われる項目も見受けられ
ます。
現在、事業者より、一部帳票への対応項目が不足している旨のご意
見もいただいてるため、各帳票に対応する項目の整理とあわせ、検
討を進めてまいります。

反映しない 非論点

29

帳票一覧 全般 その他 今回帳票一覧に対して適合基準日を追加されていると思います
が、機能要件にて、内部帳票は画面確認にした内容については、
帳票一覧から削除または用紙サイズなどの指定は不要ではない
でしょうか。

レイアウト提示されない帳票についてはサイズ指定は不要
ではないでしょうか。画面と帳票とは別ものだと認識しており
ます。

帳票一覧の内部帳票にてレイアウトを定めないものに関して、
サイズを削除する。

実績なし 実装なし 標準仕様書上の問題であるた
め、法令根拠はありません。

検討対象

ご意見を踏まえて、帳票一覧において内部帳票と定義している帳票
について用紙サイズの記載を削除いたします。
また、帳票一覧においては生活保護業務を行うために必要な帳票
（外部帳票・内部帳票）を定義しております。一部の内部帳票は紙出
力も想定しており、画面確認を行う内部帳票についても引き続き記載
をすることが、自治体とシステム開発事業者相互の理解促進に必要
と想定しておりますので、削除は行わない想定です。

帳票一覧において、システムの画面で確認する
内部帳票からは用紙サイズの記載を削除する。

反映する 非論点

30

帳票詳細要件 全般 その他 今回詳細要件としてページ番号が付与されている様式が増えてい
るが、ページ番号の付番としては、通番での印字で良いのかどう
か印字条件を明確化していただきたい。

通番なのか機関毎の連番なのか用途に応じて番号付番方
法が異なるため、
どのような番号付番が良いのか定めていただきたい。

ページ番号の印字条件として様式毎に通番なのか機関毎の
通番なのか明示する。

実績なし 実装なし 標準仕様書上の問題であるた
め、法令根拠はありません。

検討対象

機関ごとの連番ではなく、印刷時における帳票間の通番を想定してお
ります。
（※機関ごとの連番とは、福祉事務所において印刷した帳票を一意に
特定するための管理番号として活用するものと想定しております。）

ページ番号については、以下の場合に活用することを想定しておりま
す。
・複数枚の帳票の一括出力時
（複数枚の一括印刷においては、引抜対象や印刷漏れなどを把握す
るために、複数枚の帳票における通番として活用いただく想定です。）
・印字項目が複数あり、文字数が多くて1枚に印刷しきれず複数枚印
刷した場合
（１枚に印刷しきれない帳票を2枚に亘って印刷場合については、印
刷物の順番把握のために活用していただく想定です）

各帳票の印字編集条件において、ページ番号の
記載を以下の文言を追加する。
・印刷時における帳票間の通番を印字する

反映する 非論点



31

15.検診依頼
書

記事 その他 記事の意味がわからないため、別の言葉に修正していただきたい
です。

記事が何を指しているかがわからないため ※記事が何を表しているかわからないため、案が出せませ
ん。

実績なし 実装なし なし

検討対象
ご意見については、帳票の「16_検診書」に記載されているシステム印
字項目「記事」については地区担当員からの特記事項として用意をし
ております。

帳票の「記事」を「特記事項」に変更する。 反映する 非論点

32

15.検診依頼
書

３ 診療の要否、診療の方法等に
関する意見

機能修正 現在の診療の要否、診療の方法等に関する意見の中身では記入
内容がばらばらになるため、項目を詳細に設定すべき

項目のみで知りたい内容について項目がないため、傷病
名、病状、治療の要否（入院治療を要する、外来治療を要
する、治療方針等の意見、稼働能力の有無という項目が必
要であると考える。

傷病名、病状、治療の要否（入院治療を要する、外来治療を
要する、治療方針等の意見、稼働能力の有無という項目を作
ること

実績あり（第1回） 実装あり なし

検討対象

ご意見に対応する場合は、帳票のレイアウトに関する大幅な修正が
必要と想定されます。
帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要であるため、次版以降の改定において、帳票のレイ
アウト修正の必要性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

33

帳票レイアウ
ト

給付要否意見書(傷病届)移送、
給付要否意見書(傷病届)移送
(継続用)、
給付要否意見書(知材・施術)

機能追加 左記帳票については、標準仕様になく、塩尻市独自のレイアウト
を使用しているので、標準レイアウトに追加していただきたい。

左記帳票については、医療機関からの必要な帳票であるの
で追加してもらいたい。

実績なし 実装あり

検討対象
特定自治体の独自帳票については、標準仕様書に追加を行わない
方針となっております。

反映しない 非論点

34

機能要件 保護決定処理
（旧機能ID:0211323）

機能修正 児童養育加算の経過的加算について、児童手当システムの子の
人数を参照し、自動で設定・削除できるようにしてほしい。

令和6年10月から、児童手当制度の改正に併せて、児童養
育加算の経過的加算における子のカウント方法が保護世帯
の子の人数のカウントから、児童手当における子の人数を
カウントするよう改められたため。

【修正後の要件文案】
（世帯員の年齢、就学状況）
・進級・卒業の自動認定が行えること。
・２０歳未満控除については年齢による自動解除が行われる
こと。
・教育扶助該当者でない場合も、保育所、幼稚園、高等学校
の入力ができること。また、マスター
登録がされていない場合でも手入力で登録することができるこ
と。
・児童養育加算・母子加算について、児童とその養育に当た
る者の関係、児童の年齢・人数、級
地に応じて自動計算、解除が行えること。
・生活扶助、母子加算、児童養育加算の経過的加算が自動で
設定・削除できること。
・児童養育加算の経過的加算が、児童手当システムの子の
情報を参照し自動で設定・削除できること。

実績なし 実装なし 令和6年9月26日厚生労働省社
会・援護局保護課通知（子ども・
子育て支援法等の一部を改正す
る法律による児童手当法の改正
の施行に伴う生活保護制度にお
ける留意事項について）

検討対象
現行の機能要件で児童養育加算の経過的加算は設定・削除できるも
のと認識しております。

反映しない 非論点

35

機能要件 保護決定処理 機能追加 児童手当の収入認定除外額について、児童手当システムの子の
人数を参照し、自動で計算、システムに反映するようにしてほし
い。

令和6年10月から、児童手当制度が改正され、第3子以降に
支給される児童手当の額の一部を収入認定除外する取扱
いとなったため。

児童手当システムの受給資格情報、受給情報、子の情報を
参照し、自動で収入認定額・収入認定除外額を設定・削除で
きること。

実績なし 実装なし 令和6年9月26日厚生労働省社
会・援護局保護課通知（子ども・
子育て支援法等の一部を改正す
る法律による児童手当法の改正
の施行に伴う生活保護制度にお
ける留意事項について）

検討対象

機能：0211250によって、収入認定除外額についても計算が可能と認
識しております。
自動で計算しシステムに反映する機能は、特定自治体にとっての便
利機能と想定しておりますので、機能要件の追加は行わない想定で
す。

反映しない 非論点

36

帳票レイアウ
ト

帳票名：50.保護決定調書 機能追加 世帯員ごとの生年月日を表示していただきたい。 「「生年月日」は支給可否を判断する項目にはならないもの
と認識しておりますので、追加は不要と想定しております。」
とされ、仕様書に反映しないとされたが、決定調書上で生年
月日を記載することで、各加算の変更や年金を始めとした
各給付の対象となるかの判断材料となることから、事務を適
切かつ円滑に行うため記載いただきたい。

帳票レイアウト上に世帯員ごとの生年月日を記載 実績あり（第4回） 実装あり

検討対象
各世帯員の生年月日については、システムで把握することで十分で
あると想定しているため、保護決定調書上においては、必ずしも必要
な項目ではないと想定しております。

反映しない 非論点

37

機能要件 保護決定 機能追加 過支給が発生した場合については、返納、収入充当など選択で対
応できること。また、過支給の取り扱いについては、複数選択がで
きること。

例えば過支給が発生した受給世帯に本人支払額があり、そ
れに充当しきれない場合、「本人支払額に充てる」に加え、
「返納する」等複数選択を行わなければ残額が浮いてしまう
ため。

実績なし 実装あり

検討対象
機能要件の機能ID：0211395において対応済みの意見という認識で
す。

反映しない 非論点

38

機能要件 医療扶助 機能追加 以下の情報を医療扶助登録上の画面において確認できること。
・生活保護開始年月日
・生活保護廃止年月日
・生活保護廃止年月日

医療券発行業務において、エラーメッセージ以前に医療扶
助登録前に確認出来ることで業務効率が上がり、担当ＣＷ
以外が発券する際も大きな判断材料となるため。

実績なし 実装あり

検討対象
記載内容から画面要件の定義に関するご意見と認識しました。
画面要件については、標準仕様書において定めることはせずに、事
業者の創意工夫に委ねる部分と認識しております。

反映しない 非論点

39

機能要件 医療扶助 機能追加 医療扶助申請中のケースに関して、新規要否意見書、傷病届の
発行が可能で、即時発行も可能であること。

申請中の世帯主等の受診状況により発行する必要性があ
るため。

実績なし 実装あり 生活保護手帳 2024年度版
P482
第３ 医療扶助実施方式 １ 医療
扶助の申請（３）要否意見書の発
行 ア

検討対象

機能要件において、医療要否意見書の作成タイミングは機能ID：
0211738において設定が可能と認識しております。
また、傷病届の発行についてはシステムの実装方法によるものと想
定しております。
貴自治体において傷病届が必要なタイミングで出力できるパッケージ
システムを探して調達を行って頂ければと思います。

反映しない 非論点
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機能要件 医療扶助 機能追加 ・医療扶助に係る一括処理ができること。
・指定した条件で抽出し指定した医療扶助を一括で廃止処理及び
継続処理ができること。

病院の指定医療機関の廃止の際や、医療券継続処理に必
要であるため。
ＩＤ：0211048において介護扶助に係る一括処理があり、医
療扶助においても必要である。

実績なし 実装あり

検討対象
ご意見の内容について、介護扶助と一定程度同じ機能が実装できる
ことが望ましいと判断したため、機能の追加を検討します。

以下の機能要件を追加します。
・医療扶助に係る一括処理ができること。
・指定した条件で抽出した医療扶助について、一
括で廃止処理及び継続処理ができること。

反映する 非論点

41

機能要件 機能ID:0210762（収納消込） 実装区分変更 全ての自治体で実装必須機能にしていただきたいです。 今後、DXを進めるためにも収納消込の自動化は必須である
と考えるため

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能要件の実
装区分については、2.1版改定時において変更する予定はございませ
ん。 反映しない 非論点

42

機能要件 機能ID:0210763（収納消込） 実装区分変更 全ての自治体で実装必須機能にしていただきたいです。 今後、DXを進めるためにも収納消込の自動化は必須である
と考えるため

実績なし 実装あり

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能要件の実
装区分については、2.1版改定時において変更する予定はございませ
ん。 反映しない 非論点

43

機能要件 機能ID:0210769（収納消込） 実装区分変更 全ての自治体で実装必須機能にしていただきたいです。 今後、DXを進めるためにも収納消込の自動化は必須である
と考えるため

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能要件の実
装区分については、2.1版改定時において変更する予定はございませ
ん。 反映しない 非論点

44

機能要件 機能ID:0210770（収納消込） 実装区分変更 全ての自治体で実装必須機能にしていただきたいです。 今後、DXを進めるためにも収納消込の自動化は必須である
と考えるため

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能要件の実
装区分については、2.1版改定時において変更する予定はございませ
ん。

反映しない 非論点

45

機能要件 機能ID:0211191（収納消込） 実装区分変更 全ての自治体で実装必須機能にしていただきたいです。 今後、DXを進めるためにも収納消込の自動化は必須である
と考えるため

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能要件の実
装区分については、2.1版改定時において変更する予定はございませ
ん。 反映しない 非論点

46

機能要件 機能ID:0210762（収納消込） 機能追加 機能要件で一括消込ができることとありますが、分割調定の債権
について一括消込をする際は民法第488条（法定充当）や各市の
出納整理期間を反映した調定年度へ自動充当する機能を実装し
ていただきたいです。

本市が契約予定のベンダが実装する機能は、民法第488条
（法定充当）や出納整理期間の充当のルールに従っており
ません。改善を依頼していますが、仕様書に記載がないた
め、断られています。

以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
-債権の消込情報
・債権の一括消込ができること。
※自治体ごとの会計年度の考え方に合致するように収納でき
ること。
※民法第488条（法定充当）のとおり、一番古い弁済期から充
当できるようにすること。
【管理項目】
・納付方法
・債権番号
・納付年月
・納付金額
・納付予定年月
・納付予定金額
・領収日（債務者が払った日）
・収入日（役所にお金が入った日）
・延滞金額
・遅延損害金額

実績なし 実績なし 民法第488条（法定充当）

検討対象

標準仕様書の機能として、一括消込機能を定義しておりますが、具体
的な消込のルールなどのシステムの実装方法は標準仕様書で定義し
ない想定です。
システム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実装方法を
調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID:0210763（収納消込） 機能追加 機能要件で一括消込ができることとありますが、分割調定の債権
について一括消込をする際は民法第488条（法定充当）や各市の
出納整理期間を反映した調定年度へ自動充当する機能を実装し
ていただきたいです。

本市が契約予定のベンダが実装する機能は、民法第488条
（法定充当）や出納整理期間の充当のルールに従っており
ません。改善を依頼していますが、仕様書に記載がないた
め、断られています。

代理納付登録をした債権を一括または個別に収納消込できる
こと。
※自治体ごとの会計年度の考え方に合致するように収納でき
ること。
※民法第488条（法定充当）のとおり、一番古い弁済期から充
当できるようにすること。

実績なし 実装あり 民法第488条（法定充当）

検討対象

標準仕様書の機能として、一括消込機能を定義しておりますが、具体
的な消込のルールなどのシステムの実装方法は標準仕様書で定義し
ない想定です。
システム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実装方法を
調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID:0210769（収納消込） 機能追加 機能要件で自動充当ができることとありますが、各市町村の会計
年度の考え方に合致するように自動充当する機能を実装していた
だきたいです。また、分割調定の債権については、民法第488条
（法定充当）にのとおり一番古い弁済期から充当できるよう規定し
ていただきたいです。

本市が契約予定のベンダが実装する機能は、民法第488条
（法定充当）や出納整理期間の充当のルールに従っており
ません。改善を依頼していますが、仕様書に記載がないた
め、断られています。

連携先金融機関から受領した口座振替結果データを取り込
み、収納消込が可能なこと。
※自治体ごとの会計年度の考え方に合致するように収納でき
ること。
※民法第488条（法定充当）のとおり、一番古い弁済期から充
当できるようにすること。

実績なし 実績なし 民法第488条（法定充当）

検討対象

標準仕様書の機能として、取り込み、収納消込機能を定義しておりま
すが、具体的な消込のルールなどのシステムの実装方法は標準仕様
書で定義しない想定です。
システム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実装方法を
調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID:0210770（収納消込） 機能追加 機能要件で一括消込ができることとありますが、分割調定の債権
について一括消込をする際は民法第488条（法定充当）や各市の
出納整理期間を反映した調定年度へ自動充当する機能を実装し
ていただきたいです。

本市が契約予定のベンダが実装する機能は、民法第488条
（法定充当）や出納整理期間の充当のルールに従っており
ません。改善を依頼していますが、仕様書に記載がないた
め、断られています。

公金収納サービスから取り込んだ窓口納付データにより一括
で収納消込できること。
※自治体ごとの会計年度の考え方に合致するように収納でき
ること。
※民法第488条（法定充当）のとおり、一番古い弁済期から充
当できるようにすること。

実績なし 実績なし 民法第488条（法定充当）

検討対象

標準仕様書の機能として、一括消込機能を定義しておりますが、具体
的な消込のルールなどのシステムの実装方法は標準仕様書で定義し
ない想定です。
システム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実装方法を
調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID:0211191（収納消込） 機能追加 機能要件で自動充当ができることとありますが、分割調定の債権
について自動充当をする際は民法第488条（法定充当）や各市の
出納整理期間を反映した調定年度へ自動充当する機能を実装し
ていただきたいです。

本市が契約予定のベンダが実装する機能は、民法第488条
（法定充当）や出納整理期間の充当のルールに従っており
ません。改善を依頼していますが、仕様書に記載がないた
め、断られています。

返還金が納付された場合の収納消込について、収納管理シ
ステムからのデータ連携と、コンビニ納付については収納代
行業者からのデータ取り込みに対応し、自動で消込を行うこと
ができること。
※自治体ごとの会計年度の考え方に合致するように収納でき
ること。
※民法第488条（法定充当）のとおり、一番古い弁済期から充
当できるようにすること。

実績なし 実績なし 民法第488条（法定充当）

検討対象

標準仕様書の機能として、自動消込機能を定義しておりますが、具体
的な消込のルールなどのシステムの実装方法は標準仕様書で定義し
ない想定です。
システム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実装方法を
調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID：0211173（EUC機能） 機能追加 実装必須機能にしていただきたいです。 機能要件に記載されている「基本データリスト外のデータ項
目の利用も可能とする。」部分についても実装必須機能と明
記していただきたい。今後、DXを進めていくうえで基本デー
タリストのデータしか取り込みできないのであれば不十分で
あるため。

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能要件の実
装区分については、2.1版改定時において変更する予定はございませ
ん。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID:0210623（代理納付） 機能追加 機能要件で一括消込ができることとありますが、分割調定の債権
について一括消込をする際は民法第488条（法定充当）や各市の
出納整理期間を反映した調定年度へ自動充当する機能を実装し
ていただきたいです。

本市が契約予定のベンダが実装する機能は、民法第488条
（法定充当）や出納整理期間の充当のルールに従っており
ません。改善を依頼していますが、仕様書に記載がないた
め、断られています。なお、同じベンダのシステムを現在利
用していますが、カスタマイズで対応しています。しかし、標
準化後はカスタマイズ不可であることと、仕様書に記載が無
いため実装しないと言われています。

保護費から代理納付した結果を一括、または個別に消込が行
えること（代理納付登録をした債権を含む）。なお、民法第488
条（法定充当）の規定のとおり、弁済期が先に到来した予定年
月日に充当すること。また、収納年度については各市町村の
出納整理期間のルールに基づいて収納できるようにするこ
と。

実績なし 実装あり 民法第488条（法定充当）

検討対象

標準仕様書の機能として、一括消込機能を定義しておりますが、具体
的な消込のルールなどのシステムの実装方法は標準仕様書で定義し
ない想定です。
システム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実装方法を
調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID:0210740（返還方法の変
更）

その他 分割調定し、当該年度の予定額に収納額が満たなかった場合、そ
の年度の調定額を保持することを明記してほしい。

本市が契約予定のベンダに標準化システムについて確認し
たところ、下記説明がありました。
例）R6年度に10万決定し、履行延期でR6年度5万、R7年度5
万で分割するとなり分割調定した場合。結果、R6年度が1万
しか納付なく、年度をまたぐとR6年度1万調定の1万収納、9
万未調定になる。（収納額と調定額がイコールとなるように
自動的に変わる）
→新たに履行延期を取り直さずともこのようになるとのこ

と。過年度の調定が計算できなくなるため改善を伝えていま
すが、仕様書に記載がないため、断られています。

実績なし 実装あり

検討対象
具体的なシステムの実装方法は標準仕様書で定義しない想定です。
システム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実装方法を
調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID:0210348（医療券・調剤券
の交付/給付券作成）

機能追加 機能要件として、出力順を任意に選択できることとありますが、世
帯員カナ順に出力する機能を実装必須項目としていただきたい。

本市が契約予定のベンダに確認したところ、現在のシステ
ムには世帯員カナ順が選択キーに含まれていますが、標準
化後のシステムでは対応不可との回答がありました。多くの
受給者が通院している医療機関においては、患者確認が困
難になることが予測されます。そのため、世帯員カナ順に並
び替える機能を必須機能として、例示いただきたい。

一括作成において、出力順を任意に選択できること（世帯員カ
ナ、介護機関カナ、世帯員番号、受給者番号等）

実績なし 実装あり

検討対象
具体的なシステムの実装方法は標準仕様書で定義しない想定です。
システム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実装方法を
調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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帳票レイアウ
ト

90_帳票レイアウト_生活保護法
給付券要否意見書送付書
_20230310
96_帳票レイアウト_医療券送付
書_20230310
99_帳票レイアウト_生活保護法
給付券送付書_20230310
106_帳票レイアウト_調剤券送付
書_20230310
111_帳票レイアウト_治療材料券
送付書_20230310
138_帳票レイアウト_生活保護法
介護券送付書_20230310

その他 送付書は１医療機関に対し１枚となるように機能設定していただき
たい。

本市が契約予定のベンダに確認したところ、送付書（１枚
目）に記載されている以上の対象者がいた場合は、送付書
自体が複数枚発券される仕様と確認しました。印刷費用の
節減という観点からも、送付書は１枚となるようレイアウトを
変更していただきたいです。

送付書が複数枚になる場合は「後略」・「以下、省略」・「以下、
複数名のため省略とする」などの文言を記載して、一枚で収ま
るようにしたい。

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見から帳票のレイアウトに関する大幅な修正が必要と想定され
ます。
帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要であるため、2.1版の改版以降の改定に向けて、帳
票のレイアウト修正の必要性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID：0211173（EUC機能） 実装区分変更 実装必須機能にしていただきたいです。 本市が契約予定のベンダが実装するEUC機能は、「地方公
共団体情報システムデータ要件・連携要件標準仕様書」に
従っておりません。これはEUC機能が生活保護システム上
標準オプション機能であるからですが、業務上EUCは必須と
なります。他の厚生労働省主管の標準準拠システムでは
EUCは実装必須機能であり、生活保護でも実装必須機能と
していただきたいです。

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能要件の実
装区分については、2.1版改定時において変更する予定はございませ
ん。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID：0210304
「関係医療機関（訪問看護事業
者（訪問看護必要時）」

機能修正 精神科訪問看護をもつ精神科医療機関に対して、訪問看護要否
意見書を発行できるようにしてほしい。

精神科医療機関が精神科訪問看護を提供することがある。
当該訪問看護は訪問看護ステーションとしての独自のコード
は持たず、診療報酬請求は医科の請求に含めて請求してい
る。本市では、「訪問看護に係る利用料請求書」の適正回数
の確認や状況把握のため、このようなケースでも訪問看護
要否意見書を発行し、医師に記入を依頼してきた。従前は、
ダミーの訪問看護医療機関コードを用いて要否意見書を発
行し、ダミーの訪問看護医療券も発行していた（要否意見書
の次回発行月を設定するためには訪問看護医療券の発行
がシステム上必須であったため）。しかし、オンライン資格確
認が始まったことでダミーの医療機関コードに対しエラーが
発生するようになり、現在はExcelで次回発行時期を管理し
ており非効率である。そのため、医科のコードでも訪問看護
要否意見書が発行できるようにしてほしい（この場合、「関係
機関」の欄も同一の医科コード）。

実績なし 実装なし

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイアウト・帳票
詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の追加の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点
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帳票詳細要件 「発行自治体名称」 その他 「発行自治体名称」は自由に設定できるようにしてほしい。（念のた
めの意見です）

本市は、令和６年１月１日付で行政区再編をしており、現在
は「○○福祉事務所長」ではなく「○○福祉事業所長」の名
前で医療券等の各種帳票を発行している。そのため、「○○
福祉事務所」または「○○市」のみの名称で標準仕様を固
定されないよう取り扱っていただきたい。

実績なし 実装あり

検討対象

システム印字項目「発行自治体名称」については、印字編集条件を
「福祉事務所名または地方自治体名を記載する」と定めております。
「○○福祉事業所」は福祉事務所名に該当するものと想定しておりま
すが、システム編集条件の「福祉事務所名」が具体的に何を示すか
についてはシステムの実装方法の部分となる認識ですので、実際の
システム調達において事業者と自治体において調整いただくことを想
定しております。

反映しない 非論点
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その他 該当なし その他 保護費の計算を検証できる環境が必要 特殊事案に対し、他にどのような影響があるが、事前に検
証する必要があるため。

実績なし 実装あり なし

検討対象

検証環境については、システムの研修環境やテスト環境などを利用
するものと想定しております。
標準仕様書において定義する内容ではなく、システムの実装方法な
どと同じくシステム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実
装方法を調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点
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機能要件 0211082
1.1.7医療扶助オンライン資格確
認1

機能修正 情報提供に関する管理情報に関しても明記いただきたい。 オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

情報提供に関する管理情報
・不開示該当フラグ
・自己情報提供不可フラグ
・特定健診情報提供に係る本人同意フラグ
・特定健診情報提供に係る本人同意日
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」 検討対象

ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211082
1.1.7医療扶助オンライン資格確
認1

機能修正 加入者資格情報について、詳細不足している部分をきちんと明記
いただきたい。

オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

加入者資格情報
・自治体（福祉事務所）名
・喪失事由
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211160
1.1.7医療扶助オンライン資格確
認3

機能修正 情報提供に関する管理情報に関しても明記いただきたい。 オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

情報提供に関する管理情報
・不開示該当フラグ
・自己情報提供不可フラグ
・特定健診情報提供に係る本人同意フラグ
・特定健診情報提供に係る本人同意日
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」 検討対象

ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211160
1.1.7医療扶助オンライン資格確
認3

機能修正 加入者資格情報について、詳細不足している部分をきちんと明記
いただきたい。

オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

加入者資格情報
・自治体（福祉事務所）名
・喪失事由
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」 検討対象

ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 追加
1.1.7医療扶助オンライン資格確
認5

機能追加 マイナンバーカードの保有状況、保険証利用登録状況に関して、
オンライン資格確認を管理していく上で必要な項目であるため、追
加いただきたい。

オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理する
必要がある項目となったものについて追加いただきたい。個
人の医療券を発券する必要があるかどうかの判断フラグと
して使用している。

・マイナンバーカードの保有状況
・保険証利用登録状況
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」 検討対象

ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211159
1.1.8医療扶助オンライン資格確
認1

機能修正 情報提供に関する管理情報に関しても明記いただきたい。 オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

情報提供に関する管理情報
・不開示該当フラグ
・自己情報提供不可フラグ
・特定健診情報提供に係る本人同意フラグ
・特定健診情報提供に係る本人同意日
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211159
1.1.8医療扶助オンライン資格確
認1

機能修正 加入者基本情報について、詳細不足している部分をきちんと明記
いただきたい。

オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

加入者基本情報
・性別
・生年月日
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211159
1.1.8医療扶助オンライン資格確
認1

機能修正 加入者資格情報について、詳細不足している部分をきちんと明記
いただきたい。

オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

加入者資格情報
・喪失事由
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」 検討対象

ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211731
1.1.8医療扶助オンライン資格確
認2

機能修正 情報提供に関する管理情報に関しても明記いただきたい。 オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

情報提供に関する管理情報
・不開示該当フラグ
・自己情報提供不可フラグ
・特定健診情報提供に係る本人同意フラグ
・特定健診情報提供に係る本人同意日
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211731
1.1.8医療扶助オンライン資格確
認2

機能修正 加入者基本情報について、詳細不足している部分をきちんと明記
いただきたい。

オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

加入者基本情報
・性別
・生年月日
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」 検討対象

ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点

70

機能要件 0211731
1.1.8医療扶助オンライン資格確
認2

機能修正 加入者資格情報について、詳細不足している部分をきちんと明記
いただきたい。

オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

加入者資格情報
・喪失事由
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211161
1.1.8医療扶助オンライン資格確
認3

機能修正 情報提供に関する管理情報に関しても明記いただきたい。 オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

情報提供に関する管理情報
・不開示該当フラグ
・自己情報提供不可フラグ
・特定健診情報提供に係る本人同意フラグ
・特定健診情報提供に係る本人同意日
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211161
1.1.8医療扶助オンライン資格確
認3

機能修正 加入者資格情報について、詳細不足している部分をきちんと明記
いただきたい。

オンライン資格確認開始に伴い、新たにシステム管理項目
となったものについて、管理項目となっていおらず、管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

加入者資格情報
・喪失事由
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211819
3.3.1医療扶助オンライン資格確
認1

機能修正 医療券/調剤券情報の連携項目をきちんと明記いただきたい。
機能IDからも入力間違いの可能性はないか。

オンライン資格確認開始に伴い、連携項目となった管理項
目は最低限すべて明記すべきではないか。

・本人支払額（自己負担額）
・単独/併用別
・傷病名
・地区担当者名
・取扱担当者名
・社会保険情報
・感染症法第37条の2該当状況
・後期高齢医療の該当状況
・都道府県費の該当状況
・備考（傷病名が4つ以上かあるいは、障害者自立支援法等
の公費医療が適用される）
・診療別
を追加する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」別紙5加入者
情報登録インターフェース項目
一覧

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211819
3.3.1医療扶助オンライン資格確
認1

機能削除 診療月に関しては連携されていない。 別紙5の1.2Ver連携項目から削除されている。 ・診療年月
を削除する。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」別紙5加入者
情報登録インターフェース項目
一覧

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211162
3.3.医療扶助オンライン資格確
認3

機能修正 医療券/調剤券情報の連携項目をきちんと明記いただきたい。 【管理項目】に関しては医療券/調剤券情報の話をしている
ので【管理項目】に関しては3.3.1-1と合わせるべきではない
か。

実績なし 実装あり 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」別紙5加入者
情報登録インターフェース項目
一覧

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 機能名称が医療扶助オンライン
資格確認すべて

機能修正 機能名称が医療扶助オンライン資格確認すべて備考（改版説明）
について記載がない。特に1.7. 保護開始の要否判定及び処分医
療扶助オンライン資格確認3については、令和5年11月以降に個
別の通知があり、受領することになったファイルで、現在ベンダー
対応ができておらず、支払基金から統合専用端末を介して受領し
ており、ファイルには個人を特定するデータが個人番号か受給者
番号のみで、担当員に配布するには職員が手動でデータ突合す
る方法しかなく、重要な個人情報のデータを取り扱う必要があるに
もかかわらず非常に効率が悪く、手法にも疑念を抱いている。この
ような状況であるが、すべての項目において、1.0版と同様の考え
方として取り扱うのか。

1.8. 保護変更医療扶助オンライン資格確認1以外が備考
（改版説明）が空白

備考（改版説明）をそれぞれの項目ごとに設定する 実績なし 実装なし 「医療扶助のオンライン資格確
認の導入に関する福祉事務所
向け技術解説書」および、
医療保険者等向け中間サー
バー等「外部インターフェース仕
様書（サーバー間連携版）」

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点
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機能要件 0211483
3.3.1要否意見書作成7

機能削除 継続医療券（介護券）は削除いただき、介護券記載部分に新たに
追加いただきたい。

医療扶助ではない （介護券）は削除する 実績なし 実装あり 第4章医療扶助運営要領

検討対象 ご意見を踏まえて、機能要件を修正します。

機能ID：0211483について以下のとおり修正しま
す。

福祉事務所分の継続医療券（調剤券・介護券・医
療要否意見書）情報を本庁課で取りまとめ、印刷
できること。また、送付書が出力できること（連名
簿については、宛先の指定医療機関等ごとに、複
数の福祉事務所情報を集約して印刷できるこ
と。）。

反映する 非論点
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機能要件 追加
4.4.1介護券の作成16

機能追加 3.3.1要否意見書7の継続医療券（介護券）内容を4.1の正しい分類
に追加いただきたい。

医療扶助ではなく、介護扶助であるため 福祉事務所分の継続介護券（介護保険制度適用外の居宅介
護支援計画とに係る介護券、介護保険制度適用外の介護券）
情報を本庁課で取りまとめ、印刷できること。また、送付書が
出力できること（連名簿については、宛先の指定医療機関等
ごとに、複数の福祉事務所情報を集約して印刷できること。）。

実績なし 実装あり 第5章介護扶助運営要領

検討対象 ご意見を踏まえて、機能要件を修正します。

以下の機能要件を追加します。

福祉事務所分の継続介護券情報（介護保険制度
適用外の居宅介護支援計画に係る介護券、介護
保険制度適用外の介護券）を本庁課で取りまと
め、印刷できること。また、送付書が出力できるこ
と（連名簿については、宛先の指定介護機関等ご
とに、複数の福祉事務所情報を集約して印刷でき
ること。）。

反映する 非論点
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機能要件 0210331
3.3.1給付券作成20

機能修正

意見書の送付書と医療券の送付書それぞれ明細一覧が記載され
た送付書だけではなく、1医療機関に送付する内容と枚数（医療要
否意見書が何枚、精神疾患入院要否意見書が何枚、訪問看護要
否意見書（保護変更申請書（傷病届）様式第17号）が何枚、医療
券が何枚と送付物の枚数をカウントしたもの）が明記された送付
状を印刷できるようにしていただきたい。

一括出力する場合、医療機関の宛名（〒のバーコード表示
含む）と何の種類の要否意見書を何枚送付するのか集計数
が記載されている送付状がなければ、１医療機関に対して
各種要否意見書と医療券を同封する際、帳票ごとのカウン
トで封入物の確認ができず誤発送に繋がる。また、意見書と
医療券それぞれの送付書を作成することで、今まで１医療
機関1枚の送付状で済んでいたものが少なくとも2枚以上の
送付書となり明細一覧の送付書ではさらに枚数がかさむこ
とから郵便代が増えることによる郵送費が簡単には捻出で
きない。送付書が法令等で定められているものでなく、実装
されているベンダーが現にあることから、送付書と送付状を
作成できるようにしていただきたい。

送付書を以下の各条件で作成できること。
・医療券のみの送付書
・医療要否意見書のみの送付書
・医療券と医療要否意見書の送付状（新規帳票を作成する）

実績あり（第1回） 実装あり

送付書及び送付状に関しては一
切法令根拠なく、現在標準化様
式とされている送付書について
もベンダー等が作成したもので
ある。このため、標準化によって
今まで効率化されていたものが
できなくなり、郵送代の捻出を法
令根拠がない内容に対して財政
担当課に求めることはできない。
実装されているベンダーが現に
あることから、送付書（明細一
覧）と送付状（カウントされた枚
数のみ記載）を標準化として採
用すべきと考える。

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイアウト・帳票
詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の追加の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点
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機能要件 0210392
3.3.3要否意見書作成3

機能修正

意見書の送付書と施術券の送付書それぞれ明細一覧が記載され
た送付書だけではなく、1医療機関に送付する内容と枚数（給付要
否意見書が何枚、施術券が何枚と送付物の枚数をカウントしたも
の）が明記された送付状を印刷できるようにしていただきたい。

一括出力する場合、施術者の宛名（〒のバーコード表示含
む）と何の種類の要否意見書を何枚送付するのか集計数が
記載されている送付状がなければ、１施術者に対して各種
要否意見書と施術券を同封する際、帳票ごとのカウントで封
入物の確認ができず誤発送に繋がる。また、意見書と施術
券それぞれの送付書を作成することで、今まで１施術者1枚
の送付状で済んでいたものが少なくとも2枚以上の送付書と
なり明細一覧の送付書ではさらに枚数がかさむことから郵
便代が増えることによる郵送費が簡単には捻出できない。
送付書が法令等で定められているものでなく、実装されてい
るベンダーが現にあることから、送付書と送付状を作成でき
るようにしていただきたい。

送付書を以下の各条件で作成できること。
・施術券のみの送付書
・給付要否意見書のみの送付書
・施術券と給付要否意見書の送付状（新規帳票を作成する）

実績あり（第1回） 実装あり

送付書及び送付状に関しては一
切法令根拠なく、現在標準化様
式とされている送付書について
もベンダー等が作成したもので
ある。このため、標準化によって
今まで効率化されていたものが
できなくなり、郵送代の捻出を法
令根拠がない内容に対して財政
担当課に求めることはできない。
実装されているベンダーが現に
あることから、送付書（明細一
覧）と送付状（カウントされた枚
数のみ記載）を標準化として採
用すべきと考える。

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイアウト・帳票
詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の追加の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

【管理項目】
システム基本情報
・保険者コード
・被保険者枝番（当該福祉事務所で既に取得している場合）

加入者基本情報
・氏名
・性別
・生年月日
・住所

医療券/調剤券情報
・医療券/調剤券別
・公費負担者番号
・受給者番号
・交付番号
・診療年月
・有効開始年月日
・有効終了年月日
・指定医療機関コード
・処方箋発行元医療機関コード
・本人支払額（自己負担額）
・単独/併用別
・傷病名
・地区担当者名
・取扱担当者名
・社会保険情報
・感染症法第37条の2該当状況
・後期高齢医療の該当状況
・都道府県費の該当状況
・備考（傷病名が4つ以上かあるいは、障害者自立支援法等
の公費医療が適用される）
・診療別
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機能要件 0211742
3.3.3要否意見書作成5

機能修正 ・訪問診療の要否を追加いただきたい。 R6.10.1の改正で往療だけではなく、訪問診療が新たに追加
され往療と同様に管理することが必要になったため。

・訪問診療の要否
を追加する。

実績なし 実装なし ・第4章医療扶助運営要領様式
第26号の1及び3
・はり師,きゅう師及びあん摩・
マッサージ・指圧師の施術に係
る資料費の支給の留意事項に
ついて令和6年5月31日保医発
0531 7別添1及び2

検討対象

ご意見を踏まえて、機能要件を修正します。
根拠として提示されている「・はり師,きゅう師及びあん摩・マッサージ・
指圧師の施術に係る資料費の支給の留意事項について令和6年5月
31日保医発0531 7別添1及び2」を拝見したところ、訪問施術の要否
の追加が必要と判断したので、訪問施術の要否を追加します。

機能要件の機能ID:0211742について以下のとお
り修正します。

以下の情報について一覧で確認できること。
・往療の要否
・訪問施術の要否

反映済み 非論点
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機能要件 0211743
3.3.3要否意見書回答登録2

機能修正 ・【管理項目】に訪問診療の要否を追加いただきたい。 R6.10.1の改正で往療だけではなく、訪問診療が新たに追加
され往療と同様に管理することが必要になったため。

【管理項目】
・訪問診療の要否
を追加する。

実績なし 実装なし ・第4章医療扶助運営要領様式
第26号の1及び3
・はり師,きゅう師及びあん摩・
マッサージ・指圧師の施術に係
る資料費の支給の留意事項に
ついて令和6年5月31日保医発
0531 7別添1及び2

検討対象

ご意見を踏まえて、機能要件を修正します。
根拠として提示されている「・はり師,きゅう師及びあん摩・マッサージ・
指圧師の施術に係る資料費の支給の留意事項について令和6年5月
31日保医発0531 7別添1及び2」を拝見したところ、訪問施術の要否
の追加が必要と判断したので、訪問施術の要否を追加します。

機能要件の機能ID:0211743について以下のとお
り修正します。

以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・医師の同意日
・傷病名
・医療機関
・往療の要否
・訪問施術の要否

反映済み 非論点
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機能要件 0210439
3.3.5頻回受診者指導台帳情報
の確認3

機能修正 ・更生医療対象者を追加いただきたい。 難病法、小児慢性特定疾患、精神疾患に加え、更生医療に
関しても頻回となる可能性が高く、台帳作成時に有用な情
報であるため。

・更生医療対象者
を追加する。

実績なし 実装なし 頻回受診者に対する適正受診
指導について平成14年3月22.日
社援保発第032201号保護課長
通知

検討対象

ご意見を踏まえて、「頻回受診者に対する適正受診指導について平
成14年3月22.日社援保発第032201号保護課長通知」を確認したとこ
ろ、頻回受診者として「ア 受診回数の見直し等について指導する必
要がある者」、「イ 入院治療が適当である者」の記載があり、頻回受
診者が具体的にどのような病気に該当するか等の記載はありません
でした。
一方で、厚生医療対象者（自立支援医療（更生）を利用している者と
想定）についても透析治療などを受ける関係から、頻回受診に該当す
る可能性は高いことは想定されますが、特定自治体の要望にあたる
のか、複数自治体において共通する要望事項に該当するかが判断で
きません。
よって、機能要件の修正の必要性が判断できないところとなります。

反映しない 非論点

84

機能要件 0211158
3.3.7レセプト管理システム取込
用データ作成2

機能修正 【管理項目】に生活保護再開年月日を追加いただきたい。 開始年月日のみでは、生活保護法による医療扶助の診療
報酬明細書の点検について平成12年12月14日社援保第72
号保護課長通知に基づいて正しくレセプト点検が行えない。

【管理項目】
・生活保護再開年月日
を追加いただきたい。

実績なし 実装あり 生活保護法による医療扶助の診
療報酬明細書の点検について平
成12年12月14日社援保第72号
保護課長通知 検討対象

「生活保護再開」という文言から、すでに生活保護を廃止になっている
者が再び生活保護を申請し、被保護者になった状況と想定しておりま
す。
この場合の保護再開も保護開始と同じ扱いになるかと思いますので、
管理項目に生活保護再開年月日の追加は不要と想定しております。

反映しない 非論点
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機能要件 0211748
3.3.7レセプト管理システム取込
用データ作成3

機能修正 【管理項目】に生活保護停止年月日を追加いただきたい。 廃止年月日のみでは、生活保護法による医療扶助の診療
報酬明細書の点検について平成12年12月14日社援保第72
号保護課長通知に基づいて正しくレセプト点検が行えない。

【管理項目】
・生活保護停止年月日
を追加いただきたい。

実績なし 実装あり 生活保護法による医療扶助の診
療報酬明細書の点検について平
成12年12月14日社援保第72号
保護課長通知

検討対象

生活保護停止について、被保護者の状態は生活保護を受給していな
いため、一時的には廃止と同じ扱いになるものと認識しております。
よって、停止についても管理項目の「生活保護廃止年月日」で管理す
ることが可能と想定しますので、管理項目に「生活保護停止年月日」
の追加は不要と想定しております。

反映しない 非論点
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機能要件 0211817
4.4.1連絡票の作成1

機能削除 中項目4.1（介護保険制度適用）者は不要な帳票のため、・被保護
者異動連絡票（国保連用）・被保護者異動訂正連絡票（国保連
用）を削除いただきたい。なお、中項目4.2（介護保険制度適用外）
に必要な帳票である。

第5章介護扶助運営要領平成11年11月16日社援第2702号
厚労省局長通知 第5介護扶助実施方式2（9）より、「被保
険者以外の被保護者に係る」と明記されている。中項目4.1
は（介護保険制度適用）とあり、被保険者以外の被保護者
ではない。

・被保護者異動連絡票（国保連用）
・被保護者異動訂正連絡票（国保連用）
を削除する。

実績あり（第1回） 実装あり

第5章介護扶助運営要領平成11
年11月16日社援第2702号厚労
省局長通知 第5介護扶助実施
方式2（9） 様式第5号及び第6号

検討対象

みなし2号に該当する被保護者が、介護保険の被保険者資格を取得
した際においても、被保護者異動連絡票を作成する必要がある（介護
扶助運営要領第5の2（9）(ウ)）ことから、当帳票の出力機能は必要な
機能と認識しております。

反映しない 非論点
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機能要件 0210470
4.4.1介護券の作成1

機能修正

介護券の送付書それぞれ明細一覧が記載された送付書だけでは
なく、1介護機関に送付する内容と枚数（介護券が何枚と送付物の
枚数をカウントしたもの）が明記された送付状を印刷できるように
していただきたい。

一括出力する場合、介護機関の宛名（〒のバーコード表示
含む）と介護券を何枚送付するのか集計数が記載されてい
る送付状がなければ、１介護機関に対して介護券を同封す
る際、帳票枚数のカウントで封入物の確認ができず誤発送
に繋がる。また、今まで１介護機関1枚の送付状で済んでい
たものが明細一覧の送付書では枚数がかさむことから郵便
代が増えることによる郵送費が簡単には捻出できない。送
付書が法令等で定められているものでなく、実装されている
ベンダーが現にあることから、送付書と送付状を作成できる
ようにしていただきたい。

送付書を以下の各条件で作成できること。
・生活保護法介護券送付状（新規帳票を作成する）

実績あり（第1回） 実装あり

送付書及び送付状に関しては一
切法令根拠なく、現在標準化様
式とされている送付書について
もベンダー等が作成したもので
ある。このため、標準化によって
今まで効率化されていたものが
できなくなり、郵送代の捻出を法
令根拠がない内容に対して財政
担当課に求めることはできない。
実装されているベンダーが現に
あることから、送付書（明細一
覧）と送付状（カウントされた枚
数のみ記載）を標準化として採
用すべきと考える。

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイアウト・帳票
詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の追加の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点
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機能要件 0210490
4.4.2居宅介護支援計画等に係
る介護券の作成1

機能修正

介護券の送付書それぞれ明細一覧が記載された送付書だけでは
なく、1介護機関に送付する内容と枚数（介護券が何枚と送付物の
枚数をカウントしたもの）が明記された送付状を印刷できるように
していただきたい。

一括出力する場合、介護機関の宛名（〒のバーコード表示
含む）と介護券を何枚送付するのか集計数が記載されてい
る送付状がなければ、１介護機関に対して介護券を同封す
る際、帳票枚数のカウントで封入物の確認ができず誤発送
に繋がる。また、今まで１介護機関1枚の送付状で済んでい
たものが明細一覧の送付書では枚数がかさむことから郵便
代が増えることによる郵送費が簡単には捻出できない。送
付書が法令等で定められているものでなく、実装されている
ベンダーが現にあることから、送付書と送付状を作成できる
ようにしていただきたい。

送付書を以下の各条件で作成できること。
・生活保護法介護券送付状（新規帳票を作成する）

実績あり（第1回） 実装あり

送付書及び送付状に関しては一
切法令根拠なく、現在標準化様
式とされている送付書について
もベンダー等が作成したもので
ある。このため、標準化によって
今まで効率化されていたものが
できなくなり、郵送代の捻出を法
令根拠がない内容に対して財政
担当課に求めることはできない。
実装されているベンダーが現に
あることから、送付書（明細一
覧）と送付状（カウントされた枚
数のみ記載）を標準化として採
用すべきと考える。

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイアウト・帳票
詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の追加の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点
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機能要件 0210527
4.4.2介護券の作成1

機能修正

介護券の送付書それぞれ明細一覧が記載された送付書だけでは
なく、1介護機関に送付する内容と枚数（介護券が何枚と送付物の
枚数をカウントしたもの）が明記された送付状を印刷できるように
していただきたい。

一括出力する場合、介護機関の宛名（〒のバーコード表示
含む）と介護券を何枚送付するのか集計数が記載されてい
る送付状がなければ、１介護機関に対して介護券を同封す
る際、帳票枚数のカウントで封入物の確認ができず誤発送
に繋がる。また、今まで１介護機関1枚の送付状で済んでい
たものが明細一覧の送付書では枚数がかさむことから郵便
代が増えることによる郵送費が簡単には捻出できない。送
付書が法令等で定められているものでなく、実装されている
ベンダーが現にあることから、送付書と送付状を作成できる
ようにしていただきたい。

送付書を以下の各条件で作成できること。
・生活保護法介護券送付状（新規帳票を作成する）

実績あり（第1回） 実装あり

送付書及び送付状に関しては一
切法令根拠なく、現在標準化様
式とされている送付書について
もベンダー等が作成したもので
ある。このため、標準化によって
今まで効率化されていたものが
できなくなり、郵送代の捻出を法
令根拠がない内容に対して財政
担当課に求めることはできない。
実装されているベンダーが現に
あることから、送付書（明細一
覧）と送付状（カウントされた枚
数のみ記載）を標準化として採
用すべきと考える。

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイアウト・帳票
詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の追加の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点
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機能要件 02105020
4.4.2介護要件の登録3

機能削除

上から3つ目・支給限度額を超える場合を削除いただきたい。

支給限度額を超える場合は、介護要件の登録の際にシステ
ム入力では支給限度額を入力する管理項目がない（ケアマ
ネジャーが作成する毎月の利用票に記載されている）ため、
システムではチェックを行いようがない。利用票を確認時に
チェックするしかない。

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッセージが表示
されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の日付が入力
されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事業者の介護
扶助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用できない
サービスがあった場合
・被保護者が６５歳に到達しているにも関わらず、Hで始まる被
保険者番号が設定されている場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入力した場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法のサービス
指定を受けていない場合

実績なし 実装あり 介護保険法と生活保護法 検討対象
標準仕様書2.1版改定案の機能要件の機能ID：0211830において、「・
支給限度額を超える場合」の文言を削除し、併せて機能ID：0210502
においても削除が必要と認識しました。

機能ID：0210502について、以下のとおり修正しま
す。

以下のチェックを行い、該当する場合は確認メッ
セージが表示されること。
・介護扶助の開始日に生活保護の受給期間外の
日付が入力されている場合
・同一の受給者に、異なる指定居宅介護支援事
業者の介護扶助が登録されている場合
・支給限度額を超える場合
・認定情報とサービスの関連チェックにより、利用
できないサービスがあった場合
・被保護者が６５歳に到達しているにも関わらず、
Hで始まる被保険者番号が設定されている場合
・資格取得日以前の日付で介護扶助開始日を入
力した場合
・登録された居宅介護支援事業者が生活保護法
のサービス指定を受けていない場合

反映する 非論点
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帳票詳細要件 89_帳票詳細要件_精神疾患入院
要否意見書

機能追加 33地区担当者を追加いただきたい。 様式第16号に記載がないという理由で他自治体の要望を却
下されたいたことで気が付きました。どこの自治体も意見書
は医療担当等で集約され嘱託医協議等の審査を経て各担
当者に配布されると考えられます。少人数のケースワー
カー規模でも担当者を把握して事務処理することは不可能
に近いと考えます。システム印字できる項目は印字し、意見
書返送後に地区担当者を1枚1枚調べるような負荷をかけな
いシステムになることを祈っています。

33地区担当者を追加する 実績なし 実装あり

検討対象

帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要であるため、2.1版の改版ではなく、2.1版の改版で
はなく、次版以降の改定において、帳票のレイアウト修正の必要性を
含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点
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帳票レイアウ
ト

89_帳票レイアウト_精神疾患入
院要否意見書

機能追加 地区担当者を追加いただきたい。 様式第16号に記載がないという理由で他自治体の要望を却
下されたいたことで気が付きました。どこの自治体も意見書
は医療担当等で集約され嘱託医協議等の審査を経て各担
当者に配布されると考えられます。少人数のケースワー
カー規模でも担当者を把握して事務処理することは不可能
に近いと考えます。システム印字できる項目は印字し、意見
書返送後に地区担当者を1枚1枚調べるような負荷をかけな
いシステムになることを祈っています。

地区担当者を印字する 実績なし 実装あり サンプル帳票あり

検討対象

帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要であるため、2.1版の改版ではなく、2.1版の改版で
はなく、次版以降の改定において、帳票のレイアウト修正の必要性を
含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点
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帳票レイアウ
ト

各種要否意見書の記入要領や
お知らせ

機能削除 全ての意見書の記入要領やお知らせを帳票レイアウトから削除い
ただきたい。
帳票タイトルNO.88，89，109，113，114

標準化することで、印刷トナー代が跳ね上がる計算になりま
す。記入要領やお知らせについては、ホームページに張り
出すか、QRコードでその案内をすることで、事足ります。不
要なコストはカットすべきと考えます。また、制度変更のたび
に帳票レイアウト変更を行うことも無駄なコストと考えます。

全ての意見書の記入要領やお知らせを帳票レイアウトから削
除する。

実績なし 実装あり 検討対象

ご意見に対応する場合は、帳票のレイアウトに関する大幅な修正が
必要と想定されます。
帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要であるため、2.1版の改版ではなく、次版以降の改定
において、帳票のレイアウト修正の必要性を含めて検討会で議論を
行う想定です。

反映しない 非論点
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帳票レイアウ
ト

各種要否意見書の決裁欄 機能追加 全ての意見書及び傷病届に決裁欄を追加いただきたい。
帳票タイトルNO.86，87，88，89，109，113，114

傷病届及び各種要否意見書の記載内容及び嘱託医の判断
に基づいて医療扶助決定を行う（各種給付券（医療券、施術
券、治療材料券）を発行する）際、意見書上で決裁し決定調
書とする運用を行っています。現状の運用は大阪府下でも
同様の自治体を複数確認しています。オプション機能として
で結構ですので、付加してください。

決裁欄を追加する。

実績なし 実装あり

サンプル帳票あり

検討対象

ご意見に対応する場合は、帳票のレイアウトに関する大幅な修正が
必要と想定されます。
帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要であるため、2.1版の改版ではなく、次版以降の改定
において、帳票のレイアウト修正の必要性を含めて検討会で議論を
行う想定です。

反映しない 非論点
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帳票レイアウ
ト

88_医療要否意見書 機能追加 稼働能力について記載項目を追加して欲しい。 稼働能力については、本来は主治医訪問調査で聞き取る内
容ではあるが、医療機関や医師会との協議でも、主治医訪
問に時間を割いてくださる時間がないなどお声を聴く。また、
意見書と別途複数書類記載するのは負担が大きいため、医
療要否意見書で合わせて回答したい強く要望されている。

稼働能力について記載項目を追加して欲しい
不能 軽労働 中労働 重労働 不明（ ）か月要経過観察

実績あり（第1回） 実装あり

サンプル帳票あり

検討対象

ご意見から帳票のレイアウトに関する大幅な修正が必要と想定され
ます。
帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細要件）の検討の時間を十分に確
保することが重要であるため、2.1版の改版ではなく、次版以降の改定
に向けて、帳票のレイアウト修正の必要性を含めて検討会で議論を
行う想定です。

反映しない 非論点
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帳票レイアウ
ト

オムツの要否意見書 機能追加 生活扶助の一時扶助の被服費オムツの要否について、新たに帳
票作成してほしい。

オムツの要否については、システム管理して支給前に医師
に記載頂いている。大阪府下の調査を行った結果、何らか
の形で医師に記載頂いて要否を確認していたことが判明し
た。この際、標準化した様式を作成することで、医療機関の
事務の効率化にもつながらないか。

オムツ要否意見書を追加する

実績あり（第1回） 実装あり

サンプル帳票あり

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイアウト・帳票
詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の追加の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

97

機能要件 機能ID：0210835（マイナンバー
システム連携）

機能追加 独自利用事務条例に規定が必要となる外国人の生活保護法に準
じた事務の対象となる情報等を共通基盤等を含む他システムへ庁
内連携用ファイルとして生成する・しないの制御ができること。
外国人の生活保護法に準じた事務において、独自利用事務条例
が無い場合、他システムからの情報が取り込めない制御ができる
こと。

外国人生活保護者の資格情報等、連携によっては条例に
庁内連携を制定しないと利用できない（健診情報等）番号法
解釈があるため

代替案として、標準化法に記載された情報連携は、法により
庁内連携を可能とする番号利用法解釈を施す。

実績なし 実装なし 行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に
関する法律第９条

検討対象

「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置」（昭和29年5月社
発第382号厚生省社会局長通知、以下昭和29年通知という。）に基づ
く外国人保護に係る行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号、以下番号法とい
う。）による情報連携の件でのご照会と解しお答えいたします。
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律の一部を改正する法律」（令和５年法律第48号、以下改正法
という。）の一部施行に伴い、上記通知に基づく外国人保護について
は、「準法定事務」と位置付けられたため、改正法第９条第１項の規
定を根拠とし、情報連携を行うことができる。
なお、改正法施行による生活保護法における情報連携の詳細な取扱
いについては、「「生活保護事務におけるマイナンバー導入に関する
留意事項について」の改正について（周知）」（令和６年５月27日付け
社援保発0527第２号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）等を参
照いただきたい。

反映しない 非論点

98

その他 他システム連携 その他 固定資産税との連携等、「行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する法律第十九条第八号に基づく利
用特定個人情報の提供に関する命令」に定義されていない連携
が実装必須となっています。標準化期限までに主務省令に定義さ
れるものと考えてよいでしょうか。

標準化法に基づく情報連携必須条件は条例化が必要であ
るか不明なため

実績なし 実装なし 行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に
関する法律第十九条第八号に
基づく利用特定個人の提供に関
する命令

検討対象

固定資産税情報については、行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する法律第十九条第八号に基づく利用
特定個人情報の提供に関する命令第２条表第四十八項に掲げられ
る特定個人番号利用事務において保有する情報であり、平塚市にお
いては、条例で特定個人番号利用事務を処理するために必要な限度
で当該利用特定個人情報のうち当該機関が保有するものを利用する
ことができる旨規定されており、当該連携にあたって条例改正は必要
ないものと思料されます。

反映しない 非論点
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機能要件 機能ID：0211084（医療扶助オン
ライン資格確認）

機能追加 医療中間サーバーから提供されるJ-LIS突合情報や資格確認情
報を取り込み、差分確認ができること。

医療中間サーバーから提供されるJ情報の確認については
生活保護システムの参照が必要となるため

要件文案として、新規枝番を付番し。「医療中間サーバーから
提供されるJ-LIS突合情報や資格確認情報を取り込み、差分
確認ができること。」

実績なし 実装なし

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点

##

機能要件 機能ID：0211084（医療扶助オン
ライン資格確認）

機能追加 マイナンバーカードの利用登録状況や解除状況、電子証明書の
有効期間情報について、一括処理で情報を取り込み、併せて医療
券の発券制御を一括処理で行えること。

マイナンバーカードの登録状況が医療扶助に直結する制度
となったが、一括処理ができない現状に運用困難となってい
るため。

要件文案として、新規枝番を付番し。「マイナンバーカードの
利用登録状況や解除状況、電子証明書の有効期間情報につ
いて、一括処理で情報を取り込み、併せて医療券の発券制御
を一括処理で行えること。」

実績なし 実装なし

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点

##

機能要件 機能ID：0211005（決裁機能） 機能追加 他システムへの情報連携は決裁後の情報を連携すること 一部制御できていない情報連携があるが、行政情報連携の
手法として必須となるため明示した仕様が必要

保護決定登録について、決裁されていない登録については支
払が行えないよう制御できること。また他システムへの情報連
携は決裁後の情報を連携すること

実績なし 実装なし

検討対象
具体的なシステムの実装方法は標準仕様書で定義しない想定です。
システム調達する際に、調達予定の事業者と自治体とで実装方法を
調整いただくことを想定しております。

反映しない 非論点

##

機能要件 機能ID：0210456（レセプト管理シ
ステム取込用データ作成）

機能追加 個人情報の真正性の確保において、健診情報を健康管理システ
ムとの連携によりレセプト管理システムで宛名突合を行うため、生
活保護システムからレセプト管理システムに宛名番号を連携でき
ることを明示すること

健診情報を連携するにおいて、個人情報の真正性の確保を
求められているが、健康管理システムからの宛名番号取り
込みの記載があるが、突合する先の情報として、レセプト管
理システムで宛名番号をどう入手するかの記載が見つから
ないため

実績なし 実装なし

検討対象 ご意見の内容について、厚生労働省内部で確認中です。 次年度以降反映検討 非論点

##

機能要件 被保護者調査に関する調査項
目の追加等について

機能追加 法第18条第2項による申請登録、修正、削除がオンライン資格連
携や情報提供ネットワーク（副本）、他システムに連携することなく
登録できること。

副本や他システムへの連携は想定しない扶助のための登
録と考えていますが、宛名情報を登録すると他システムに
連携してしまう現状があるため

実績あり（第4回） 実装なし

検討対象外（理由不明
確）

意見内容から、追加すべき機能要件と理由が把握できないため、追
加要否を判断できません。

反映しない 非論点

##

機能要件 機能ID：0211569（システム連携
規則）

機能追加 被保護者の健診情報を特定健診等データ収集システム（社会保
険診療報酬支払基金所管）に対して、健診情報を登録・修正・削
除するためのインターフェイスファイル及びNDBファイルを作成で
きること。

NDBファイルの記載を追加し、福祉事務所側のシステムで
何のデータを作成しなくてはならないか仕様として明示す
る。

実績なし 実装なし

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点

##

機能要件 システム連携規則（健診情報管
理）

機能追加 特定健診等データ収集システムに対して、NDBファイルを登録、削
除登録、修正登録ができること

生活保護システムから特定健診等データ収集システムに対
しての接続が認められているが、他福祉事務が登録した健
診情報の引き継ぎと共に、NDBファイルの修正が必要に応
じて実施できる機能が必要なため

実績なし 実装なし

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点

##

機能要件 機能ID：0211690（決裁機能） 実装区分変更 決裁機能なく、決定処理を行うことを想定していないため、実装区
分が必須と考えます。決裁機能においては、機能ID011690のみな
らず、自治体規模で必須とオプションが混在しないよう実装区分の
変更（実装必須化）をお願いします。

決裁機能なく、決定処理を行うことを想定していないため、
実装区分が必須と考えます。決裁機能においては、機能
ID011690のみならず、自治体規模で必須とオプションが混
在しないよう実装区分の変更をお願いします。
第５回の意見照会でも同様の要望が見受けられ、区分変更
する旨の回答があるものの、要件によって、機能が削除（旧
210986）されていたり、実装区分（旧0210990）が変わってい
ないことが見受けられます。第５回全国意見照会QA集の回
答結果「反映する」が決裁機能については軒並み更新され
てないように見受けられます。

実績あり（第4回） 実装あり

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能要件の実
装区分については、2.1版改定時において変更する予定はございませ
ん。

反映しない 非論点

##

機能要件 機能ID：0210215（保護停止決定
通知書等の作成）

機能追加 医療機関連絡票及び介護機関連絡票においては、
１医療機関、１介護機関への停止・廃止通知を被保護者連名式で
も通知できること

標準様式が個票となっているため、個々で医療機関等へ通
知すると郵送料や紙の無駄になる。また、各決定通知に紐
づいた個票だと、送付漏れを起こす可能性がある。１医療機
関に対して、指定期日での停廃止があった被保護者の情報
を連名式に送付することで、送付漏れや郵送回数、重量を
節約し、医療機関等に正しいレセプト請求ができるようにし
てもらう。

実績なし 実装あり

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイアウト・帳票
詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の追加の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

##

帳票一覧 支給 機能追加 福祉事務所の窓口で直接金銭を扱う事務を行っておらず、標準
化対応後も想定していない。そのため、指定金融機関等にて金銭
を受け取る対応できる方法を検討いただきたい。

第4回照会時に同様の意見を提出し、独自運用のため反
映しない旨の回答をいただいたが、第5回照会時に他都市
からも同様の意見がでている。また、令和4年度大都市生活
保護主管課長会議にて、参加自治体の2割程度が金融機関
で現金払いを行っていると回答しており、独自運用とは言い
難いと考えている。
本市では、被保護者が口座を保有していない場合や指

導・援助が必要な場合は窓口にて支払切符を交付し、区役
所内の銀行出張所で現金払いを行っており、年間で18,000
件程度ある。
相当の件数もあることから、福祉事務所の窓口で現金払

いを行うことは、セキュリティや効率性等の観点で望ましくな
いと考えており、実装されない場合の影響が大きいため、改
めて検討をお願いしたい。

実績あり（第4回） 実装あり

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイアウト・帳票
詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の追加の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

##

機能要件 実装区分 実装区分変更 実装区分「実装必須機能」について、業務の本筋では必要が無
く、標準オプション機能とすべき「便利機能」が多数「必須」となって
いる。

ベンダとしては実装区分①②③いずれか一つでも「必須」と
なっていれば必須機能として開発せざるを得ず、多大な負
荷となっている。
過去の意見照会において「便利機能＝オプションとしていた
だきたい」という意見を挙げているが「自治体様多数の意
見」という理由で却下されており、ベンダの意見がほとんど
反映されない状況となっている（自治体様ご意見偏重の状
況）

機能要件に対する適合基準日について、経過措置期間の設
置と段階的導入を認めていただくようお願いしたい。

実績あり（第1回、第2回、第3
回、第4回）

実装なし -

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能要件の実
装区分については、2.1版改定時において変更する予定はございませ
ん。

反映しない 非論点

##

その他 データ要件・連携要件との整合
性

誤記・整合性 「機能要件・帳票要件」に記載の無い項目がデータ要件（基本
データリリスト）に記載されているケースがある。逆のケースもあ
る。

左記のとおり。 デジタル庁様と連携のうえ突合を実施し、不整合を排除してい
ただきたい。

実績あり（第1回、第2回、第3
回、第4回）

実装なし -

検討対象
標準化PMOで都度頂いた意見に対応しております。引き続き、整合
性が取れていない項目があればご指摘ください。

反映しない 非論点



##

機能要件 新機能要件 機能修正 「外部インターフェース仕様書（サーバー間連携版）」を参照のこと
あるが、参照させるのであれば版数を定義して頂きたい。

外部インターフェース仕様書（サーバー間連携版）の版数が
不明のため

オンライン資格を含めるのであれば、要件を整理して標準機
能として詳細に定義したほうがよい。もしくは、外部資料を参
照させるのであれば、版数を記載して整合をとった方がよい。

実績なし 実装あり -

検討対象
ご意見を踏まえて、オンライン資格確認の担当チームに確認し、機能
要件の更新を検討します。

次年度以降反映検討 非論点

##

帳票レイアウ
ト

法第63条返還金決定通知書、法
第78条徴収金決定通知書

誤記・整合性 返還決定通知及び徴収決定通知は、不利益処分であることから、
行政手続法上、処分理由を具体的に記載する必要があり、当該
返還対象期間又は不正受給期間に支給した保護費の範囲内での
返還であることを明らかにするため、当該機関に支給した扶助費
（既支給額）を記載すべきと考える。
また、生活保護法施行事務監査を行う中で、支給した扶助費以上
の返還決定や徴収決定を行っている事例も散見されることから、
通知書の中に記載することで福祉事務所のミス減少にも繋がり、
被保護者への不利益も少なくなるのではないかと考える。

⑤のとおり ｢既支給額」欄を設ける 実績あり（第4回） 実装なし 行政手続法第14条
（参考）生活と福祉 2023年1月
号

検討対象

行政手続法第14条に記載の「行政庁は、不利益処分をする場合に
は、その名あて人に対し、同時に、当該不利益処分の理由を示さなけ
ればならない。」の理由については、帳票レイアウトのシステム印字
項目「徴収の理由」「返還の理由」が該当すると認識しています。
また、「既支給額」は上記の第14条の理由に該当しない想定です。

反映しない 非論点

##

機能要件 大項目「6.返還金・債権管理」で
の機能の明確化

その他 ・延滞金及び遅延損害金の計算、確定延滞金の管理・請求、分割
及び消込等、延滞金及び遅延損害金に関する債権管理の機能を
明確化してほしい。

・延滞金及び遅延損害金に関する記載はこの項目だけだ
が、何ができるか不明。
・特に強制徴収公債権の延滞金は、多くの自治体で債権管
理条例が施行され、徴収が義務付けられているが、生活保
護費債権は適正に取り扱えないでいる。債務者の生活実態
を鑑み、延滞金を減免するとしても計算を要する。

大項目「6.返還金・債権管理」中項目「6.3収納」機能名称「収
納消込」機能名称枝番「1」機能ID「0210762」で消し込める基
となる機能要件記載の『延滞金額』及び『遅延損害金額』の登
録・変更での機能を明確化するとともに

自治体の債権管理条例に適合できるよう
「年度毎の延滞利率（生活保護法第78条に規定する100分の
40を乗じて得た額以下の金額に対応するもの）の登録・変更」
「延滞金額の免除の登録・変更」
「遅延損害金額の免除の登録・変更」
「延滞金額の計算式が確認できる帳票または画面」
「遅延損害金額の計算式が確認できる帳票または画面」

実績なし 実装なし 生活保護法第78条
松山市債権管理条例

検討対象
意見内容から、特定自治体の独自要望・カスタマイズ要望と想定して
おりますので、機能要件の追加は行わない想定です。

反映しない 非論点

##

機能要件 大項目「1.生活保護申請・決定
（変更等含む）」中項目「1.2保護
の開始申請受付及び訪問調査」
機能名称「申請情報の登録」機
能名称枝番「16」機能ID
「0211219」

機能追加 修正後の機能要件について「標準仕様書への反映」で「3.反映済
み」となっているが、追加要望した「援助方針」「ケース診断会議の
開催状況の有無」「ケース診断会議の実施年月」が反映されてい
ない。

「標準仕様書への反映」で「3.反映済み」となっているが反映
していないため。

「援助方針」「ケース診断会議の開催状況の有無」「ケース診
断会議の実施年月」の追加

実績あり（第4回） 実装なし 第5回全国意見照会QA集
_20241016_01

検討対象 反映しない 非論点

##

帳票詳細要件 79最低生活費認定額 機能追加 修正後の帳票詳細要件について「標準仕様書への反映」で「3.反
映済み」をなっているが、追加要望した「保護決定調書で扶助額決
定欄の最低生活費認定額の右列に「日割額」が表示できるように
してほしい。」が反映されていない。

「標準仕様書への反映」で「3.反映済み」となっているが反映
していないため。

保護決定調書で扶助額決定欄の最低生活費認定額の右列
に「日割額」を表示

実績あり（第4回） 実装あり 第5回全国意見照会QA集
_20241016_01

検討対象

QA集における反映状況に不備があり、申し訳ございませんでした。
こちらは帳票レイアウトの反映の中で、レイアウトのスペースから「日
割額」の追加が難しかったこと、日割額について確認する場合は都度
計算を行い確認いただく運用を想定していることから、追加を行わな
いこととなりました。

反映しない 非論点

##

帳票レイアウ
ト

帳票名「50保護決定調書」該当
箇所「扶助額決定欄」

機能追加 修正後の帳票詳細要件について「標準仕様書への反映」で「3.反
映済み」をなっているが、帳票レイアウトでは「保護決定調書で扶
助額決定欄の最低生活費認定額の右列に「日割額」が表示でき
るように」なっていない。

帳票詳細要件での標準仕様書への反映との整合性が取れ
ていないため。

保護決定調書で扶助額決定欄の最低生活費認定額の右列
に「日割額」を表示

実績あり（第4回） 実装あり 第5回全国意見照会QA集
_20241016_01

検討対象

QA集における反映状況に不備があり、申し訳ございませんでした。
こちらは帳票レイアウトの反映の中で、レイアウトのスペースから「日
割額」の追加が難しかったこと、日割額について確認する場合は都度
計算を行い確認いただく運用を想定していることから、追加を行わな
いこととなりました。

反映しない 非論点

##

帳票レイアウ
ト

90生活保護法給付券要否意見
書送付書 宛先氏名

その他 宛先氏名宛てではなく、システムにマスタ登録してある取扱業者や
施術業者（ex.○○整骨医院）、医療機関などの機関宛でお願いし
たい。標準化に伴い機関宛てではなく個人宛でのマスタ登録が必
要になるのか。

当市では、医療機関や施術者などの登録ではなく機関単位
でマスタ登録していて、個人名の登録はしていない。例え
ば、書類を取りまとめている施術業者宛てへ送付を求めら
れるため、指定施術者単位などでマスタ登録は行っていな
い。施術業者について、同じ施術業者でも施術者ごとの登
録をさらに別に作成しないといけないのか。

実績なし 実装なし

検討対象

宛先氏名というシステム印字項目にしておりますが、個人以外の事業
者等も宛先に設定することも可能と想定しております。
ただし、個人名のマスタを保有するかどうかについては、システムの
実装方法に関する内容のため、標準仕様書では定義しないことを想
定しております。
システムの調達時に、自治体とベンダにおいて調整いただくことを想
定しております。

反映しない 非論点

##

帳票レイアウ
ト

96医療券送付書 宛先氏名 その他 指定施術者個人宛てではなく、医療機関宛でお願いしたい。標準
化に伴い指定施術者のマスタ登録をしていない指定施術ではなく
指定施術者単位でのマスタ登録を別に入力が必要になるのか。

当市では、医療機関を機関単位でマスタ登録していて、個人
名の登録はしていない。院長や医師名などの登録・管理をし
ないといけないのか。
現行の当市システム上では、医療券に住所、医療機関が左
上に印字されるため、送付書を使わずに医療券１枚で窓付
封筒で送付が可能であるが、本送付書を使わないと送れな
い状況になるのであれば、ご検討願いたい。

実績なし 実装なし

検討対象

宛先氏名というシステム印字項目にしておりますが、個人以外の事業
者等も宛先に設定することも可能と想定しております。
ただし、個人名のマスタを保有するかどうかについては、システムの
実装方法に関する内容のため、標準仕様書では定義しないことを想
定しております。
システムの調達時に、自治体とベンダにおいて調整いただくことを想
定しております。

反映しない 非論点

##

帳票レイアウ
ト

99生活保護法給付券送付書 宛
先氏名

その他 宛先氏名宛てではなく、システムにマスタ登録してある取扱業者や
施術業者（ex.○○治療院）などの機関宛でお願いしたい。標準化
に伴い機関宛てではなく個人宛でのマスタ登録が必要になるの
か。

当市では、取扱業者や施術業者などの登録を機関単位でマ
スタ登録していて、個人名の登録はしていない。例えば、書
類を取りまとめている業者宛てへ送付を求められるため、指
定施術者単位などでマスタ登録は行っていない。施術業者
について、同じ施術業者でも施術者ごとの登録をさらに別に
作成しないといけないのか。

実績なし 実装なし

検討対象

宛先氏名というシステム印字項目にしておりますが、個人以外の事業
者等も宛先に設定することも可能と想定しております。
ただし、個人名のマスタを保有するかどうかについては、システムの
実装方法に関する内容のため、標準仕様書では定義しないことを想
定しております。
システムの調達時に、自治体とベンダにおいて調整いただくことを想
定しております。

反映しない 非論点

##

帳票レイアウ
ト

106調剤券送付書 宛先氏名 その他 宛先氏名宛てではなく、システムにマスタ登録してある調剤薬局宛
でお願いしたい。標準化に伴い担当者個人単位でのマスタ登録の
入力が必要になるのか。

医療機関を機関単位でマスタ登録していて、個人名の登録
はしていない。薬局の管理者などの登録・管理をしないとい
けないのか。

実績なし 実装なし

検討対象

宛先氏名というシステム印字項目にしておりますが、個人以外の事業
者等も宛先に設定することも可能と想定しております。
ただし、個人名のマスタを保有するかどうかについては、システムの
実装方法に関する内容のため、標準仕様書では定義しないことを想
定しております。
システムの調達時に、自治体とベンダにおいて調整いただくことを想
定しております。

反映しない 非論点

##

帳票レイアウ
ト

111治療材料券送付書 宛先氏
名

その他 宛先氏名宛てではなく、システムにマスタ登録してある取り扱い業
者宛でお願いしたい。標準化に伴い取り扱い業者の担当者単位
でのマスタ登録を別に入力が必要になるのか。

当市では、取扱業者単位でマスタ登録しており、担当者単位
では、マスタ登録は行っていない。

実績なし 実装なし

検討対象

宛先氏名というシステム印字項目にしておりますが、個人以外の事業
者等も宛先に設定することも可能と想定しております。
ただし、個人名のマスタを保有するかどうかについては、システムの
実装方法に関する内容のため、標準仕様書では定義しないことを想
定しております。
システムの調達時に、自治体とベンダにおいて調整いただくことを想
定しております。

反映しない 非論点

機能ID:0211479と機能ID：0211480を組み合わせることで、要望を頂
いている項目「援助方針」「ケース診断会議の開催状況の有無」「ケー
ス診断会議の実施年月」を追加することが可能となっており、意見に
は対応しているものと認識しております。

■機能ID：0211479
ケース診断会議について、以下の情報を履歴で管理でき、出力できる
こと。
【管理項目】
・会議内容
・会議結果
・会議資料
・会議出席者
・会議区分（新規開始ケース、援助困難ケース、個別援助、63条、63
条のうち自立更生に関すること、77条、78条、文書指示（就労指導）、
文書指示（自動車）、文書指示（その他）、検診命令、不動産、生命保
険、自動車、辞退廃止、指導指示違反、その他、暴力団員関係）
・会議結果区分（承認・否認）
・会議実施日
・メモ

■機能ID：0211480
また、上記理由以外のものがあれば、適宜、コードが追加できること。



##

帳票レイアウ
ト

138生活保護法介護券送付書
宛先氏名

その他 宛先氏名宛てではなく、システムにマスタ登録してある介護事業者
宛でお願いしたい。標準化に伴い担当者単位でのマスタ登録の入
力が必要になるのか。

当市では、事業者単位でマスタ登録しており、担当者単位で
は、マスタ登録は行っていない。
現行の当市システム上では介護券に住所、医療機関が左
上に印字されるため、送付書を使わずに介護券１枚で窓付
封筒で送付が可能であるが、本送付書を使わないと送れな
い状況になるのであれば、ご検討願いたい。

実績なし 実装なし

検討対象

宛先氏名というシステム印字項目にしておりますが、個人以外の事業
者等も宛先に設定することも可能と想定しております。
ただし、個人名のマスタを保有するかどうかについては、システムの
実装方法に関する内容のため、標準仕様書では定義しないことを想
定しております。
システムの調達時に、自治体とベンダにおいて調整いただくことを想
定しております。

反映しない 非論点

##

その他 給付券発行 機能追加 医療券と共に送付する本人支払額通知について 入院患者について、医療機関より医療券発行依頼が来た場
合、医療機関に意見書を求め、返信された意見書を嘱託委
の確認を取って医療券の発行の手続きを行っています。こ
の場合、医療機関側に医療券が届くまで数日かかるため、
本人支払額がある受給者について、医療機関側に医療券
が届き本人支払額がわかる前に、受給者が退院をすると、
本人支払額を医療機関が取れないケースが発生します。そ
れを防ぐために、医療券の代わりに本人支払額通知を先に
発送し、本人支払額があることを医療機関側に伝えていま
す。
現在では、本人支払額通知を印刷する機能がないため、エ
クセルマクロで別途対応していますが、完全には難しい状況
です。医療券とは別に本人支払額通知の印刷機能を追加し
てほしい。

実績なし 実装なし

検討対象

新規帳票追加のご意見については、帳票要件（帳票レイアウト・帳票
詳細要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定において帳票の追加の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

##

その他 帳票 機能追加 本人支払額の振り分けについて 保護決定通知書の本人支払額と医療券・介護券等に入力さ
れた合計額に相違がないか判断するためマッチングリスト
が必要。
例えば、保護決定通知書の本人支払額が０円であるにも関
わらず、機能ID 0210342の「本人支払額を設定する介護機
関、医療機関を登録後は翌月以降も同一機関が自動設定
されること。」により１０，０００円と自動設定されている場合
など相違が生じるので、マッチングリストが必要。

実績なし 実装なし

検討対象

ご意見について、複数自治体において必要な機能か判断が出来ない
ため、機能要件の追加は行わない想定です。
また、マッチングリスト等については、EUC機能をご活用いただくことも
一案と想定しております。

反映しない 非論点

##

その他 データの取込 機能追加 厚生労働省のHPでダウンロードできる医療扶助マイナポータル参
加病院一覧データの一括登録について、生活保護法における指
定医療機関を一括登録及び廃止・変更ができる仕組みが今はな
いので、せめて医療扶助マイナポータル参加病院一覧データの一
括登録できるようにしてほしい。

他府県及び他市町村の生活保護法における指定医療機関
の登録・変更を行う場合は各市町村に問い合わせを行い確
認している。府から毎月、登録・変更・廃止の情報はいただ
いているが、PDFでは検索ができず目検ではなかなか難し
い状況。特に医療機関コードの変更があった場合は気づか
ないことが多い。

実績なし 実装なし

検討対象
ご意見については、今後検討会において機能追加の必要性、機能要
件の追加可否について検討を行う想定です。

反映しない 非論点

##

機能要件 全般 実装区分変更 団体内で複数の福祉事務所を設置してる自治体は必須要件と
なっており、団体内で一つの福祉事務所のみ設置している自治体
は標準オプションなっている項目が多数あるが、団体内で一つの
福祉事務所のみ設置している自治体が特別必要としない機能で
はない項目が多く見られる。また現在できている機能がオプション
となることは、財政的に厳しいことから、全体的な実装区分を再考
いただきたい。

団体内で一つの福祉事務所のみ設置している自治体が特
別必要としない機能ではないため。

機能要件中、「以下の情報を登録・修正・削除・照会できるこ
と。」いったものについて、要件を満たす前提となる条件項目
を減らしても良いので、団体内で一つの福祉事務所のみ設置
している自治体に標準オプションとしている項目の全面的な見
直しを行っていただきたい。

実績なし 実装あり

検討対象

ご意見について把握いたしましたが、2.0版で定義した機能要件の実
装区分については、2.1版改定時において変更する予定はございませ
ん。

反映しない 非論点

##

帳票レイアウ
ト

49_保護決定通知書
1. 保護の決定内容・認定年月
日・決定した理由

その他

「認定年月日」は、レイアウト上複数表示されるかのようなものと
なっているが、遡及変更を行った場合、複数の認定年月日（例：
R6.9.1、R6.10.1、R6.11.1）について同時に一括で決定した際の印
字内容は、下記のうちいずれとなるか。
①１枚の決定通知書に、同時に一括で決定した複数の認定年月
日（R6.9.1、R6.10.1、R6.11.1）が印字され、かつ全て１枚にまとめら
れる。また、「２．あなたの最低生活費及び保護の程度（今回決定
した額）」以降の数字は、最終の認定年月日（R6.11.1付）の結果の
みが印字される。
②１枚の決定通知書には、１つの認定年月日（今回でいうと、
R6.9.1のみ、R6.10.1のみ、R6.11.1のみ）の内容が印字されるた
め、合計３枚の決定通知書が出力される。
（※本来、審査請求の観点からは②となることが正しいと考えられ
るが、標準仕様書が発出される前の照会の際に、①となるように
希望していた自治体があったため）

検討対象

②の運用を想定しておりますが、システムの実装方法になりますの
で、特に標準仕様書においては定義をしない想定です。
要望する実装方法を実現することが可能なシステムを調達頂く、また
は調達時においてベンダと自治体とで実装方法を調整いただくことを
装置しています。

反映しない 非論点

##

帳票レイアウ
ト

70.保護廃止（停止）決定通知書
49_保護変更決定通知書上の
「実際に支払われる金額」「返還
額」

その他

保護廃止・停止決定は遡及決定することが多く、決定時に「追給」
や「戻入」が発生することが多々ある。相手方への通知として、「追
給」や「戻入」の金額は知らせる必要があるため、「49.保護変更決
定通知書」と同様に、オプション機能としてでも「実際に支払われる
金額」「返還額」が印字される仕様として欲しい。

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細
要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳票の変更の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点

##

帳票レイアウ
ト

13.面接記録票
78.備考

その他

当該帳票は、項目ごとに面接内容を整理した帳票となっており、１
回の面接相談での面接記録を想定したものと思われますが、継続
ケース（２回以上の相談）については対応記録を時系列で記入し
ていく必要がある。
帳票詳細要件のシステム印字項目「備考」は、では、フリー入力で
文字制限もなし（様式が複数枚にまたがることも可能）となってい
るため、「備考欄」に対応記録を記入していくことは可能と考えてい
ますが、欄の一つに、面接時の日付、対応記録を継続して記入が
できるような仕様としてほしい。

検討対象

ご意見として承知しました。
一方で、帳票の修正については帳票要件（帳票レイアウト・帳票詳細
要件）の検討の時間を十分に確保することが重要です。
2.1版の改版ではなく、次版以降の改定に向けて帳票の変更の必要
性を含めて検討会で議論を行う想定です。

反映しない 非論点


